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第１章  総  論 
本年度は、第五次毛呂山町総合振興計画（基本構想／後期基本計画）の初年度にあたり、基本構想で掲げられた基本理念である「毛

呂山町の個性あふれるまちづくり」、「安全で安心に暮らせるまちづくり」、「協働によるまちづくり」をふまえ、将来像である「輝

く緑 輝く瞳 輝くまち もろやま」を目指した諸施策を積極的に推進した。 

 

１ 町政の状況と人口 

（１）町政の状況 

  ア 福祉行政について 

地域福祉では、地域共生社会の実現に向けて、民生委員・児童委員や地域住民との協働により、誰もが住み慣れた地域で安

心して暮らすことができるよう地域づくりの推進を図った。 

高齢者福祉では、少子高齢化が進行する中、複雑かつ多様化する福祉ニーズに的確に対応するため、緊急通報システム事業

や給食サービス事業等の在宅福祉事業を実施した。 

障害福祉では、障害者総合支援法に基づく、介護給付費・訓練等給付費、自立支援医療費の支給、補装具費の支給、地域生

活支援事業等を実施し、「ともに支えあい心豊かに安心して暮らせるまち」を目指して施策の推進を図った。 

児童福祉では、子育て支援として保育事業をはじめ、子育て支援センターなど地域子ども・子育て支援事業の充実を図った。

子育て世帯に対する経済的支援事業としては、幼児教育・保育の無償化、児童手当、こども医療費等に加え、第１子からの出

生時及び小学校新入学時に子育て支援金を支給した。また、地域や関係機関と協働し、要保護児童の見守り支援を行った。 

イ 保健・環境衛生行政について 

保健事業については、町民の日常における疾病予防と健康増進につながるよう、各種予防、健康診査・保健指導及び健康相

談、健康教育、訪問指導、精神保健事業等を実施した。また、日常生活において町民が健康に関する自覚と認識を深め、自己

の適切な健康づくりに取り組めるよう広報紙や各種事業を通じて普及啓発に努めた。さらに、広域による救急医療対策を実施

すると共に、妊娠・出産・子育ての総合相談支援を実施した。 

生活環境の保全では、観光地等における景観美化活動に対する支援、さらに、ごみの不法投棄撲滅を目的に不法投棄防止パ
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トロールを実施し、環境の保全に努めた。また、浄化槽設置補助事業の推進による河川水質の改善に努め、公害対策事業とし

て検査を実施した。 

ウ 農林商工業行政について 

遊休農地の増加、労働力の流出等が進行する中、優良農地の確保、農地の有効活用、森林の保全、安定した農林業経営を推進するため、

各種農林業団体への育成補助及び農道、林道の維持管理事業を実施するとともに、農産物加工センターを利用した特産品づくりによる農業

の振興と地域の活性化に努めた。また、農業集落排水事業特別会計への資金繰出しを行った。 

商工・観光事業では、商工団体への育成補助や、創業の支援補助等を行い、商工業の振興に努めた。また、新型コロナウィルス感染症対

応地方創生臨時交付金を活用して、各世帯に啓発冊子とエコバックを配布するとともに飲食店等へ消毒液を配布した他、商工会や７商店街、

収入が減少した事業者へ交付金を支給するなどの支援を行った。 

桂木ゆずクラスター協議会では、桂木ゆずの試験場での苗木の育成を継続するとともに、桂木ゆずを国内外へそれぞれ出荷した。 

エ 都市基盤の整備について 

町道整備事業については、安全で快適なまちづくりの観点から老朽化により劣化した住宅団地の側溝やアスファルト舗装工事を実施した。

また、毛呂山町道路整備計画に基づき道路改良工事を実施した。 

川角駅周辺地区整備事業について、地区説明会を開催し、協議会の設立に向けて関係者、関係機関等と協議を行った。 

オ 教育行政について 

「豊かな心と学びのあるまちを創る」という視点に立ち、質的に充実した教育に努めるとともに、生涯学習の観点から諸施

策を定め、学校教育、社会教育の推進、スポーツ及び文化活動を振興した。 

教育基本法や第五次毛呂山町総合振興計画、第２期毛呂山町教育振興基本計画の成果と課題を踏まえ、中長期的視点から取

り組むべき施策の体系を明らかにし、着実に推進していくため第３期毛呂山町教育振興基本計画を策定した。 

学校教育では、ＡＬＴ（外国語指導助手）・学校支援員・学力向上支援員・不登校対策相談員を各学校に配置し、教育環境

の充実に努めた。 

学校施設では、施設の充実を図るために小中学校内ＬＡＮ構築工事をはじめ、全ての小中学校において修繕等を実施した。 

中央・東公民館、歴史民俗資料館では、多様化する町民ニーズに応えるべく諸事業を実施し、教育文化の向上に努めた。 
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（２）人  口                                           (単位：世帯、人） 

年 次 別 

(4月1日現在） 

住民基本台帳人口   外国人登録人口 合   計 人口密度 

（人/K㎡） 男 女 計 世帯数 男 女 計 世帯数 男 女 合計 世帯数 

平成１５年 18,282 18,463 36,745 13,732 144 228 372 301 18,426 18,691 37,117 14,033 1,091 

平成１６年 18,217 18,441 36,658 13,849 131 238 369 307 18,348 18,679 37,027 14,156 1,088 

平成１７年 18,222 18,322 36,544 13,992 148 253 401 333 18,370 18,575 36,945 14,325 1,086 

平成１８年 18,236 18,342 36,578 14,162 145 218 363 286 18,381 18,560 36,941 14,448 1,086 

平成１９年 18,333 18,361 36,694 14,308 135 208 343 269 18,468 18,569 37,037 14,577 1,088 

平成２０年 18,394 18,379 36,773 14,489 130 215 345 280 18,524 18,594 37,118 14,769 1,091 

平成２１年 18,322 18,292 36,614 14,575 151 250 401 330 18,473 18,542 37,015 14,905 1,088 

平成２２年 18,151 18,192 36,343 15,351 166 270 436 362 18,317 18,462 36,779 15,713 1,081 

平成２３年 17,945 17,987 35,932 15,354 155 266 421 341 18,100 18,253 36,353 15,695 1,068 

平成２４年 17,816 17,838 35,654 15,417 159 271 430 349 17,975 18,109 36,084 15,766 1,060 

    日本人住民人口     外国人住民人口 住民基本台帳人口 

平成２５年 17,633 17,669 35,302 15,455 155 237 392 168 17,788 17,906 35,694 15,623 1,049 

平成２６年 17,510 17,538 35,048 15,558 155 243 398 173 17,665 17,781 35,446 15,731 1,042 

平成２７年 17,370 17,376 34,746 15,560 161 239 400 171 17,531 17,615 35,146 15,731  1,031 

平成２８年 17,205 17,243 34,448 15,565 164 253 417 182 17,369 17,496 34,865 15,747 1,023 

平成２９年 17,023 17,029 34,052 15,537 178 265 443 200 17,201 17,294 34,495 15,737 1,013 

平成３０年  16,759  16,749 33,508 15,450 194 269 463 204 16,953 17,018 33,971 15,654 997 

平成３１年  16,636  16,647 33,283 15,553 204 278 482 223 16,840 16,925 33,765 15,756 991 

令和２年  16,393  16,414 32,807 15,558 240 298 538 273 16,633 16,712 33,345 15,831 978 

令和３年  16,200  16,265 32,465 15,613 266 348 614 339 16,466 16,613 33,079 15,952 970 

※平成２４年７月９日住民基本台帳法の一部改正及び外国人登録法の廃止により、外国人住民についても「住民基本台帳法」の対象となりました。 
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２ 町財政の状況 

（１）決算の概要 

令和２年度普通会計歳入総額は１４，１５７，７４９千円で、前年度に比べ３７．３％の増（前年度５．５％増）となった。 

自主財源の主流をなす町税は、１．２％の減（前年度０．６％増）であり、歳入総額に対する構成比は２４．９％（前年度３

４．６％）となった。また、地方交付税は、４．６％の増（前年度３．２％増）であり、構成比は１５．６％（前年度２０．５％）

となった。地方消費税交付金は２２．６％の増（前年度３．７％減）であり、消費税率引上げに伴う額３９９，２０９千円は、

全て社会保障施策に要する費用に充てられた。また、都市計画税は毛呂山・越生・鳩山公共下水道組合負担金等の都市計画事業

に要する費用に充てられた。 

歳出総額については１３，７０１，７５７千円で、前年度に比べ３９．８％の増（前年度４．３％増）となった。 

歳出総額に占める普通建設事業費の割合は２．４％（前年度４．４％）、人件費１４．１％（前年度１７．７％）、補助費等

３８．８％（前年度１７．８％）、公債費７．４％（前年度１０．０％）、扶助費１４．６％（前年度２０．０％）となってい

る。 

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は９５．５％（前年度９５．２％）、実質公債費比率は８．４％（前年度７．８％）と

なっている。 

国民健康保険特別会計においては、被用者保険等の適用除外者以外全てを被保険者とし、社会保障及び国民保健の向上に寄与することを目

的として、国民健康保険法による保険給付及び被保険者の健康の保持増進のための保健事業を実施した。町は法に基づき、一般会計から

繰出しを行った。 

介護保険特別会計においては、介護保険制度の適正かつ円滑な運営を図ることを目的として、介護保険法による保険給付及び

地域支援事業を実施した。町は法に基づき、一般会計から繰出しを行った。 

後期高齢者医療特別会計においては、後期高齢者医療制度において高齢者の医療の確保に関する法律による事務を実施した。

町は法に基づき、一般会計から繰出しを行った。 

農業集落排水事業特別会計においては、農村地域における生活環境の整備と水環境の保全を目的として、事業の推進を図った。

町は一般会計から繰出しを行った。 

 



普通会計の性質別歳出内訳

区      分 決  算  額 構 成 比 増 減 率 人口一人当り 一般財源 うち経常一般財源 経常収支比率

（千円） （％） （％） （円） （千円） （千円） （％）

人    件    費 1,930,076 14.1 11.1 58,347 1,778,150 1,763,039 25.5

 （うち職員給） 1,246,804 4.0 37,692 1,114,035 1,114,035 16.1

扶    助    費 1,999,559 14.6 2.1 60,448 605,520 577,725 8.4

公    債    費 1,014,242 7.4 3.2 30,661 1,007,781 1,007,781 14.6

物    件    費 1,296,886 9.5 5.0 39,206 1,018,223 859,544 12.4

維 持 補 修 費 60,038 0.4 16.9 1,815 54,834 54,834 0.8

補  助  費  等 5,314,364 38.8 204.0 160,657 1,932,683 1,416,199 20.5

繰    出    金 1,132,368 8.3 2.0 34,232 919,304 919,304 13.3

34,450 0.2 6.0 1,041 1,950 -

積    立    金 561,237 4.1 9.3 16,967 384,968 合 計 6,598,426 95.5

普通建設事業費 330,669 2.4 △ 22.9 9,996 89,670 経 常 一 般 財 源 収 入 6,911,938

内 補       助 60,385 0.4 72.3 1,825 3,739 地      方     税 3,410,180

単       独 255,793 1.9 △ 29.2 7,733 85,907 地 方 譲 与 税 100,589

訳 県営事業負担金 14,491 0.1 △ 55.5 438 24 利子割交付金 3,069

災害復旧事業費 27,868 0.2 100.0 842 0 内 配当割交付金 16,196

合           計 13,701,757 100.0 39.8 414,213 7,793,083 株式等譲渡所得割交付金 19,325

地方消費税交付金 743,254

ゴルフ場利用税交付金 53,588

環境性能割交付金 13,655

法人事業税交付金 9,611

地方特例交付金 29,720

訳 地 方 交 付 税 2,120,239

交通安全対策特別交付金 4,631

そ     の      他 20,302

臨時財政対策債 367,579

投資及び出資金・貸付金
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　　　ア  一般会計の状況

　　　（ア）歳　　入 （単位：千円）

                  区  分 予 算 現 額 決　算　額 増　減　額 予 算 対 比 前年度対比
科  目 （Ａ） （Ｂ） （Ｂ-Ａ） （Ｂ/Ａ)(％） 　　　　（％）

１ 3,408,197 3,519,787 111,590 103.3 98.8

２ 95,623 100,589 4,966 105.2 101.9

３ 2,200 3,069 869 139.5 103.6

４ 17,000 16,196 △ 804 95.3 84.3

５ 8,000 19,325 11,325 241.6 167.4

６ 10,800 9,611 △ 1,189 89.0 皆増

７ 728,000 743,254 15,254 102.1 122.6

８ 50,000 53,588 3,588 107.2 103.0

９ 1 0 △ 1 0.0 0.0

１０ 17,000 13,655 △ 3,345 80.3 206.6

１１ 29,720 29,720 0 100.0 57.0

１２ 2,190,239 2,210,715 20,476 100.9 104.6

１３ 4,600 4,631 31 100.7 111.7

１４ 61,701 57,205 △ 4,496 92.7 73.9

１５ 50,918 45,314 △ 5,604 89.0 78.5

１６ 5,252,813 4,985,939 △ 266,874 94.9 494.3

１７ 815,883 754,413 △ 61,470 92.5 105.8

１８ 21,971 7,765 △ 14,206 35.3 79.8

１９ 171,419 172,239 820 100.5 80.6

２０ 283,301 282,667 △ 634 99.8 44.2

２１ 507,144 507,145 1 100.0 135.6

２２ 100,385 112,767 12,382 112.3 64.2

２３ 521,472 508,155 △ 13,317 97.4 104.6

合    　    計 14,348,387 14,157,749 △ 190,638 98.7 137.3

令 和 元 年 度 10,297,614 10,309,627 12,013 100.1 105.5

株式等譲渡所得割交付金

財 産 収 入

県 支 出 金

国 庫 支 出 金

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

町 税

配 当 割 交 付 金

利 子 割 交 付 金

地 方 譲 与 税

分 担 金 及 び 負 担 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

交通安全対策特別交付金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

町 債

繰 越 金

諸 収 入

繰 入 金

寄 附 金

使 用 料 及 び 手 数 料



　　　（イ）歳　　出 

                  区  分

科  目

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

99.1 97.5

4,798,855

3,834,530

996,353

30,032

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

予 算 現 額
(Ａ)

農 林 水 産 業 費

商 工 費

公 債 費

諸 支 出 費

予 備 費

107,333

143,168

141,597

847,884

682,838

106,372 961

決　算　額 増　減　額 予 算 対 比 前年度対比
(Ｂ) (Ａ-Ｂ) (Ｂ/Ａ)(％) 　　　(％)

1,111,916

66,081

1,014,797

561,140

11,863

14,348,387

10,297,614

4,670,960

3,743,537

826,442

30,032

139,093

116,448

741,345

659,877

1,064,405

27,868

1,014,242

561,136

0

13,701,757

9,802,482

127,895

90,993

169,911

0

4,075

25,149

106,539

22,961

47,511

38,213

555

4

11,863

646,630

495,132

97.3

97.6

82.9

100.0

97.2

82.2

87.4

96.6

95.7

42.2

99.9

100.0

0.0

95.5

95.2

371.4

100.3

110.9

100.0

88.6

95.9

105.8

106.7

104.3

（単位：千円）

合　　　　　計

令 和 元 年 度

128.3

479.4

103.2

109.3

-

139.8

- 9 -
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　　（ウ）都市計画税充当事業 （単位：千円）

合　　　　計 539,212 0 0 0 539,212 109,607

　　（エ）地方消費税（引上げ分）充当事業 （単位：千円）

合　　　　計 3,021,644 1,602,534 0 93,059 1,326,051 399,209

　　（オ）森林環境譲与税充当事業 （単位：千円）

23,884

事 　業　 名 国(県)
支出金

地方債

保健衛生事業 191,979 76,177 0 36,468 79,334

55,914 449,0861,313,151 0 135,198

社会保険事業 1,011,514 213,206 0 677 797,631 240,127

社会福祉事業 1,818,151

社会保障施策
事 　業　 名

事業費

特　定　財　源 一　般　財　源

国(県)
支出金

地方債 その他
うち地方消費税

交付金

27,977

林道阿諏訪線補修事業 9,031 2,700 0 0 6,331 5,458

都市計画事業
に係る公債費

137,631

81,630
毛呂山・越生・鳩山

公共下水道組合負担金
401,581 0 0 0

国(県)
支出金

地方債 その他
うち

都市計画税

都市計画事業名 事業費

特　定　財　源 一　般　財　源

事　業　費

特　定　財　源

その他
うち

森林環境譲与税

一　般　財　源

401,581

0 0 0 137,631



その他
　維持補修費 0.4%
　投資及び出資金･貸付金 0.2%
　積立金 　　　 4.1%

その他Ｂ

　分担金・負担金 0.4%

　使用料及び手数料 0.3%

　財産収入 0.1%

　寄附金 1.2%

　諸収入 0.8%

　繰入金 2.0%

その他Ａ

 地方譲与税 0.7 %

 利子割交付金 0.0 %

 配当割交付金 0.1 %

 株式等譲渡所得割

　　 　　　 交付金 0.1 %

　ｺﾞﾙﾌ場利用税交付金 0.4 %

　環境性能割交付金 0.1 %

　法人事業税交付金 0.1 %

　交通安全対策 その他

　　　　　　　特別交付金 0.0 % 　議会費        0.8%

　繰越金 3.6 % 　労働費        0.2%

　地方消費税交付金 5.3 % 　商工費        0.9%

　地方特例交付金 0.2 % 　災害復旧費 0.2%

　諸支出金     4.1%

民生費

27.3％

総務費

34.1％

土木費

5.4％

衛生費

6.0％

消防費

4.8％

農林水産業費

1.0％

その他

6.2％

公債費

7.4％

教育費

7.8％

一般行政費

84.8％

公債費

7.4％

教育費

7.8％

その他Ｂ

4.8％

国庫支出金

35.2％

県支出金

5.3％

町債1.0％

臨時財政対策債

2.6％

その他Ａ

10.6％

地方交付税

15.6％

町 税

24.9％

特定財源

46.3％

一般財源

53.7％

歳 普通建設

2.6%
補助費等

38.8%

繰出金

8.3%

物件費

9.5%

その他

4.7%

公債費

7.4%
扶助費

14.6%

人件費

14.1%

投資的

経費

2.6％

その他経費

61.3％

義務的経費

36.1％

歳入総額

14,157,749千円

款 別
歳出総額

13,701,757千円

性質別
歳出総額

13,701,757千円

- 11 -
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（エ）町税賦課徴収状況 

ａ 賦 課 

区 分 課 税 標 準 税  率 税       額 

町 民 税 28,286,881,000 円  1,746,609,120 円 

内 
 

訳 

個
人 

均 等 割 額 18,479 人  59,939,140 円 

所 得 割 額 27,535,159,000 円  1,564,337,680 円 

法
人 

均 等 割 額 633 法人  61,980,900 円 

法 人 税 割 額 751,722,000 円 6.0/100 60,351,400 円 

固 定 資 産 税 101,837,039,000 円 1.4/100 1,403,946,100 円 

内 
 

訳 

土 地 37,589,254,000 円 〃  524,047,210 円 

家 屋 50,423,665,000 円 〃  686,480,793 円 

償 却 資 産 13,824,120,000 円 〃  193,418,097 円 

国有資産等所在市町村交付金 222,282,000 円 〃  3,111,800 円 

軽 自 動 車 税    95,606,800 円 

内

訳 

環 境 性 能 割    2,348,500 円 

種 別 割 13,056 台  93,258,300 円 

 

内 
 

訳 

原
付
自
転
車 

第 １ 種 1,608 台 2,000円 3,216,000 円 

第 ２ 種 （ 乙 ） 156 台 2,000円 312,000 円 

第 ２ 種 （ 甲 ） 380 台 2,400円 912,000 円 

ミ ニ カ ー 33 台 3,700円 122,100 円 
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内 
        

訳 

小
型 

特
殊 

農 耕 作 業 用 195 台 2,400円 468,000 円 

そ の 他 37 台 5,900円 218,300 円 

軽 

自 

動 

車 

二 輪 車 540 台 3,600円 1,944,000 円 

三 輪 車 

旧 税 率 0 台 3,100円 0 円 

新 税 率 0 台 3,900円 0 円 

75％軽減 0 台 1,000円 0 円 

50％軽減 0 台 2,000円 0 円 

25％軽減 0 台 3,000円 0 円 

重課税率 0 台 4,600円 0 円 

四輪乗用 

営業用 

旧 税 率 1 台 5,500円 5,500 円 

新 税 率 0 台 6,900円 0 円 

75％軽減 0 台 1,800円 0 円 

50％軽減 0 台 3,500円 0 円 

25％軽減 0 台 5,200円 0 円 

重課税率 0 台 8,200円 0 円 

自家用 

旧 税 率 3,571 台 7,200円 25,711,200 円 

新 税 率 2,182 台 10,800円 23,565,600 円 

75％軽減 0 台 2,700円 0 円 

50％軽減 39 台 5,400円 210,600 円 

25％軽減 230 台 8,100円 1,863,000 円 
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内 
        

訳 

軽 

自 

動 

車 

四輪乗用 自家用 重課税率 1,740 台 12,900円 22,446,000 円 

四輪貨物 

営業用 

旧 税 率 30 台 3,000円 90,000 円 

新 税 率 23 台 3,800円 87,400 円 

75％軽減 0 台 1,000円 0 円 

50％軽減 0 台 1,900円 0 円 

25％軽減 0 台 2,900円 0 円 

重課税率 16 台 4,500円 72,000 円 

自家用 

旧 税 率 627 台 4,000円 2,508,000 円 

新 税 率 366 台 5,000円 1,830,000 円 

75％軽減 0 台 1,300円 0 円 

50％軽減 0 台 2,500円 0 円 

25％軽減 7 台 3,800円 26,600 円 

重課税率 790 台 6,000円 4,740,000 円 

二 輪 小 型 自 動 車 485 台 6,000円 2,910,000 円 

軽 自 動 車 （過 年 随 時） － － 0 円 

町 た ば こ 税     203，509，915 円 

内 

訳 

旧３級品紙巻たばこを除く製造たばこ 34,627,834 本 5.692円・6.122円 202，802，651 円 

旧３級品紙巻たばこ 0 本 0円 0 円 

手持品課税分 1,644,824 本 0.43円 707，264 円 

都 市 計 画 税 57,341,479,000 円 0.2/100 113,509,500 円 
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内 

訳 

土 地 26,572,915,000 円      〃  52,708,364 円 

家 屋 30,768,564,000 円      〃  60,801,136 円 

入 湯 税 0 人 150円 0 円 

※法人町民税の法人税割額の税率は、令和元年９月３０日までに開始した事業年度分の申告については 9.7％を適用。 

ｂ 徴 収 

区分 

税目 
年度 

予 算 額 

（Ａ） 

調 定 額 

（Ｂ） 

収 納 額 

（Ｃ） 

不  納 

欠損額 

収  入 比      率 １世帯当り １人当り 

未済額 Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ 調定額 調定額 

町 民 税 

２ 
千円 

1,687,640 

千円 

1,746,609 

千円 

1,733,126 

千円 

57 

千円 

13,426 

％ 

102.7 

％ 

99.2 

円 

109,492 

円 

52,801 

元 1,677,188 1,760,781 1,734,992 4,962 20,827 103.4 98.5 111,224 52,805 

増減  10,452 △ 14,172 △ 1,866 △ 4,905 △ 7,401 △ 0.7 0.7  △ 1,732 △ 4 

内 

 

 

訳 

個 人 

町民税 

２ 1,571,933 1,624,277 1,611,230 57 12,990 102.5 99.2 101,823 49,103 

元 1,551,343 1,627,544 1,602,740 4,962 19,842 103.3 98.5 102,807 48,809 

増減 20,590 △ 3,267 8,490 △ 4,905 △ 6,852 △ 0.8   0.7 △ 984 294 

法 人 

町民税 

２ 115,707 122,332 121,896 0 436 105.3 99.6 7,669 3,698 

元 125,845 133,237 132,252 0 985 105.1 99.3 8,416 3,996 

増減 △ 10,138 △ 10,905 △ 10,356 0 △ 549 0.2 0.3 △ 747 △ 298 

固定資産税 

２ 1,291,088 1,407,058 1,341,165 138 65,755 103.9 95.3 88,206 42,536 

元 1,339,463 1,389,058 1,371,578 131 17,349 102.4 98.7 87,743 41,657 

増減 △ 48,375 18,000 △ 30,413 7 48,406 1.5 △ 3.4 463 879 
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軽自動車税 

２ 92,929 95,607 94,021 0 1,586 101.2 98.3 5,993 2,890 

元 86,196 90,822 88,846 0 1,976 103.1 97.8 5,737 2,724 

増減 6,733 4,785 5,175  0 △ 390 △ 1.9 0.5 256 166 

町たばこ税 

２ 195,789 203,510 203,510 0 0 103.9 100.0 12,758 6,152 

元 188,947 205,196 205,196 0 0 108.6 100.0 12,962 6,154 

増減 6,842 △ 1,686 △ 1,686 0 0 △ 4.7 0.0 △ 204 △ 2 

都市計画税 

２ 106,051 113,509 108,182 11 5,316 102.0 95.3 7,116 3,431 

元 109,984 112,884 111,460 11 1,413 101.3 98.7 7,131 3,385 

増減 △ 3,933 625 △ 3,278 0 3,903 0.7 △ 3.4 △ 15 46 

入 湯 税 

２ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

元 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

増減 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 

２ 3,373,497 3,566,293 3,480,004 206 86,083 103.2 97.6 223,564 107,811 

元 3,401,778 3,558,741 3,512,072 5,104 41,565 103.2 98.7 224,796 106,725 

増減 △ 28,281 7,552 △ 32,068 △ 4,898 44,518 0.0 △ 1.1 △ 1,232 1,086 

滞納繰越分 

２ 34,700 124,073 39,783 18,108 66,182 114.6 32.1 7,778 3,751 

元 42,700 154,408 50,893 20,536 82,979 119.2 33.0 9,754 4,631 

増減 △ 8,000  △ 30,335 △ 11,110 △ 2,428 △ 16,797 △ 4.6 △ 0.9 △ 1,976 △ 880 

合      計 
２ 3,408,197 3,690,366 3,519,787 18,314 152,265 103.3 95.4 231,342 111,562 

元 3,444,478 3,713,149 3,562,965 25,640 124,544 103.4 96.0 234,549 111,355 
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増減 △ 36,281 △ 22,783 △ 43,178 △ 7,326 27,721 △ 0.1 △ 0.6 △ 3,207 207 

                              令和 ２年度（世帯数：１５，９５２世帯   人口：３３，０７９人） 

令和 元年度（世帯数：１５，８３１世帯   人口：３３，３４５人） 

 

ｃ 滞納繰越分（令和３年度へ繰り越した分）                                （単位：円） 

    税目 

年度 
個人町民税 法人町民税 固定資産税 都市計画税 軽自動車税 入湯税 計 

平成２７年度 

以  前  分 
2,169,177 79,000 15,193,670 1,239,742 213,257 0 18,894,846 

平成２８年度分 1,214,284 101,200 4,144,968 343,879 387,783 0 6,192,114 

平成２９年度分 2,253,527 95,300 5,565,631 457,880 585,000 0 8,957,338 

平成３０年度分 2,863,846 233,300 7,745,251 634,602 716,572 0 12,193,571 

令和 元年度分 7,159,098 201,200 10,614,961 864,573 1,118,442 0 19,958,274 

令和 ２年度分 13,054,842 436,200 65,759,801 5,316,694 1,606,048 0 86,173,585 

合        計 28,714,774 1,146,200 109,024,282 8,857,370 4,627,102 0 152,369,728 
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イ 国民健康保険特別会計の状況     

  （ア） 歳  入                                                                                             （単位:千円） 

          区  分 

科  目 

予 算 現 額 

（Ａ） 

決   算   額 

（Ｂ） 

増   減   額 

（Ｂ－Ａ） 

予 算 対 比 

Ｂ／Ａ（％） 

前年度対比 

（％） 

１ 国 民 健 康 保 険 税 711,106 743,759 32,653 104.6 97.9 

２ 使用料及び手数料 1   1 0 100.0 － 

３ 国 庫 支 出 金 484 2,789 2,305 576.2 193.3 

４ 県 支 出 金 3,228,402 3,118,448 △109,954 96.6 98.2 

５ 財 産 収 入 4 4 0 100.0 100.0 

６ 寄 附 金 1 0 △1 0.0 － 

７ 繰 入 金 251,194 248,664 △2,530 99.0 90.5 

８ 繰 越 金 124,880 124,881 1 100.0 101.6 

９ 諸 収 入 11,894 12,996 1,102 109.3 107.9 

合    計 4,327,966 4,251,542 △76,424 98.2 97.8 

令和元年度 4,463,338 4,346,074 △117,264 97.4 96.4 
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  （イ） 歳  出                                                                                            （単位：千円） 

               区   分 

科  目 

予 算 現 額 

（Ａ） 

決   算   額 

（Ｂ） 

増   減   額 

（Ａ－Ｂ） 

予 算 対 比 

Ｂ／Ａ（％） 

前年度対比 

（％） 

１ 総 務 費 23,086 21,028 2,058 91.1 76.0 

２ 保 険 給 付 費 3,208,317 3,046,783 161,534 95.0 98.8 

３ 
国民健康保険事業費 

納 付 金 
924,924 924,922 2 100.0 93.7 

４ 共 同 事 業 拠 出 金 1 1 0 100.0 100.0 

５ 保 健 事 業 費 13,095 12,286 809 93.8 83.4 

６ 基 金 積 立 金 63,098 63,098 0 100.0 93.2 

７ 公 債 費 1 0 1 0.0 － 

８ 諸 支 出 金 52,866 50,845 2,021 96.2 126.0 

９ 予 備 費 42,578 0 42,578 0.0 － 

合    計 4,327,966 4,118,963 209,003 95.2 97.6 

令和元年度 4,463,338 4,221,193 242,145 94.6 84.3 
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（ウ）国民健康保険税賦課徴収状況 

ａ 賦課 

    （ａ）医療給付費分 

区   分 課税対象額 税    率 算 定 額 算定割合 増    減    額 調     定     額 

課
税
区
分 

所  得  割 5,582,501 千円 7.0 ％ 390,775 千円 56.42 ％ 

  

均  等  割 9,431 人 32,000 円 301,792 千円 43.58 ％ 

合   計 692,567 千円 100.00 ％ △173,338千円 519,229千円 

    （ｂ）後期高齢者支援金分 

区   分 課税対象額 税    率 算 定 額 算定割合 増    減    額 調     定     額 

課
税
区
分 

所  得  割 5,582,501 千円 2.5 ％ 139,561 千円 59.67 ％ 

  

均  等  割 9,431 人 10,000 円 94,310 千円 40.33 ％ 

合   計 233,871 千円 100.00 ％ △58,246千円 175,625千円 

（ｃ）介護納付金分 

区   分 課税対象額 税    率 算 定 額 算定割合 増    減    額 調     定     額 

課
税
区
分 

所  得  割 2,381,917 千円 2.2 ％ 52,402 千円 63.29 ％ 
  

均  等  割 3,040 人 10,000 円 30,400 千円 36.71 ％ 

合   計 82,802 千円 100.00 ％ △24,602千円 58,200千円 
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    ｂ 徴収 

区分 

科目 
年度 

予  算  額 調 定 額 収 納 額 不    納 
未収入額 

比      率 加 入 世 帯 １人当り 

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） 欠 損 額 Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ 当り調定額 調 定 額 

国民健康 

保 険 税 

 千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 円 円 

２ 674,596 753,054 697,953 119 54,982 103.5 92.7 136,497 89,681 

元 680,215 775,192 712,306 6 62,880 104.7 91.9 140,205 91,049 

増減 △ 5,619 △ 22,138 △ 14,353 113 △ 7,898  △ 1.2 0.8 △ 3,708 △ 1,368 

国民健康 

保険税滞 

納繰越分 

２ 36,510 190,299 45,806 46,094 98,399 125.5 24.1 34,493 22,663 

元 41,130 218,649 47,170 38,901 132,578 114.7 21.6 39,546 25,681 

増減 △ 4,620 △ 28,350 △ 1,364 7,193 △ 34,179 10.8 2.5 △ 5,053  △ 3,018 

合  計 

２ 711,106 943,353 743,759 46,213 153,381 104.6 78.8 170,990 112,344 

元 721,345 993,841 759,476 38,907 195,458 105.3 76.4 179,751 116,730 

増減 △ 10,239 △ 50,488 △ 15,717 7,306 △ 42,077 △ 0.7 2.4 △ 8,760 △ 4,386 

                           令和 ２年度（加入世帯数：５，５１７世帯   被保険者数： ８，３９７人） 

令和 元年度（加入世帯数：５，５２９世帯   被保険者数： ８，５１４人） 

     

ｃ 滞納繰越分（令和３年度へ繰り越した分）                             （単位：円） 

区 分 平成２７年度以前分 平成２８年度分 平成２９年度分 平成３０年度分 令 和 元 年 度 分 令 和 ２ 年 度 分 合  計 

金 額 20,482,301 9,998,104 14,632,776 18,671,324 34,614,795 55,040,267 153,439,567 
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ウ 介護保険特別会計の状況 

  （ア）歳 入                                                 （単位：千円） 

          区 分 

科 目 

予 算 現 額 

（Ａ） 

決  算  額 

（Ｂ） 

増  減  額 

（Ｂ－Ａ） 

予 算 対 比 

Ｂ／Ａ （％） 

前 年 度 対 比 

（％） 

1 保 険 料 569,497 570,935 1,438 100.3 99.5 

2 分担金及び負担金 6,974 6,695 △279 96.0 57.6 

3 使用料及び手数料 1 0 △1 0.0 ― 

4 国 庫 支 出 金 465,868 478,574 12,706 102.7 108.2 

5 支払基金交付金 601,672 601,672 0 100.0 104.7 

6 県 支 出 金 337,591 337,590 △1 100.0 105.2 

7 財 産 収 入 12 15 3 125.0 125.0 

8 繰 入 金 359,437 359,437 0 100.0 97.6 

9 繰 越 金 87,925 87,925 0 100.0 86.8 

10 諸 収 入 64 609 545 951.6 56.8 

合    計 2,429,041 2,443,452 14,411 100.6 102.1 

令和元年度 2,379,939           2,394,243           14,304           100.6          104.1 

（イ）歳 出                                                 （単位：千円） 

          区 分 

科 目 

予 算 現 額 

（Ａ） 

決  算  額 

（Ｂ） 

増  減  額 

（Ａ－Ｂ） 

予 算 対 比 

Ｂ／Ａ （％） 

前 年 度 対 比 

（％） 

1 総 務 費 30,865 29,363 1,502 95.1 57.9 

2 保 険 給 付 費 2,220,874 2,165,366 55,508 97.5 103.6 

3 財政安定化基金拠出金 1 0 1 0.0 ― 

4 基 金 積 立 金 30,015 30,015 0 100.0 100.0 



- 23 - 
 

5 地 域 支 援 事 業 費 87,205 81,569 5,636 93.5 93.4 

6 公 債 費 1 0 1 0.0 ― 

7 諸 支 出 金 5,087 5,034 53 99.0 10.5 

8 予 備 費 54,993 0 54,993 0.0 ― 

合    計 2,429,041 2,311,347 117,694 95.2 100.2 

令和元年度 2,379,939 2,306,318 73,621 96.9 104.9 

（ウ）介護保険料の賦課徴収状況 

    a  賦 課 (現年度賦課分)                                          （単位：円） 

区   分 保険料率 調 定 額 算定割合 

第１段階 15,600 25,498,500 4.5 % 

第２段階 23,400 19,895,500 3.5 % 

第３段階 36,400 24,786,300 4.3 % 

第４段階 46,800 72,005,900 12.6 % 

第５段階 52,000 86,755,100 15.2 % 

第６段階 62,400 129,932,800 22.7 % 

第７段階 67,700 105,136,200 18.4 % 

第８段階 78,100 57,966,300 10.1 % 

第９段階 88,500 21,061,500 3.7 % 

第10段階 93,700 14,928,400 2.6 % 

第11段階 98,900 6,106,500 1.1 % 

第12段階 104,100 7,455,600 1.3 % 

合 計  571,528,600 100.0 % 

 



- 24 - 
 

b  徴 収                                                 （単位：千円） 

区  分 年度 
予算額 

（Ａ） 

調定額 

（Ｂ） 

収納額 

（Ｃ） 

不納欠損額 

（Ｄ） 

収入未済額 

(Ｂ)-(Ｃ)-(Ｄ) 

比率（％） 

Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ 

特別徴収 

２ 518,764 518,838    519,160    0   △322 100.1 100.1 

元 525,219 525,208    525,829    0    △621   100.1   100.1 

増減 △6,455 △6,370    △6,669    0 299    0.0    0.0 

普通徴収 

現年分 

２ 47,308 52,691    48,295    0    4,396 102.1 91.7 

元 44,516 49,267    44,584    0    4,683   100.2   90.5 

増減 2,792 3,424    3,711    0 △287 1.9 1.2 

滞納分 

２ 3,425 9,788 3,480 2,177 4,131 101.6 35.6 

元 2,674 11,977 3,352 3,614 5,011 125.4 28.0 

増減 751 △2,189 128 △1,437 △880 △23.8 7.6 

計 

２ 50,733 62,479    51,775    2,177    8,527 102.1 82.9 

元 47,190 61,244    47,936    3,614    9,694  101.6   78.3 

増減 3,543 1,235 3,839 △1,437 △1,167 0.5 4.6 

合  計 

２ 569,497 581,317    570,935    2,177    8,205   100.3   98.2 

元 572,409 586,452    573,765    3,614    9,073   100.2   97.8 

増減 △2,912 △5,135   △2,830   △1,437    △868 0.1 0.4 

 c  滞納繰越分（令和３年度へ繰り越した分）                                （単位：円） 

区 分 平成24年度分 平成25年度分 平成26年度分 平成27年度分 平成28年度分 平成29年度分 平成30年度分 

金 額 11,600 2,800 4,410 11,200 119,700  340,400 467,500 

区 分 令和元年度分 令和２年度分     合  計 

金 額 3,173,100 4,411,100          8,541,810 
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エ 後期高齢者医療特別会計の状況  

  （ア）歳 入                                                 （単位：千円） 

          区 分 

科 目 

予 算 現 額 

（Ａ） 

決  算  額 

（Ｂ） 

増  減  額 

（Ｂ－Ａ） 

予 算 対 比 

Ｂ／Ａ (％) 

前 年 度 対 比 

（％） 

1 後期高齢者医療保険料 341,469    341,556 87 100.0 104.8 

2 繰 入 金 99,987 99,988 1 100.0 103.3 

3 繰 越 金 8,158 8,159 1 100.0 109.2 

4 諸 収 入 2,104 964 △1,140 45.8 219.6 

合  計 451,718    450,667 △1,051 99.8 104.7 

令和元年度 432,279    430,522    △1,757    99.6    105.3 

 

（イ） 歳 出                                                （単位：千円） 

          区 分 

科 目 

予 算 現 額 

（Ａ） 

決  算  額 

（Ｂ） 

増  減  額 

（Ａ－Ｂ） 

予 算 対 比 

Ｂ／Ａ (％) 

前 年 度 対 比 

（％) 

1 総 務 費 16,022 15,654 368 97.7 93.1 

2 後期高齢者医療広域連合納付金 432,387 426,213 6,174 98.6 105.3 

3 諸 支 出 金 2,309 1,084 1,225 46.9 158.5 

4 予 備 費 1,000 0 1,000 0.0 － 

合  計 451,718 442,951 8,767 98.1 104.9 

令和元年度 432,279 422,364 9,915 97.7 105.2 
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（ウ）後期高齢者医療保険料の徴収状況 

    ａ 徴 収                                                 （単位：千円） 

区  分 年度 
予算額 

（Ａ） 

調定額 

（Ｂ） 

収納額 

（Ｃ） 

不納欠損額 

（Ｄ） 

収入未済額 

(Ｂ)-(Ｃ)-(Ｄ) 

比率（％） 

Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ 

特別徴収 

２ 250,858 250,842    251,011    0   △169 100.1   100.1 

元 233,752 233,869    234,394    0   △525   100.3   100.2 

増減 17,106 16,973    16,617    0    356  △0.2   △0.1 

普通徴収 

現年分 

２ 89,288 90,279    89,222    0    1,057   99.9   98.8 

元 90,511 91,490    89,817    0    1,673   99.2   98.2 

増減 △1,223 △1,211    △595    0    △616   0.7   0.6 

滞納分 

２ 1,323 2,905 1,323 464 1,118 100.0  45.5 

元 1,645 3,502 1,604 650 1,248  97.5 45.8 

増減 △322 △597 △281 △186 △130  2.5  △0.3 

計 

２ 90,611 93,184    90,545 464    2,175   99.9   97.2 

元 92,156 94,992    91,421 650    2,921   99.2   96.2 

増減 △1,545 1,808    △876 △186    △746 0.7   1.0 

合  計 

２ 341,469 344,026    341,556 464    2,006   100.0   99.3 

元 325,908 328,861    325,815 650    2,396   100.0   99.1 

増減 15,561 15,165    15,741 △186    △390  0.0   0.2 

    b  滞納繰越分（令和３年度へ繰り越した分）                                （単位：円） 

区 分 平成28年度分 平成29年度分 平成30年度分 令和元年度分 令和２年度分   合  計 

金 額 8,710 29,290 182,650 917,550 1,358,690   2,496,890 
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 オ 農業集落排水事業特別会計の状況 

（ア）歳 入                                                 （単位：千円） 

科目      区分 
予算現額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

増 減 額 

（Ｂ－Ａ） 

予算対比 

Ｂ／Ａ（％） 

前年度対比 

（％） 

分 担 金 及 び 負 担 金 148 0 △148 0.0          0.0 

使 用 料 及 び 手 数 料 4,494 4,787  293 106.5  105.5 

繰 入 金 23,500 23,500 0 100.0  93.3 

繰 越 金 5,032 5,033 1 100.0  177.2 

諸 収 入 1 0 △ 1 0.0          0.0 

県   支    出   金 0 0 0 0.0        0.0 

合    計 33,175 33,320 145 100.4  91.1  

令和元年度 36,524 36,577 53 100.1  103.0 

 

（イ）歳 出                                                 （単位：千円） 

科目      区分 
予算現額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

増 減 額 

（Ａ－Ｂ） 

予算対比 

Ｂ／Ａ（％） 

前年度対比 

（％） 

事 業 費 17,262 15,732 1,530 91.1 98.1 

公 債 費 15,505 15,502 3 100.0 100.0  

予 備 費 408 0 408 0.0   0.0 

合    計 33,175 31,234 1,941 94.1 99.0   

令和元年度 36,524 31,544 4,980 86.4 96.6 
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第２章 各 論  

                        

１  議会費における施策の成果  

（１）議会費 

ア 議会費 

（ア）定例会４回の議会が開かれ、会期日数の合計は５０日間であった。 

（イ）会議に付議された議案等は、次のとおりである。               （令和２年１月１日～令和２年１２月３１日） 

 

 付議事件 

審    議    結    果 

可決 否決 認定 同意 採択 
趣旨

採択 
不採択 承認 

答申

適任 
許可 選挙 選任 廃案 

条 例 案 ３１ ２６       ５      

予 算 案 ２３ ２２       １      

決 算 認 定 ６   ６           

その他議案 １５ １２   ２     １     

議員提出議案 ４ ４             

議会人事案件 １           １   

請   願 １     １         

合   計 ８１ ６４  ６ ２ １   ６ １  １   

 

（ウ）常任委員会、議会運営委員会等の開催状況は次のとおりである。 

総務文教常任委員会 ２回  生活福祉常任委員会  ３回  予算決算常任委員会  １０回   

議会運営委員会  １０回  全員協議会     １１回  議会だより編集委員会 １２回   
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  （エ）執行した選挙・選任は、次のとおりである。 

・毛呂山町選挙管理委員及び同補充員の選挙        (３月定例会) 

  （オ）会議録の調整 

ａ 本会議会議録 

第１回（ ３月）定例会  ３７５，１００円   第２回（ ６月）定例会  １０８，９００円 

第３回（ ９月）定例会  ４４７，７００円   第４回（１２月）定例会  ３９９，３００円 

         合 計  １，３３１，０００円 

    b 委員会会議録 

総務文教常任委員会      ６２，１５０円    生活福祉常任委員会       ７２，６００円 

     予算決算常任委員会       ７８１，０００円           合 計      ９１５，７５０円 

（カ）議会だより発行 

議会の活動を広く住民に周知し、議会に対する理解と協力を得るため、全世帯を対象に「議会だより」を４回（各１２,７００部）

発行した。 

第１０８号 (16頁)    ３３５，２８０円    第１０９号 (10頁)        ２０９，５５０円 

第１１０号 (16頁)     ３３５，２８０円    第１１１号 (14頁)        ２９３，３７０円 

                                            合 計  １，１７３，４８０円  

（キ）定例会一般質問のケーブルテレビ放映 

   開かれた議会、住民が参画できる議会等を目的とし、町内のケーブルテレビ局の協力を得て一般質問の録画放映を実施した。 

（ク）議会ペーパーレス化事業 

全議員にタブレット端末を貸与し、議員活動の活性化、情報共有の迅速化、会議運営の効率化並びに印刷コストの削減等を図った。 
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２ 総務費における施策の成果 

（１）総務管理費 

ア 一般管理費 

社会経済情勢の変化にともない、行政需要は複雑多様化し、行政事務の高度化、多岐化をもたらしている。これらに適切に対処す

るため、職員の高度な知識と創造力が必要である。そのため、職員の適材適所の配置を始め研修には積極的に参加させ、職員の人材

育成、能力開発に努めた。また、能力実績主義の人事制度を目指して、人事評価制度を実施している。なお、雇用と年金の接続を重

視する観点から、再任用制度の運用を実施している。 

条例、規則の制定及び改廃は、法律の改正等に基づき、必要に応じ適切に処理して、これを町例規集に登載した。 

（ア）職員の配置(Ｒ３．３．３１現在、再任用職員を含む) 

議会事務局 ３人 秘書広報課 ５人 総務課 １４人（監査１人を含む） 企画財政課 １１人 管財課 ５人 税務課 ２１人 

住民課 １６人 福祉課 １３人 高齢者支援課 ２１人  福祉会館 ２人 子ども課 １３人 保育所 ２０人 児童館 １人 

保健センター １４人 生活環境課 ８人 産業振興課 １２人 農業委員会 １人 まちづくり整備課 １７人 会計課 ４人 

教育総務課 ７人 学校教育課 ６人 教育センター ２人 生涯学習課 ５人 スポーツ振興課 ４人 中央公民館 ３人 

東公民館 ３人 歴史民俗資料館 ４人 学校給食センター ２人 水道課 １１人 派遣 ４人 合計 ２５２人 

（イ） 職員の採用、退職者数等 

採用   ９人（男 ５人・女 ４人） 

退職  １２人（男 ７人・女 ５人） 

再任用  任  用 ９人（男 ９人・女 ０人） 

     任期満了 ６人（男 ６人・女 ０人） 
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（ウ） 職員の研修状況  合計 ４０人（延べ） 

・派遣研修 ２７人 

        新規採用職員研修 ７人 係長級研修 ２人 課長補佐級研修 ４人 課長級研修 １人  行政法研修 ４人  

マネジメント研修 ２人 組織力を高める引継ぎ業務マニュアル １人 災害対応研修 １人 再任用職員研修 ４人  

コロナウイルスとどう共存していくか １人 

       ・自主研修 １３人 

        評価者研修会 １３人 

 

（エ） 級別給料表                                             (Ｒ２.４.１現在) 

 級 人  員 総     額 １ 人 当 り 平 均 年 齢 

行 政 職 

７ 級 ２０人 ８，６５２，７００円 ４３２，６３５円 ５４歳 １月 

６ 級 ２２人 ８，５７０，９００円 ３８９，５８６円 ５０歳 ９月 

５ 級 １２人 ４，４８５，１００円 ３７３，７５８円 ４９歳 ４月 

４ 級 ５２人 １７，４４５，９００円 ３３５，４９８円 ４５歳 ７月 

３ 級 ５２人 １４，７９１，３３９円 ２８４，４４９円 ４０歳 ６月 

２ 級 ４７人 １０，１００，４８３円 ２１４，９０４円 ３１歳 ０月 

１ 級 ２７人 ５，０２５，１００円 １８６，１１５円 ２４歳 ０月 

合   計 ２３２人 ６９，０７１，５２２円 ２９７，７２２円 ４０歳 ５月 
     

再任用 ３ 級 ８人 １，５３１，２００円 １９１，４００円 ６１歳 ７月 

 

 

 

 



- 39 - 
 

（オ）文書収受発送件数 

       議会事務局 ２６７件  秘書広報課 ５０６件  総務課 １，４４４件  企画財政課 ９６５件 

  管財課 ６８件  税務課 ３，３７０件  住民課 １，４８６件  福祉課 １，６６０件 

  高齢者支援課 １，８３９件  福祉会館 １８件  子ども課 １，３０２件  児童館 ３０件   

  学童保育所 ３２件  保健センター ９５１件  生活環境課 ９６０件  産業振興課 ９６０件 

  まちづくり整備課 １，１２８件  会計課 ２７件  水道課 ５５６件  選挙管理委員会 １４９件 

  監査委員 ７９件  農業委員会 １４０件  教育総務課 ３６５件  学校教育課 ２，２４１件 

  教育センター ４５１件  生涯学習課 ４４０件  スポーツ振興課 ７７件  中央公民館 ５１件 

  東公民館 １９件  歴史民俗資料館 ２２０件  学校給食センター １６７件 

                                                  合計 ２１，９６８件 

（カ）条例、規則等の制定、改廃件数 

       条例…制定  ３件   改正 ２９件   廃止  ０件 

       規則…制定  １件   改正 ３８件   廃止  ０件 

       訓令…制定  １件   改正  １件   廃止  ０件 

       要綱…制定 ３０件   改正 ４３件   廃止  ９件 

（キ）情報公開制度及び個人情報保護制度の運用状況 

ａ 公文書開示請求（申出）の受付件数と決定状況 

 受付件数 文書件数 開  示 部分開示 不 開 示 取 下 げ 

請 求 ８ ８ ２ ６ ０ ０ 

申 出 ５ ５ ２ ３ ０ ０ 

合 計 １３ １３ ４ ９ ０ ０ 
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ｂ 個人情報開示請求について 

 受付件数 文書件数 開  示 部分開示 不 開 示 取 下 げ 

請 求 ５ ５ ５ ０ ０ ０ 

    ｃ 個人情報訂正等請求について 

      請求なし 

（ク）法律相談 

行政の執行上及び住民の日常生活に起こる法律的な問題を解決するため、弁護士による法律相談を行った。 

     相談回数 ２４回（相談件数 町相談９件、住民相談 １１９件） 

  （ケ）親と一緒に子育て応援事業補助金 

     本町の定住人口の増加を図ることを目的に、町内に居住する親世帯と同居又は近居するため、当該親世帯の孫を子育てする世帯が町

内に転入してくる場合の住宅の購入、新築、増改築の費用の一部に対し、補助金を交付した。 

     交付件数６件 合計補助金額１，４００，０００円 

  （コ）特別定額給付金 

     令和２年４月２７日現在、住民登録されている住民に対し、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策において、特別定額給付金１人

につき１００，０００円を給付した。給付金額３，３２９，５００，０００円 

  （サ）新生児子育て支援給付金 

     令和２年４月２８日から令和３年４月１日までに生まれた子どもに対し、本町の独自支援策として国の特別定額給付金と同様に１人

につき１００，０００円を給付した。給付金額１０，３００，０００円 

（シ）ふるさと納税業務 

   ふるさと納税寄附額は、２１，１３１，０００円であった。 
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（ス）商品開発事業者支援事業 

新型コロナウイルス感染症対策に関する本町の独自支援策として、ふるさと納税返礼品の発掘及び新商品開発を担う業者を選定し、 

町内事業者の販売力・収益性強化を行った。 

（セ）町表彰 

町表彰規則に基づき、町の発展、社会文化の興隆に寄与した方を、令和２年１１月１２日に表彰した。 

・有功表彰 １名 

（ソ）国際交流事業 

          ワンナイトステイ受入れ（日本語国際センター研修生のホームステイ） 

世界各国から日本語研修に訪れている外国人に国際交流の場を提供するため、町内の登録世帯と連携し、ワンナイトステイの受入れを行う

埼玉県の事業である。なお、令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により実施されなかった。 

・ワンナイトステイ登録世帯 ４世帯 

・受入れ実績 ０件 

 

イ  文書広報費 

    （ア）広報 

ａ 町行政の実情や施策などを町民にお知らせし、理解と協力を求めるため、「広報もろやま」を町内各世帯及び関係機関へ配布した。 

種      別 発 行 部 数 金      額 備      考 

広報もろやま １５９，６００部 ５，４８８，６４４円 １部あたりの頁数  ２０～２４頁 

        ※毎月、ボランティアサークルが広報紙を音読したものをＣＤに録音し、「声の広報もろやま」として、視覚障害者８人にＣＤを配布した。 

        ※町及び関係機関が事業等の周知のため、広報紙へ５件のチラシを折り込んだ。 
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（イ）広聴 

         ａ 「町長への手紙」（料金受取人払いの封筒）を役場１階ホール、中央公民館、東公民館、図書館、総合公園、福祉会館、歴史民俗資料館、

保健センター、老人福祉センター山根荘に、また、町長室に専用のファクスを設置し、広く町民の意見・ 提言を聴き、町民参加型の町政

を推進することを目的に実施した。 

「町長への手紙」分野別一覧表 

種    別 都市基盤関係 生活環境関係 社会福祉関係 教育文化関係 そ  の  他 合    計 

郵 送 ３ １ ２ １ ６ １３ 

持 参 ０ １ ５ １ １４ ２１ 

計 ３ ２ ７ ２ ２０ ３４ 

         

ｂ 「町民の声」投書箱を役場１階ホール、中央公民館、東公民館、福祉会館の４か所に設置し、町民の意見・提案・要望などを聴く機会を 

広め、町民の行政参加の促進を図った。 

「町民の声」投書箱  分野別一覧表 

種    別 都市基盤関係 生活環境関係 社会福祉関係 教育文化関係 そ  の  他 合    計 

投 書 箱 ３ ７ ０ ６ １５ ３１ 

郵 送 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

ファクス ２ ０ ０ ０ ０ ２ 

持 参 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

計 ５ ７ ０ ６ １５ ３３ 

 

ｃ 広く町民及び町民以外の人の意見・提案・要望などを聴く機会を広めるため、「電子メール」を開設し、行政サービスの向上と行政への

参加促進を図った。 
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「電子メール」分野別一覧表 

種    別 都市基盤関係 生活環境関係 社会福祉関係 教育文化関係 そ  の  他 合    計 

電 子 メ ー ル ６ １５ ７ ５ ５８ ９１ 

d 町民との協働によるまちづくりを推進するために、町民の求めに応じて、町長自らが町内の地域に出向き、町長と町民がまちづくりに関

する意見交換をするための対話集会（タウンミーティング）を開催した。 

   ・タウンミーティング開催回数 １回 

 

ウ 財政管理費 

（ア）財務諸表 

    現行の官庁会計（単式簿記・現金主義会計）を補完する複式簿記・発生主義の考え方を取り入れた新地方公会計制度（統一的な基準に 

よる財務書類）に基づき、財務四表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）等の諸表を作成し、町ホー 

ムページに公開した。 

 財務諸表作成支援業務委託料：１，６２８，０００円 （委託先：税理士法人ＴＭＳ） 

  （イ）水道事業会計補助金  

  新型コロナウイルス感染症の影響による経済的な負担を軽減するため、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用して、 

水道料金の基本料金を減免するための補助金を交付した。 

 補助金額：１０３，２１９，８４４円 
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エ 財産管理費 

（ア）公有財産登記 

     令和２年度中の登記委託は、下記のとおり処理をした。 

区  分 登記の種類 件 数（筆） 金 額（円）消費税含む 

表示に関する登記 

面積測量 0 

925,317 

表示 0 

分筆 7 

合筆 0 

地目変更 6 

地積更正 9 

権利に関する登記 

所有権保存 0 

134,149 
所有権移転 20 

名義人表示変更 2 

権利の抹消 0 

合計  44 1,059,466 

（イ）主な事業 （新型コロナウイルス感染症予防対策として以下の事業を実施した。） 

 a庁舎パネル設置工事 3,300,000円  b自動受付番号発券機購入 ４台 832,040円  

c体表面温度計測カメラ購入 ４台（施設出入口用） 1,243,000円  d加湿空気清浄機購入 ３台（相談室用） 99,990円 

eコロナウイルス対策カウンター増設修繕 225,280円  fコロナウイルス対策カウンター増設修繕（その２）322,500円   

g新型コロナウイルス予防対策 1階ロビー修繕 272,360円  h庁舎 1階相談室ドア修繕 275,000円 

i町バス飛沫防止シールド取付修繕 319,000円  j議場パネル設置（議場、委員会室） 208,030円 

k自動手指消毒器購入 ３０個 129,600円 
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（ウ）公園 

     都市公園等について、住民の憩いの場として良好な環境の確保と災害時の安全性の向上のため、清掃等管理を行った。 

公園管理委託 

委 託 場 所 委 託 内 容 契 約 額（円） 受 託 者 備    考 

芝生公園 芝草刈 22,000 東邦植物園  

東公民館・旧デイサービス

センター・保健センター 
除草 65,450 東邦植物園  

武州長瀬駅南口公園 除草・植木刈込 44,000 東邦植物園  

第二団地集会所 高木伐採 495,000 （株）フォレスト萩原  

目白台ひよどり公園 低木剪定 49,500 東邦植物園  

箕和田地内 高木伐採 495,000 （株）フォレスト萩原  

前久保中央公園 高木剪定 99,000 東邦植物園  

健康広場 高木剪定 330,000 （株）フォレスト萩原  

めじろ公園 高木剪定 426,800 （株）フォレスト萩原  

毛呂山町内全域 公園遊具点検 814,000 ハラエンジニアリング(株)  

滝ノ入地内 竹伐採業務 495,000 （株）フォレスト萩原  

合 計 3,335,750   
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（エ）修繕料 

項  目 金  額（円） 備  考 

公用車車検、修理等    2,752,728 車検 29台、定期点検 16台、修理等 13件 

庁舎管理等    4,241,827 

内訳 庁舎関係     2,444,163円 

   公園関係      536,954円 

   その他      1,260,710円 

合 計    6,994,555  

（オ）町バス使用状況 

バス使用回数  

0回 新型コロナウイルス感染症予防のため使用中止 

（カ）契約管理システム 

  入札事務の効率化及び電子入札事務執行の円滑化を図るため、平成２２年度に導入した契約管理システムは、平成２３年度から本格

稼動を開始した。令和２年度における契約管理システムを利用した契約件数は以下のとおり。 

 建設工事 設計・調査・測量 物品等 維持管理 計 

競争入札  37  12  57  6  112 

随意契約  100  13  208  15  336 

合 計  137  25  265  21  448 

（キ）電子入札共同システム 

  入札事務の効率化、透明性の向上、入札参加機会の拡大、競争性の確保及び建設コストの縮減を図るため、埼玉県と希望する県内市

町村で共同運営する埼玉県電子入札共同システム協議会へ負担金を支出した。また、物品・その他の競争入札参加資格申請をこれまで

の町独自の受付から埼玉県電子入札共同システムへ移行したことにより年度途中に行っていた定期的な追加受付を随時受付とした。な

お、原則として建設工事及び設計・調査・測量業務については電子入札により執行した。 
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  電子入札共同システムを通じ毛呂山町へ競争入札参加資格申請を行った事業者数（令和３年３月３１日現在） 

   建設工事          1,035事業者 

   設計・調査・測量       746事業者 

   土木施設維持管理       221事業者 

   物品・その他        2,225事業者 

   電子入札執行件数 

     109件（建設工事  42件、設計・調査・測量  12件、土木施設維持管理  3件、物品・その他  52件） 

オ 企画費 

  （ア）毛呂山町行政改革推進委員会（委員１０人）の開催 ３回 

     第四次毛呂山町行政改革大綱及び毛呂山町行財政改革プランの実施状況について審議した。 

    開催日 第１回 令和２年８月３１日  第２回 令和３年１月２１日 第３回 令和３年３月２３日 

（イ）人権問題講演会の開催 

     人権に対する正しい認識と理解を深め、偏見と差別のない明るいまちづくりをめざすことを目的に、啓発活動の一環として講演会を

開催した。 

開催日 令和２年１１月１０日 

受講者 町内企業等・役場職員 計３７人 

演 題 『避難所運営と人権を考える』 

講 師 立教大学大学院教授 長坂 俊成 氏 

（ウ）毛呂山町地域公共交通活性化協議会の開催 ５回 

     町民の代表や交通事業者等の地域の関係者とともに、毛呂山町にとって望ましい公共交通のあり方や毛呂山町町内循環バス運行に係

る課題について審議した。 
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     開催日 第１回 令和２年４月１５日  第２回 令和２年８月２８日  第３回 令和２年１０月２８日 

  第４回 令和２年１２月２５日 第５回 令和３年２月２日 

（エ）毛呂山町まち・ひと・しごと創生有識者会議の開催（委員１０人） １回 

     第２期毛呂山町総合戦略で掲げた施策の効果検証について審議した。 

     開催日 第１回 令和２年７月２８日  

（オ）企業誘致 

     企業立地が可能な指定区域のうち東部第二地区に新規企業１社の誘致を行った。南部地区においては４件の問合せがあったが誘致に

は至らなかった。また、東部地区に進出した企業（１社）に対して、企業誘致促進条例に基づき奨励金を交付した。 

（カ）毛呂山町公共交通事業者支援金交付事業の実施 

     地域公共交通の継続による移動手段の確保を図るため、新型コロナウイルス感染症感染拡大により利用者減少等の影響を受けている

公共交通事業者に対して支援金を交付した。 

  （キ）毛呂山町町内循環バスの運行 

     高齢者等の日常生活支援及び公共施設の利便性向上を目的として、毛呂山町町内循環バス（愛称「もろバス」）の運行を行った。 

毛呂山町町内循環バス乗車人数（令和２年４月～令和３年３月） 

月（運行日数） 
めじろ号 やぶさめ号 ゆず号 

合計 
里地域１コース 里地域２コース 山地域コース 

 ４月 （２５日） 660人 676人 256人 1,592人 

 ５月 （２３日） 688人 704人 270人 1,662人 

 ６月 （２６日） 989人 869人 347人 2,205人 

 ７月 （２５日） 921人 937人 285人 2,143人 

 ８月 （２５日） 892人 860人 281人 2,033人 

 ９月 （２４日） 960人 866人 298人 2,124人 

１０月 （２７日） 1,153人 1,028人 287人 2,468人 
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１１月 （２３日） 873人 798人 300人 1,971人 

１２月 （２４日） 923人 844人 309人 2,076人 

 １月 （２３日） 693人 679人 226人 1,598人 

 ２月 （２２日） 732人 721人 250人 1,703人 

 ３月 （２６日） 979人 947人 337人 2,263人 

合 計（２９３日） 10,463人 9,929人 3,446人 23,838人 

カ 交通安全対策費 

  安全で安心して生活できる地域社会を実現するため、町内の交通安全施設の整備や防犯施設の整備を行うとともに、交通安全及び地域安全思

想の普及、啓発、街頭運動等の活動を行った。 

（ア）会 議 

  ・  交通安全対策協議会             新型コロナウイルス感染拡大防止のため書面開催 

（イ）交通安全運動･交通事故防止運動 

ａ 高齢者安全の日                        （偶数月・１５日） 

ｂ 高齢者を交通事故から守る県民運動               令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

ｃ ぐるっと埼玉サイクルマナーアップ県民運動           令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

ｄ 春の全国交通安全運動                      令和２年４月６日～令和２年４月１５日 

（街頭運動は新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止） 

ｅ 夏の交通事故防止運動                      令和２年７月１５日～令和２年７月２４日 

（街頭運動は新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止） 

ｆ 秋の全国交通安全運動                       令和２年９月２１日～令和２年９月３０日 

（街頭運動９月２５日 雨天中止） 
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ｇ 冬の交通事故防止運動                      令和２年１２月１日～令和２年１２月１４日 

（街頭運動１２月９日） 

（ウ）地域安全運動･犯罪事故防止運動  

ａ 地域安全運動街頭 キャンペーン       新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止 

ｂ 全国地域安全運動             令和２年１０月１１日～令和２年１０月２０日 

（街頭運動は新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止） 

ｃ 西入間地区地域安全･暴力排除推進大会    新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止 

ｄ 年末年始特別警戒活動          令和２年１２月１日～令和３年１月３日 

（街頭運動は新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止） 

（エ）主な交通安全教育･地域安全活動 

ａ 毛呂山町交通安全フェアは新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止。 

ｂ 地域安全、防犯を目的として、長瀬駅前交番発行の広報紙「長瀬駅前交番だより」を回覧し、警察と連携して犯罪の未然防止に努めた。 

ｃ 地域住民におよぼす犯罪被害防止を目的とした街頭運動は新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止。 

ｄ 防犯活動センターを拠点とした、防犯ボランティア「ゆず」の活動支援を図った。 

ｅ 地域防犯パトロール隊２０団体他の活動支援を図った。 

（オ）自転車対策 

放置自転車防止キャンペーン活動の実施・放置自転車の移動・整理・撤去及び自転車駐輪場の整理整頓除草等を実施した。 

（街頭運動は新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止） 

  （カ）交通・防犯施設の整備 

ａ 道路標示           外側線・文字・記号標示                  ２，１９１，２００円 

ｂ 防犯灯            新設１２基（ＬＥＤ防犯灯１２基）              ６４９，０００円 
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                 ＬＥＤ防犯灯賃貸借 ２，９６３基            ７，４５２，０００円 

ｃ 道路反射鏡          １２箇所                        １，１８６，６８０円 

ｄ  防犯灯・道路照明灯・道路反射鏡・区画線等修繕                     １，１７０，５４０円 

（キ）西入間交通安全協会毛呂山支部への補助金 

交通安全意識の高揚・啓発・指導、交通整理等の交通安全運動の事業に対し３００，０００円を補助した。 

 （ク）毛呂山町交通安全母の会への補助金  

子ども並びに高齢者等を交通事故から守るための各種事業（交通安全フェア･親子自転車教室・各支部交通安全啓発活動･交通事故防止肉声

広報・新入学児童への交通安全啓発･飲酒運転根絶啓発･高齢者世帯訪問･高齢者交通安全教室･交通安全運動への参加）に対し３２０，０００

円を補助した。 

 （ケ）地域安全推進連絡協議会毛呂山支部への補助金 

犯罪のない安全で住みよい地域社会の実現をめざし、住民への地域安全思想の普及と自主地域安全活動に対し２５，０００円を補助した。 

（コ）埼玉県市町村交通災害共済事業 

ａ 加入人員              ７１５人       ３５７，５００円 

ｂ 給付件数（見舞金支払額）       １５件       ８３９，０００円 

  （サ）毛呂山町交通指導員（令和３年３月３１日現在２１人） 

ａ 登下校時等の安全指導              ４，１１２日（勤務延べ日数） 

ｂ 延べ勤務時間                  １０，３０６時間 

キ 電子計算費 

（ア）社会保障・税番号制度の情報連携に向けた対応 

平成２９年１１月から本格稼動となり、連携範囲が段階的に拡大している「マイナンバー制度に基づく情報提供ネットワークシステ

ムを使用した情報連携」の対応を行った。また、国が推進するマイナポータルを活用したサービス検索・電子申請機能への対応に取り
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組んだ。 

（イ）地方公共団体情報セキュリティ強化対策への対応 

インターネットサイトに接続するパソコンは、仮想化により間接的に接続し、安全性を高めている。また、外部メールの受信は、埼

玉県セキュリティクラウドへ参加し、共同で無害化処理を行っているほか、SSL復号サービスによりセキュリティの強化を図っている。 

（ウ）埼玉県町村情報システム共同化事業への参加及び町村会共同クラウドシステムの運用 

   埼玉県町村情報システム共同化推進協議会が行う埼玉県町村情報システム共同化事業に参加し、令和元年１１月から町村会共同クラ

ウドシステムの運用を行っている。また、令和２年３月から証明書コンビニ交付システムを稼働させるとともに、新規参入事業者に対

応していくことで、利用可能な店舗を増やした。 

（エ）情報通信機器及びシステムの管理運用 

ａ 電算室内のサーバー、通信機器類及び基幹系端末（パソコン７１台）、庁内情報系端末（パソコン３４９台）の管理運用を行った。 

ｂ 庁内向けの地理情報システムの機器更新を実施した。 

ｃ 複合機は、フェリカカードを職員個々に貸与し、管理を行うことで使用の適正化に取り組んだ。 

ｄ 本庁と出先機関等１９か所を結ぶ、光専用線ネットワークの管理運用を行い、関係するネットワーク機器の更新を実施した。 

e コロナ禍によるＷｅｂを通じた会議需要の増加に伴い、各会議室にインターネット回線を整備し、Ｗｅｂ会議端末の整備を行った。 

さらに、議会ペーパーレス化やテレワーク等、コロナ禍による新しい生活様式に対応していくため、各課に Windows タブレット端末

の配備を行った。 

ｆ ９システム（基幹系システム、財務会計システム、グループウェアシステム、統合型地理情報システム、ホームページ運用管理シ

ステム、ＩＴ資産管理システム、ＷＥＢ・メールフィルタリングシステム、電子申請システム、強靭化システム）の管理運用を行っ

た。 

ｇ １０システム（人事給与システム、戸籍システム、印鑑登録システム、介護保険システム、健康保険システム、土木積算システム、

後期高齢者支援システム、契約管理システム、災害時要援護者支援システム、地域包括システム）との調整支援を行った。 
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ク 諸費 

（ア）区長報償 

町長が委嘱し、町行政の運営上必要な事項の連絡調整などを行っている全区長に対し、報償を支給した。 

 世帯数別均等割額 １００世帯未満２３，０００円 １００世帯以上３００世帯未満４６，０００円 

 ３００世帯以上６９，０００円 

 戸数割額 １戸当たり６００円 

 合計報償金額 １０，１５０，４００円 

（イ）男女共同参画推進会議 

a 男女共同参画社会の推進を目的とした男女共同参画推進会議を５回開催、男女共同参画に関する啓発記事を企画し広報紙へ掲載し

た。 

b 「性別にかかわらず誰もが自分らしく生きていけるまちづくり」を目指し、男女共同参画意識の高揚を図ることを目的に、男女共

同参画に関する講演会を人権教育指導者養成研修会と共同で開催した。 

      開 催 日 令和２年９月２４日（木） 

      出 席 者 文化協会、体育協会など 計２５人 

 講演内容「なぜ女性リーダーが必要か？」 ～高齢者・障害者・子ども・女性などの視点から～ 

      講  師 城西大学語学教育センター教授 大橋 稔 氏 

（ウ）人権・行政相談 

人権擁護委員による相談を６回、行政相談委員による相談を６回開催した。 合計相談件数０件 

（エ）区長会補助金 

   町政の円滑な運営に寄与することを目的とする毛呂山町区長会に対し、区長会補助金を交付した。 

      補助金額 １３８，０００円 
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（オ）区運営費補助金  

ａ 行政区の円滑な運営を推進するため、全行政区に対し、区運営費補助金を交付した。 

 ６９行政区 合計補助金額４，４１４，５００円 

     ｂ ごみ集積所用地借地料を負担している行政区に対し、補助金を交付した。 

        毛呂本郷区外２８行政区 合計補助金額２９２，０００円 

     ｃ 児童公園の保険料を負担している行政区に対し、補助金を交付した。 

      西大久保区 補助金額５，０００円 

（カ）集会所用地借地料補助金 

   集会所用地借地料を負担している行政区に対し、補助金を交付した。 

 長瀬一区外１３行政区 合計補助金額２，５８９，６８９円 

（キ）コミュニティ施設特別整備事業補助金 

     地区集会所等整備を行った行政区に対して補助金を交付した。 

       毛呂本郷集会所整備事業 補助金額２２９，０００円 

       学園台集会所等附帯施設整備事業 補助金額９６，０００円 

       滝ノ入集会所整備事業 補助金額５９４，０００円 

       西戸集会所整備事業 補助金額３５２，０００円 

       西戸集会所等付帯施設整備事業 補助金額４２６，０００円 

       双葉団地集会所整備事業 補助金額１９１，０００円 

       むさし野自治会館（集会所）等付帯施設整備事業 補助金額１６１，０００円 

       むさし野自治会館（集会所）整備事業 補助金額１，３８２，０００円 

       旭台（大）集会所整備事業 補助金額４４２，０００円 
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       第六団地集会所整備事業 補助金額７１８，０００円 

       大類公会堂（集会所）整備事業 補助金額６３５，０００円 

       大類公会堂（集会所）等附帯施設整備事業 補助金額２４０，０００円 

  （ク）ゲートボール場用地借地料補助金 

     ゲートボール場用地借地料を負担している行政区に対し、補助金を交付した。 

     沢田区外２行政区 合計補助金額２７４，１０８円 

（ケ）遊具施設修理補助金 

     遊具施設の修理等を行った行政区に対し、補助金を交付した。 

     第九団地区他１区 合計補助金額１００，０００円 

（コ）遊園地用地借地料補助金 

     遊園地用地借地料を負担している行政区に対し、補助金を交付した。 

     長瀬二区外６行政区 合計補助金額８５０，１９４円 

  （サ）地域コミュニティづくり補助金 

     地域住民が主体的に地域課題の解決や地域コミュニティの活性化に取り組み、安全で安心して暮らすことのできる自主自立のまちづ 

    くりを推進するため、行政区または地域住民が組織する団体に対し、補助金を交付した。 

     岡本団地区外６行政区及び２団体 合計補助金額２６８，０００円 

（シ）コミュニティ協議会補助金 

   住みよい郷土づくりと地域社会の融和を図り、コミュニティづくりを推進するため、毛呂山町コミュニティ協議会に対し、補助金を 

  交付した。 補助金額１，８１０，０００円 
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（ス）花いっぱい運動 

町内の花いっぱい推進員が、中央公民館前の新飯能寄居線や役場脇の町田箕和田線、長瀬駅南通線の花壇などに草花を植えるなど美

化活動を行った。 

  （セ）地域コミュニティ活動支援金 

新型コロナウイルス感染症に関連した団体活動再開応援事業として地域コミュニティ活動および自主防災組織の拡充のため、全行政

区に対し、本町の独自支援策として支援金を交付した。６９行政区 合計支援金額１４，１８２，８００円 

  （ソ）事業継続団体支援金 

     新型コロナウイルス感染症に関連した団体活動再開応援事業として町イベント等に関わりのある団体に対し、本町の独自支援策とし

て支援金を交付した。滝ノ入ローズガーデン外３団体 合計支援金額１，２００，０００円 

  （タ）（一財）自治総合センターコミュニティ助成金 

     地域コミュニティ活動の推進、地域の自治意識の醸成を行う団体に対し、一般財団法人自治振興センターの宝くじ助成をうけて助成

金を交付した。毛呂本郷自治会 助成金額２，５００，０００円 

（２）徴税費 

 町税の調定額は、全体で３，６９０，３６６千円（滞納繰越分を含む）で、前年度比０．６％の減である。その内町民税では、個人町民

税が１．２％の減、法人町民税は法人税割の税率が９．７％から６．０％へ改正されたことなどにより８．０％の減、町民税全体としては

１．７％の減となった。また、固定資産税は土地の価格が引き続き下落傾向にあるものの、新築家屋や償却資産の増加により０．４％の増

となり、一方、都市計画税は土地の価格が下落傾向にあること、滞納繰越分の調定額が減少したことにより０．３％の減となった。その他

の町税では、軽自動車税は、環境性能割の増、種別割の四輪乗用（自家用）について１３年超車両の増、買い替えによる新税率車両の増に

より４．９％の増、町たばこ税は、健康志向等による喫煙人口の減少や、税率改正による増税の影響により前年度比０．８％の減となった。 

税収確保については、納税機会の拡大を図るため継続的に実施している第２、第３水曜日の夜間納税窓口や、毎月 1回日曜日に休日窓口

を開設した。また、自主的な納期内納税を期待し、コンビニエンスストアでの納税およびスマートフォンアプリによる納税をＰＲした。納
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期内納税に至らない未納者に対しては、早期に滞納を解消するため、文書や自動音声電話催告システムによる催告を実施し、自主納付を促

進した。更に、悪質な滞納者に対しては徹底した財産調査を行い、給与・年金・生命保険・預貯金等債権を中心とした差押えを執行した。

また、差押えた不動産を換価するため、インターネットによる公売を行った。 

  ア 納税係 

（ア）町たばこ税 

 令和２年１０月の増税や健康志向の高まり等により、課税標準数量は０．２％、税収は０．８％減少した。 

区   分 課税標準数量 税  率 調 定 額 合   計 

旧３級品の紙巻たばこ 

を除く製造たばこ 
34,627,834本 5.692円・6.122円 202,802,651円 

203,509,915円 旧３級品の紙巻たばこ 0 本 0円 0円 

手持品課税分   1,644,824本 0.43円 707,264円 

（イ）口座振替の状況 

 口座振替納付の普及率の向上を図るため、各金融機関に協力依頼し普及啓発の推進を図った。また、納税通知書の封筒・広報紙・ホ

ームページ等に口座振替利用促進の記事を掲載するとともに、窓口来庁者への勧奨などを積極的に実施した。 

口座振替による納付状況 

区  分 年度 町県民税（普徴） 固定資産税 軽自動車税 国民健康保険税 合  計 

口座振替により 

納付した税額 

2 110,767 千円 556,927 千円 10,250 千円 210,816 千円 888,760 千円 

元 130,554 千円 544,407 千円 9,866 千円 225,241 千円 910,068 千円 

総 収 納 額 (普通徴収

分)に対 す る 割 合 

2 21.8 ％ 38.5 ％ 11.2 ％ 36.1 ％ 33.8  ％ 

元 25.7 ％ 36.8 ％ 11.1 ％ 37.6 ％ 34.0  ％ 
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振 替 件 数 
2 3,256 件 21,514 件 1,468 件 10,845 件 37,083 件 

元 3,387 件 21,564 件 1,527 件 11,272 件 37,750 件 

 

（ウ）コンビニエンスストアおよびスマートフォンアプリによる収納状況 

 平成２１年度から納税者の利便性の向上を図るため、コンビニエンスストアにおける収納を開始した。また、コンビニエンスストア

収納で使用している納付書のバーコードを活用し、令和元年度よりスマートフォンアプリによる収納を開始した。 

コンビニエンスストアおよびスマートフォンアプリによる収納状況 

区  分 年度 町県民税（普徴） 固定資産税 軽自動車税 国民健康保険税 合  計 

ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ等で 

納付した税額 

２ 180,249 千円 292,057 千円 53,831 千円 204,036 千円 730,173 千円 

元  175,382 千円 274,353 千円 50,348 千円 191,463 千円 691,546 千円 

総 収 納 額 (普通徴収

分)に対 す る 割 合 

２ 35.5 ％ 20.2 ％ 58.7 ％ 35.0 ％ 27.8 ％ 

元 34.5 ％ 18.5 ％ 56.7 ％ 31.9 ％ 25.8 ％ 

納 付 件 数 
２ 6,885 件 20,211 件 7,156 件 10,953 件 45,205 件 

元 6,405 件 19,294 件 7,168 件 10,246 件 43,113 件 

 

（エ）納税通知書及び督促状発行状況                                       （単位：件） 

区  分 町県民税 固定資産税 軽自動車税 特別土地保有税 国民健康保険税 合  計 

納税通知書 11,160 15,375 13,378 0 5,675 45,588 

督 促 状 2,705 4,810 1,122 0 6,067 14,704 

（オ）滞納整理の状況 

ａ 催告書の発行 

      催告書発送回数 ５回  件数 ６，８６５件 
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    ｂ 滞納処分の状況（差押件数及び差押税額） 

区   分 年度 件数 税額（円） 備       考 

差     押 

 

２ 

 

369 86,196,138 

不動産 12件 4,660,793円 預金 244件 43,674,743円  

給与・年金 58件 20,642,157円 その他債権 12件 6,133,744円 

国税還付金 15件 1,809,711円  生命保険 27件 8,359,790円 動産 1件 915,200円 

 

元 

 

432 94,107,835 

不動産  5件 3,462,660円 預金 302件 54,641,746円  

給与・年金 56件 11,625,719円 その他債権 11件 4,189,402円 

国税還付金 26件 9,319,897円  生命保険 32件 10,868,411円 

差押解除・終了 
２ 429 121,654,792  

元 470 134,411,765  

公売及び換価等 
２ 285 59,993,577 令和 ２年度中配当金額 724件 48,641,694円 

元 331 67,384,920 令和 元年度中配当金額 914件 53,334,574円 

交 付 要 求 
２ 12 1,735,280 令和 ２年度中配当金額  4件      840,859円 

元 15 5,572,927 令和 元年度中配当金額  7件    1,770,908円 

 

ｃ 滞納整理の成果 

 町税の現年課税分の調定額(国民健康保険税を含む)は０．３％減少した。こうした中、納期内納税に至らない未納者に対しては、

早期に滞納を解消するため、文書や自動音声電話催告システムによる催告を実施し、自主納付を促進した。更に、５０万円以上の高

額滞納者に対しては、税務課職員で編成している特別滞納整理グループにおいて対応し、徹底した財産調査を行い、差押えや不動産

公売等の滞納処分を執行した。このような取組みの結果、収納率については、新型コロナウイルスの影響があったものの前年度比で

０．２ポイント上回った。 
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滞納繰越分の状況 

区   分 調 定 額（円） 徴 収 額（円） 徴 収 率（％） 

一 般 町 税 124,072,696 39,782,447 32.1 

国民健康保険税 190,299,166 45,806,187 24.1 

  （カ）証 明 

税外収入である諸証明の件数は、下記のとおりである。従来の所得証明、課税証明、非課税証明は、所得（非）課税証明に統合した。 

評 価 証 明 住宅用家屋証明 公 課 証 明 資 産 証 明 

1,114 83 293 48 

所得（非）課税証明 納 税 証 明 そ  の  他 合     計 

3,416（うちｺﾝﾋﾞﾆ交付26） 1,615（うち無料 1,067） 20 6,589（うち無料 1,067） 

（キ）川越地区租税教育推進協議会 

 本協議会は、平成１７年６月２８日、川越税務署管内の４つの租税教育推進協議会を統合し、税務関係、教育関係その他の関係者が

協力して、租税教育の推進に寄与することを目的に設置された。毎年、税に関する作文の募集を中高生を対象に行い、優秀な作品を表

彰するほか、小学校、中学校及び高等学校で租税教室を実施している。 

協議会の開催  令和２年 ５月２１日 定期総会（書面表決）  事業報告・事業計画 

事業の開催   令和２年 ５月    税に関する作文の募集（中学生 ・ 高校生） 

             ９月    募集作品の提出（中学生 2,607編 ・ 高校生 280編） 

            １２月    作文の優秀作品表彰（中学生 17編 ・ 高校生 17編） 

            年１回    租税教室開催 
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イ 町民税課税係  

（ア）個人町民税 

景気の低迷により、個人町民税の調定額は、前年度と比べて０．２％減の１，６２４，２７７千円となった。給与支払報告書につい

ては、６，９７０事業所から２１，８６６人分の提出があり、申告期間中に受け付けた申告件数は、確定申告２，２１７件、町県民税

申告１，７６２件であった。また、未申告者に対しては、個別呼び出し、臨宅調査等を行い、申告書の提出を随時求めることにより適

正な課税に努めた。 

a  納税義務者等の状況                                                                     （単位：人、千円、％） 

区   分 
納 税 義 務 者 等 の 状 況 所 得 割 納 税 義 務 者 の 状 況 

均等割のみ 均等割・所得割 計 納税義務者 所得金額 所得割額 所得割額構成比 

給 与 所 得 819 11,818 12,637 11,818 35,823,371 1,314,875 84.95 

営 業 所 得 108 614 722 614 1,810,268 66,248 4.28 

農 業 所 得 0 7 7 7 11,500 284 0.02 

その他の所得 819 2,752 3,571 2,752 4,867,217 166,377 10.75 

合     計 1,746 15,191 16,937 15,191 42,512,356 1,547,784 100.00 

 （市町村税課税状況等の調 R2.7.1現在） 

b  徴収の状況（個人町民税）                                                             （単位：人、千円、法人） 

区       分 納税義務者 調定額 徴収済額 不納欠損額 滞納繰越額 事業所数 

普 通 徴 収 5,204 317,805 306,250 57 11,542  

特 別 徴 収 13,420 1,306,472 1,304,980 0 1,513 4,459 

計 18,624 1,624,277 1,611,230 57 13,055 4,459 

  調 定 額  １，５６６，６５７千円 ＋５９，９３９千円 －２００，０１０千円 ＋１９７，６９１千円 ＝１，６２４，２７７千円 

（所得割・退職含む）    （均 等 割）       （令和３年度調定）   （令和元年度調定） 
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（イ）法人町民税 

法人町民税の調定額は、１２２，３３２千円で前年度と比べ、均等割は０．５％の減、法人税割は１５．０％の減、全体では８．２％

の減額となった。 

（単位：法人） 

区     分 
法人税割 均                 等                    割 

税率 6.0/100 50千円 120千円 130千円 150千円 160千円 400千円 410千円 1,750千円 3,000千円 計 

分 割 法 人 ７７ ９４ １ ４５ ５ １６ ０ ３０ １ ４ １９６ 

その他法人 １３５ ４０５ １ ２５ ３ ３ ０ ０ ０ ０ ４３７ 

計 ２１２ ４９９ ２ ７０ ８ １９ ０ ３０ １ ４ ６３３ 

  調 定 額   ６０，３５１，４００円 ＋ ６１，９８０，９００円 ＝ １２２，３３２，３００円   

               （法人税割）            （均 等 割）  

（ウ）軽自動車税 

   軽自動車税全体の調定額は、９５，６０７千円で前年度に比較し５．３％の増、内訳として、環境性能割は令和元年１０月創設のた

め２４８．３％の増、また、種別割では四輪乗用（自家用）について、１３年超車両の増、買い替えによる新税率車両の増等により、

３．５％の増額となった。 

（エ）国民健康保険税 

国民健康保険税調定額は、７５３，０５４千円で前年度に比較し２．９％の減、内訳として、医療給付費分では２．６％の減、また、

後期高齢者支援金分において２．４％の減、介護納付金分においては６．１％の減額となった。 
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ａ  医療給付費分 

    （ａ）税額の算出 

区    分 課 税 対 象 額 税     率 算 出 税 額 

所 得 割 額 ５，５８２，５０１，８２９ 円                 ７．０ ％ ３９０，７７５，１２８ 円 

均 等 割 額 ９，４３１ 人           ３２，０００ 円 ３０１，７９２，０００ 円 

計   ①  ６９２，５６７，１２８ 円 

     

（ｂ）税額の軽減  

区    分 人    数  軽  減  額 軽 減 税 額 

低

所

得

世

帯 

均等割２割軽減 １，３７２ 人 ６，４００ 円 ８，７８０，８００ 円 

均等割５割軽減 １，４８７ 人 １６，０００ 円 ２３，７９２，０００ 円 

均等割７割軽減 ２，１７９ 人 ２２，４００ 円 ４８，８０９，６００ 円 

単

身

特

定

世

帯 

均等割２割軽減 １７０ 人 ６，４００ 円 ９７３，６００ 円 

均等割５割軽減 ２０１ 人 １６，０００ 円 ２，８０７，９００ 円 

均等割７割軽減 １４６ 人 ２２，４００ 円 ２，９１４，８００ 円 

計   ②  ８８，０７８，７００ 円 
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（ｃ）そ の 他 

区      分 件      数 金      額 

限 度 超 過 分 ５３ 件 ③  ２４，７７４，８２７ 円 

月 割 減 額 分 １，６８６ 件 ④  ６２，６３９，５０１ 円 

減   免   額 ６３ 件 ⑤  ３，７８７，３００ 円 

過 年 度 分 ２４５ 件 ⑥  ５，９４１，９４１ 円 

    （ｄ）調 定 額    ① － ② － ③ － ④ － ⑤ ＋ ⑥ ＝ ５１９，２２８，７４１ 円 

ｂ 後期高齢者支援金分 

（ａ）税額の算出 

区    分 課 税 対 象 額 税     率 算  出  税  額 

所 得 割 額 ５，５８２，５０１，８２９ 円 ２．５ ％ １３９，５６１，６３８ 円 

均 等 割 額 ９，４３１ 人 １０，０００ 円  ９４，３１０，０００ 円 

計   ①  ２３３，８７１，６３８ 円 

（ｂ）税額の軽減  

区     分 人     数 軽  減  額 軽  減  税  額 

低

所

得 

均等割２割軽減 １，３７２ 人 ２，０００ 円 ２，７４４，０００ 円 

均等割５割軽減 １，４８７ 人 ５，０００ 円 ７，４３５，０００ 円 

均等割７割軽減 ２，１７９ 人 ７，０００ 円 １５，２５３，０００ 円 

単 

身 

均等割２割軽減 １７０ 人 ２，０００ 円 ３０３，４００ 円 

均等割５割軽減 ２０１ 人 ５，０００ 円 ８７５，５００ 円 

均等割７割軽減 １４６ 人 ７，０００ 円 ９０９，５００ 円 
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計   ②  ２７，５２０，４００ 円 

     

（ｃ）そ の 他 

区       分 件      数 金      額 

限 度 超 過 分 ５９ 件 ③  ９，６５４，５９３ 円 

月 割 減 額 分 １，６８５ 件 ④  ２１，６７９，４４５ 円 

減 免 額 ６３ 件 ⑤  １，２８７，３００ 円 

過 年 度 分 ２３９ 件 ⑥  １，８９４，８１９ 円 

    （ｄ）調 定 額    ① － ② － ③ － ④ － ⑤ ＋ ⑥ ＝ １７５，６２４，７１９ 円 

     

ｃ 介護納付金分 

（ａ）税額の算出 

区    分 課 税 対 象 額 税     率 算  出  税  額 

所 得 割 額 ２，３８１，９１７，５００ 円 ２．２ ％ ５２，４０２，１８５ 円 

均 等 割 額 ３，０４０ 人 １０，０００ 円  ３０，４００，０００ 円 

        計   ①  ８２，８０２，１８５ 円 

    （ｂ）税額の軽減  

区     分 人    数  軽  減  額 軽  減  税  額 

低

所

得 

均等割２割軽減 ３３３ 人 ２，０００ 円 ６６６，０００ 円 

均等割５割軽減 ３８５ 人 ５，０００ 円 １，９２５，０００ 円 

均等割７割軽減 ７２９ 人 ７，０００ 円 ５，１０３，０００ 円 

          計   ②  ７，６９４，０００ 円 
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    （ｃ）そ の 他 

区 分 件      数 金      額 

限 度 超 過 分 ２９ 件 ③  ５，２０７，４５８ 円 

月 割 減 額 分 ８５３ 件 ④  １２，０９７，２２７ 円 

減 免 額 １９ 件 ⑤  ５１８，８００ 円 

過 年 度 分 １０４ 件 ⑥  ９１５，９４０ 円 

    （ｄ）調 定 額    ① － ② － ③ － ④ － ⑤ ＋ ⑥ ＝ ５８，２００，６４０ 円 

 

ウ 資産税課税係 

（ア）固定資産税 

    土地に関する課税は、平成９年度の評価替えから、課税の公平性の観点から地域や土地によってばらつきのある負担水準（評価額に

対する前年度の課税標準額の割合）の均衡化を重視した税負担の調整措置が講じられている。令和２年度においても負担水準の高い土

地は税負担の引き下げ又は据え置きの措置を行い、負担水準の均衡化を推進した。 

土地全体の税額では土地の価格の下落により、前年度比１．０％の減額となっている。家屋の税額については、据え置き年度で在来

家屋分の減価がないことや新築家屋の増加により、前年度比２．１％の増額となっている。また、償却資産については、新規申告の増

加により前年度比４．９％の増額となっている。 

賦課にあたっては、納税者に送達する固定資産税・都市計画税課税明細書に賦課の根拠を明示するなどして、税の信頼性を高めるこ

とに努めた。 

ａ 土地・家屋の異動について 

（ａ）土地は ８土木費 （１）土木管理費 ア土木総務費を参照 
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（ｂ）家屋の表示異動                                         （１月～１２月） 

区 分 新築登記 その他登記 滅失登記 合 計 

件 数 81 20 75 176 

（ｃ）家屋の所有者異動                                        （１月～１２月） 

区 分 相 続 贈 与 売 買 その他 合 計 

件 数 220 18 185 203 626 

ｂ 家屋評価について 

（ａ）新築家屋の評価状況 

区 分 棟数（棟） 床面積（㎡） 課税標準額（千円） 単位当り価格（円） 調査延人員（人） 調査延日数（日） 

木 造 
新 築 82 9,854 704,125 

71,278 

214 86 

増 築 2 106 5,806 

非木造 
新 築 22 3,672 307,615 

85,169 
増 築 1 90 12,789 

計 107 13,722 1,030,335 75,086 

（概要調書）  

ｃ 固定資産税の概要 

（ａ）土地 

区分 

地目 

評価総筆数 

（筆） 

評価総地積 

（㎡） 

評価総額 

（千円） 

課税標準額 

（千円） 

１㎡当り平均価格 

（円） 

納税義務者 

（人） 

田 1,900 1,420,778 163,858 140,808 115 

12,607 畑 6,035 4,016,670 4,229,571 1,553,384 1,053 

宅 地 27,266 4,381,239 81,514,574 25,014,406 18,605 
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山 林 3,637 12,166,900 579,840 543,176 48 

原 野 493 211,444 9,860 8,922 47 

雑種地 3,424 3,765,880 12,731,019 10,337,937 3,381 

池 沼 4 1,211 41 41 34 

計 42,759 25,964,122 99,228,763 37,598,674 3,822 

（概要調書）  

（ｂ）家屋 

区分 

種類 

棟   数 

（棟） 

床 面 積 

（㎡） 

課税標準額 

（千円） 

１㎡当り平均価格 

（円） 

納税義務者 

（人） 

木 造 17,636 1,427,528 33,455,425 23,436 

12,840 非木造 3,214 486,164 16,957,600 34,880 

計 20,850 1,913,692 50,413,025 26,343 

（概要調書） 

（ｃ）新築住宅等の軽減税額 

区分 

種類 

棟  数 

（棟） 

床 面 積 

（㎡） 

軽減対象評価額 

（千円） 

軽減税額 

（千円） 

一 般 住 宅 329 31,029 2,426,058 15,737 

中高層耐火住宅 0 0 0 0 

計 329 31,029 2,426,058 15,737 

（概要調書） 

（ｄ）償却資産 

区分 

種類 
課税標準額（千円） 

課税標準額の内訳 
納税義務者（人） 

特例適用分（千円） 一 般 分（千円） 
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構 築 物 2,246,363 7,587 2,238,776 

290 

機 械 及 び 装 置 2,843,049 130,509 2,712,540 

船 舶 73 0 73 

車両及び運搬具 61,868 0 61,868 

工具、器具及び備品 1,574,765 1,439 1,573,326 

計 6,726,118 139,535 6,586,583 

（概要調書） 

（ｅ）総務大臣配分及び県知事配分によって決定された償却資産 

     区分 

配分 
事 業 所 数 配分価格（円） 課税標準額（円） 税 額（円） 

総務大臣配分 ９事業所 7,760,631,414 6,739,484,601 94,352,700 

県知事配分 ２事業所 258,136,975 241,480,237 3,380,700 

計 １１事業所 8,018,768,389 6,980,964,838 97,733,400 

（ｆ）国有資産等所在市町村交付金 

区   分 固定資産評価額（円） 算定標準額（円） 交付金額（円） 

交付金 

関東森林管理局 6,820,341 6,820,000 95,400 

埼玉県 605,598,000 197,839,000 2,769,700 

関東財務局 20,791,695 17,623,000 246,700 

計 633,210,036 222,282,000 3,111,800 

（イ）都市計画税 

都市計画法に基づいて行う都市計画事業等に要する費用に充てるため、市街化区域内に所在する土地及び家屋に課税をした。調定額

では１１３，５０９，５００円、前年度比０．６％の増となっている。都市計画税は公共下水道費（毛呂山・越生・鳩山公共下水道組

合負担金）等に充てられた。 
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区  分 課税地積又は床面積（㎡） 決定価格（千円） 課税標準額（千円） 納税義務者（人） 

土地 

宅地等 

宅 地 1,922,000 50,193,383 22,085,768 

8,190 

その他 255,000 3,626,410 2,538,440 

小 計 2,177,000 53,819,793 24,624,208 

農 地 202,000 3,961,171 1,945,778 

計 2,379,000 57,780,964 26,569,986 

家屋 

木 造 815,957 20,461,161 20,460,484 

8,044 非木造 257,192 10,266,300 10,222,821 

計 1,073,149 30,727,461 30,683,305 

合   計  88,508,425 57,253,291 9,344 

（概要調書） 

（ウ）毛呂山町固定資産税評価資料作成業務委託 

委託場所 委託内容 履行期間 契約額 受注者 

毛呂山町全域 
航空写真撮影・画像データ作成、地番図修

正、家屋番号修正・更新等 

令和２年５月２０日～ 

令和３年３月２４日 
16,390,000円 ㈱パスコ さいたま支店 

（エ）令和３年度固定資産税（土地）標準宅地の時点修正（第１地区） 

委託場所 委託内容 履行期間 契約額 受注者 

町内９７地点 
令和２年１月１日から令和２年７月１日ま

での標準宅地の下落率算出 

令和２年６月１日～ 

令和２年９月３０日 
1,259,060円 ㈱国土評価 

（オ）令和３年度固定資産税（土地）標準宅地の時点修正（第２地区） 

委託場所 委託内容 履行期間 契約額 受注者 

町内９１地点 
令和２年１月１日から令和２年７月１日ま

での標準宅地の下落率算出 

令和２年６月１日～ 

令和２年９月３０日 
1,311,310円 小暮不動産鑑定事務所 
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（カ）固定資産閲覧システムデータ入替業務委託 

委託場所 委託内容 履行期間 契約額 受注者 

毛呂山町役場内 
固定資産閲覧システム更新データセットア

ップ業務 

令和２年４月１日～ 

令和３年３月３１日 
77,000円 ㈱パスコ さいたま支店 

（キ）毛呂山町固定資産ＧＩＳ導入業務委託 

委託場所 委託内容 履行期間 契約額 受注者 

毛呂山町役場内 固定資産ＧＩＳ新規導入セットアップ業務 
令和２年４月２１日～ 

令和２年８月３１日 
1,991,000円 ㈱パスコ さいたま支店 

（ク）固定資産ＧＩＳ使用契約 

委託場所 委託内容 履行期間 契約額 受注者 

毛呂山町役場内 
新規導入した固定資産ＧＩＳを使用するた

めの契約 

令和２年９月１日～ 

令和３年３月３１日 

308,000円 

（月額 44,000円） 
㈱パスコ さいたま支店 

 

（３）戸籍住民基本台帳費 

ア 戸籍住民基本台帳費 

戸籍及び住民基本台帳の事務は、正確な身分関係と居住関係を公証する制度であり、すべての行政事務の基礎となっている。こうした

中、個人情報の保護の必要性、重要性が益々強く要求され、その扱いには厳格な審査、管理、運用が必要とされている。 

また、平成２７年１０月にマイナンバー法が施行され、今までの住民基本台帳カードから電子証明書が標準搭載されたマイナンバーカ

ードへ引き継がれ、平成２８年１月からマイナンバーカードの交付が始まり、令和２年３月２日からコンビニ交付を導入した。 

本年度における、戸籍及び住民基本台帳等の事務の主なものは次のとおりである。 
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（ア）令和２年度末男女別人口・世帯数 

 日本人住民人口 外国人住民人口 住民基本台帳人口 

人 口 

男 １６，２００ 人 ２６６ 人 １６，４６６ 人 

女 １６，２６５ 人 ３４８ 人 １６，６１３ 人 

計 ３２，４６５ 人 ６１４ 人 ３３，０７９ 人 

世 帯 数 １５，６１３世帯 ３３９世帯 １５，９５２世帯 

（イ）令和２年度末本籍人口数 

  本  籍  数 １１，９４４戸  本 籍 人 口 数 ２８，７９７人 

（ウ）戸籍届出件数 

件     名 件     数 件     名 件     数 件     名 件     数 

出     生 ２００ 養 子 縁 組 ２０ 帰     化 ３ 

死     亡 ４７８ 養 子 離 縁 １１ 国 籍 選 択 １ 

婚     姻 ２３８ 認     知      ５    国 籍 留 保 １ 

離     婚 ７１ 氏 の 変 更 １    国 籍 喪 失 １ 

法７７条の２，75 条の２ ３２ 入     籍 ８１ 分     籍 ３ 

転     籍 １２０ 不 受 理 申 出 ４ 訂 正 ・ 更 正 ２１ 

そ の 他 ３ 姻族関係終了 １ 計 １，２９５ 

（エ）戸籍処理件数 

件     名 件     数 件     名 件     数 件     名 件     数 

 新 戸 籍 編 成 １６８ 戸籍全部消除  ２０５  違 反 通 知 ２ 

    計 ３７５ 
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ｏ戸籍謄抄本交付   ５，０５１件（内公用 ８９３件） 

   ｏ除籍謄抄本交付   ３，０９２件（ 〃  ９９３件） 

   ｏ受理証明書等交付              ９３件 

   ｏ身分証明書交付              ２４１件 

   ｏ届書に基づく証明交付         １１件 

（オ）住民登録取扱件数 

件     名 件    数 件     名 件    数 件     名 件     数 

転     入 １，３３７ 出     生 １２２ 転 居 ３１９ 

転     出 １，３１４ 死     亡 ３８９ 世帯主変更等  １９８ 

職 権 記 載 ６５ 職 権 消 除 １８ 違 反 通 知 ８５ 

附票通知送信 １，００１ 附票通知受信 ９９４ 職権修正通知 ２９５ 

 計 ６，１３７ 

ｏ住民票写し交付           １６，１３６件（内公用 １，２０８件、コンビニ交付 ３４９件、広域交付 ３６件） 

   ｏ住民票閲覧                  ８件（９冊） 

   ｏ戸籍附票交付             １，５８３件（内公用 １，０８３件） 

   ｏ住民票記載事項証明書交付等        ３０９件 

   ｏ不在住（不在籍）証明            １８件 

（カ）印鑑登録 

ｏ登録等件数                ９７９件（新規 ６９８件、再登録 ２８１件） 

ｏ印鑑登録証明書交付件数        ８，６１７件（内公用 ２０件、コンビニ交付 １８０件） 
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（キ）住民基本台帳ネットワーク関連事務 

ｏマイナンバーカード交付件数      ２，８２２件 

  （ク）本人通知制度 

   ｏ本人通知制度登録者数            １５名               

（ケ）令和２年度末外国人住民国別登録者 

国  籍 住民登録数 国  籍 住民登録数 国  籍 住民登録数 

フ ィ リ ピ ン １１６ イ タ リ ア １ オーストラリア １ 

中 国 ９３ フ ラ ン ス １ カ メ ル ー ン ４ 

韓 国 ３７ バングラデシュ １７ 台 湾 １７ 

朝 鮮 ３ タ イ ２０ モ ン ゴ ル ２ 

ブ ラ ジ ル ５４ イ ン ド ５ ベ ト ナ ム ７８ 

ペ ル ー ２３ イ ラ ン ４ ネ パ ー ル ２ 

ミ ャ ン マ ー ３２ ウ ガ ン ダ ２ ケ 二 ア ５ 

パ キ ス タ ン １８ マ レ ー シ ア ３ セ ネ ガ ル ２１ 

ス リ ラ ン カ １３ 英 国 ２ インドネシア ２０ 

カ ン ボ ジ ア ３ コ ロ ン ビ ア ２ イ ス ラ エ ル ２ 

キ ュ ー バ １ 米 国 １３ 無 国 籍 １ 

コ ス タ リ カ ３ カ ナ ダ １ 合  計 ６２０ 
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（４）選 挙 費 

   本年度は委員会の開催、啓発事業など次のとおり行った。 

ア 定時登録 

    本年度の定時登録時における投票区別の選挙人名簿登録者数は、次のとおりである。 

投票区別の選挙人名簿登録者数                                     （単位：人） 

投票区 ＼ 区分 
令和 2年 6月 1日現在 令和 2年 9月 1日現在 令和 2年 12月 1日現在 令和 3年 3月 1日現在 

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 

第 １投票区  984  1,170  2,154  982  1,151  2,133  984  1,153  2,137  988  1,135  2,123 

第 ２投票区  1,587  1,671  3,258  1,597  1,692  3,289  1,597  1,699  3,296  1,594  1,710  3,304 

第 ３投票区  838  868  1,706  845  878  1,723  845  873  1,718  837  869  1,706 

第 ４投票区 1,358  1,206  2,564  1,349  1,206  2,555  1,350  1,211  2,561  1,349  1,207  2,566 

第 ５投票区  1,427  1,474  2,901  1,417  1,471  2,888  1,414  1,462  2,876  1,404  1,473  2,877 
第 ６投票区  1,425  1,450  2,875  1,408  1,439  2,847  1,402  1,428  2,830  1,398  1,441  2,839 

第 ７投票区  1,076  1,007  2,083  1,072  998  2,070  1,064  1,004  2,068  1,068  998  2,066 

第 ８投票区  829  855  1,684  821  853  1,674  829  856  1,685  826  851  1,677 

第 ９投票区  1,139  1,172  2,311  1,132  1,165  2,297  1,126  1,162  2,288  1,116  1,161  2,277 

第１０投票区  650  634  1,284  654  627  1,281  650  623  1,273  645  622  1,267 

第１１投票区  519  497  1,016  523  498  1,021  523  494  1,017  521  491  1,012 
第１２投票区  1,686  1,594  3,280  1,681  1,590  3,271  1,685  1,593  3,278  1,682  1,594  3,276 
第１３投票区  961  991  1,952  962  985  1,947  949  980  1,929  954  969  1,923 

合 計 14,479 14,589 29,068 14,443 14,553 28,996 14,418 14,538 28,956 14,382 14,521 28,903 
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イ 会 議 

    本年度の各種別ごとの委員会の開催数及び議決案件は、次のとおりである。 

（単位：回、件数） 

種     別 開  催  数 議 決 案 件 備   考 

定時委員会       ４       ８  

裁判員候補者・検察審査員候補者選定       １       ― くじの実施 

 選挙管理委員会委員長の選挙及び委員長代理の

指定 
      １       ―  

合    計 ６ ８  

                                                                       

ウ 啓発事業 

     有権者が政治や選挙に強い関心を持ち、主権者としての自覚と豊かな政治常識、高い選挙道義を身につけることが必要であるため、

啓発活動の推進に努めた。 

 

（５）統計調査費 

ア 基幹統計調査費 

（ア）学校基本調査 

学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項を明らかにすることを目的として、小学校４校、中学校３校、幼稚園２園、幼保連携

型認定こども園１園、専修学校１校を対象に、学級数、園児数、児童数、生徒数、教員数及び施設等の基本的事項について調査を行っ

た。（調査期日：５月１日現在） 
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（イ）令和２年度国勢調査 

     我が国の人口及び世帯の実態を把握し、各種行政施策等の基礎資料を得ることを目的として、我が国に常住するすべての人を対象に、

氏名、男女の別、出生の年月、世帯主との続柄、配偶の関係、国籍、現在の住居における居住期間、５年間の住居の所在地、就業状態、

所属の事務所の名称及び事業の内容、仕事の種類、従業上の地位、従業地又は通学地、世帯の種類、世帯員の数、住居の種類、住宅の

建て方について、町内を２８１調査区に分け、調査員１７４人、指導員２８人で調査を行った。（調査期日：１０月１日現在） 

  （ウ）工業統計調査 

    工業の実態を明らかにし、工業に関する施策の基礎調査を得ることを目的として、製造業を含む４２事業所（従業員４人以上の事業所）

を対象に、事業所所在地、従業員数及び主要原材料名等について調査員３人により調査を行った。（調査期日は６月１日） 

 

（６）監査委員費 

監査等の執行にあたっては、常に公正普遍の態度を保持し、町の事務事業の執行が予算及び法令等に基いて適正に行われているかに留意

するとともに、行政に対する町民の信頼を高めるよう努め、次のとおり実施した。 

 

定期監査（財政援助団体等含む） 工事監査 随時監査 例月出納検査 

（日数） 

決算審査 

（日数） 日 数 対象件数 日 数 対象件数 日 数 対象件数 

８ ３７ ２ １４ ０ ０ １２ ７ 
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３  民生費における施策の成果 

（１）社会福祉費  

ア  社会福祉総務費 

    地域において幅広い世代での福祉課題の増加及び課題の複合・複雑化が進む中、地域社会からの孤立・孤独を防ぐため、民生委員・児童 

委員や各種団体との連携強化を図り、全ての住民が住み慣れた地域で安全に安心して暮らせるよう地域福祉の増進に努めた。また、緊急時 

や災害時における安否確認、避難誘導などが迅速且つ適切に行われるよう見守り体制の構築に向け支援を通して、地域づくりの推進に努め 

た。 

・民生委員・児童委員の活動状況（任期：令和元年１２月１日～令和４年１１月３０日）                    

（令和３年３月３１日現在 実委員７９人：定数７９人） 

                                                  事 項 別 件 数 委員一人当たり  事 項 別 件 数 委員一人当たり 

内

容

別

相

談 

・ 

支

援

件

数 

在 宅 福 祉 

介 護 保 険 

健 康 ・ 保 健 医 療 

子 育 て ・ 母 子 保 健 

子 ど も の 地 域 生 活 

子どもの教育・学校生活 

生 活 費 

年 金 ・ 保 険 

仕 事 

家 族 関 係 

住 居 

生 活 環 境 

日 常 的 な 支 援 

そ の 他 

６４ 

５０ 

１８７ 

８ 

３６ 

   ８ 

１３ 

９ 

５ 

１１６ 

３３ 

１４５ 

６５４ 

８０７ 

２７．０ 

分
野
別
相
談
・
支
援
件
数 

高齢者に関すること 

障害者に関すること 

子どもに関すること 

そ の 他 

１，２９０ 

１７０ 

６１ 

５９６ 
２６．８ 

計 ２，１１７ 

そ
の
他
の
活
動
件
数 

調 査 ･ 実 態 把 握 

行事・事業・会議への参加協力 

地域福祉活動･自主活動 

民 児 協 運 営 ・ 研 修 

証 明 事 務 

要保護児童の発見の通告・仲介 

１，０５１ 

７２２ 

３，５４０ 

８４３ 

７７ 

１５ 

７９．１ 

計 ２，１３５  計 ６，２４８ 
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事 項 別 件 数 委員一人当たり 

活 動 日 数 ８，４１９ １０６．６ 

訪 問 回 数 ９，３５６ １１８．４ 

（イ）生活保護費支給状況 

被 保 護 生 活 扶 助 住 宅 扶 助 教 育 扶 助 介 護 扶 助 医 療 扶 助 

世 帯 人 員 人 員 
扶助額 

 (千円) 
人 員 

扶助額 

(千円) 
人 員 

扶助額 

 (千円) 
人 員 

扶助額 

 (千円) 

人  員 扶助額 

  (千円) 入 院 入院外 

551 671 570 350,460 502 175,043 32 3,579 96 30,591 37 438 623,866 

※世帯、人員は令和３年３月３１日の数、扶助額は年額。 

※生活保護については、埼玉県西部福祉事務所が実施機関となる。（負担割合 国３／４、県１／４） 

（ウ）社会福祉関係団体への補助 

       町民生委員・児童委員協議会        7,917,000円 

       町社会福祉協議会            34,154,168円 

      町遺族会                 1,374,900円 

（内訳：町遺族会補助 100,000円、忠霊塔修繕補助金 1,274,900円） 

       県建設国民健康保険組合            56,250円 

       県土建国民健康保険組合           96,750円 

  （エ）町民生委員・児童委員協議会定例会 

開催回数   ６回（日帰り研修・県外研修は中止）  

（オ）犯罪や非行防止への活動 

   実施主体  町保護司会 

・役員会・全体会 
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・社会を明るくする運動  町内一斉広報活動  ※新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止 

・視察研修  ※新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止 

イ 障害福祉費 

ともに支えあい心豊かに安心して暮らせるまちを目指して、令和３年３月に、令和３年度から令和５年度を計画期間とする「毛呂山町障

害者福祉計画」を策定した。 

障害のある人や障害のある子どもが地域で安心して暮らしていくことができるよう、障害特性や生活状況に応じ、介護給付費・訓練等給

付費、障害児通所給付費、自立支援医療費、療養介護医療費、補装具費の支給のほか、意思疎通支援事業や日常生活用具の給付などの地域

生活支援事業を実施した。 

（ア）毛呂山町・越生町・鳩山町障害支援区分判定等審査会  平成２６年４月設置（委員任期：平成３１年４月１日～令和３年３月３１日） 

       開催回数   １２回   審査件数  １０５件（毛呂山町 ５９件、越生町 ２０件、鳩山町 ２６件） 

・障害種別認定状況                                            （単位：件） 

身  障 知  的 精  神 重  複 難  病 合  計 

８ ２４ １０ １６ １ ５９ 

・障害支援区分別認定状況                                         （単位：件） 

非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合 計 

０ １ １０ １５ １２ ５ １６ ５９ 

（イ）障害者相談員（任期：令和２年４月１日～令和４年３月３１日） 

     身体障害者相談員  １名   相談件数 ２３件   調査連絡  ０件   会議・研修  １件 

     知的障害者相談員  １名   相談件数 １３件   調査連絡  １件   会議・研修  ７件 

（ウ）手話講習会  入門課程 

       講習回数   全２０回（令和２年９月１７日～令和３年２月１８日） 
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       受講人員   １１人（うち修了者１０人） 

       委託先    毛呂山町聴力障害者会 

       委託料    ２６８，０００円 

（エ）障害福祉計画策定業務 

     計画期間  ３年（令和３年度～令和５年度） 

     委託先   （有）地域政策ネットワーク研究所 

     委託料   ２，７１７，０００円 

（オ）紙おむつ支給事業 

委託先   （福）毛呂山町社会福祉協議会   利用者数 １２人   延件数 １３１件   委託料 ５７３，８４５円  

（カ）障害福祉システム変更業務 

     委託先   （株）ＴＫＣ 

     委託料   １，０２８，５００円 

（キ）意思疎通支援事業 

       委託先   （福）埼玉聴覚障害者福祉会 

       延利用件数 １８９件    延派遣者数 １９３人 

    委託料   ２，８３５，０００円（内訳：事務管理費 ５４０，０００円、派遣費用 ２，２９５，０００円） 

  （ク）地域活動支援センター事業 

「地域活動支援センターのぞみ」 平成１８年１０月設置 

坂戸市、日高市、毛呂山町、越生町、鳩山町を構成市町とする広域設置（幹事市町：毛呂山町） 

委託先      （福）埼玉医療福祉会 

       利用登録者数   ８２人（うち毛呂山町４６人）  利用件数  ４，６３５件（うち毛呂山町３，５４６件） 
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委託料      １４，０００，０００円 （うち毛呂山町負担分 ５，９７２，４００円） 

（ケ）入浴サービス事業     利用者数   １人   延件数 ５１件   委託料 ６３７，５００円 

（コ）障害者就労支援センター事業  

「毛呂山町・越生町障害者就労支援センター」 平成２３年４月設置 

    毛呂山町、越生町による広域設置（幹事町：毛呂山町） 

     委託先   （福）毛呂山町社会福祉協議会 

     相談・面談件数  １，６９０件（うち毛呂山町 １，４１２件）  登録者数  １２３人（うち毛呂山町 ９４人）  

就職者数  １６人（うち毛呂山町１２人） 

委託料   ３，９６８，２１２円 （うち毛呂山町負担分 ３，０２６，２８０円） 

（サ）発達支援巡回事業  

委託先   （福）埼玉医療福祉会 

実施回数   １２施設（計１２回）     委託料   ３９６，０００円  

（シ）障害者等相談支援事業  

ａ「入間西障害者相談支援センター」 平成１８年１０月設置 

毛呂山町、越生町、鳩山町を構成町とする広域設置（幹事町：毛呂山町） 

委託先   （福）埼玉医療福祉会 光の家療育センター 

委託料   １０，６００，０００円 （うち毛呂山町負担分 ５，２２６，７００円） 

ｂ「入間西障害者基幹相談支援センター」 平成２６年１０月設置 

日高市、毛呂山町、越生町、鳩山町を構成市町とする広域設置（幹事市町：毛呂山町） 

委託先   （福）埼玉医療福祉会 光の家療育センター 

委託料   ５，３００，０００円 （うち毛呂山町負担分 １，６２２，５００円） 
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（ス）緊急ショートステイ事業 

     委託先   （福）育心会 

     利用者数 １人   利用日数 ２１日    委託料   １１５，５００円 

（セ）福祉タクシー利用補助     交付人数 ６９０人   利用件数 ２，７５８件   補助金額 １，６５７，８００円 

（ソ）障害者自動車運転免許取得費補助    １件   補助金額 １２０，０００円 

（タ）生活ホーム事業費補助         １件   補助金額 ９０１，５５０円 

（チ）障害児（者）生活サポート事業費補助 

       登録団体     １７団体 

       利用登録人数   ２９９人     実利用人数  １０４人     利用延時間  ３，１０７．５時間 

       補助金額     ６，６５５，６２５円 

（ツ）ファックス用紙給付事業補助  利用者数 １人       補助金額 ２，９２０円 

（テ）喫茶事業運営費補助 

       補助事業団体   毛呂山町手をつなぐ親の会 

       補助内容     障害者就労喫茶室（喫茶ゆず）運営補助 

       補助金額     １，５００，０００円 

（ト）移動支援事業補助 

       登録団体数    ２５団体 

利用登録人数   ６２人    実利用人数   ３５人       利用延時間    ２，６３４時間 

       補助金額     ５，２５１，１００円 

（ナ）日中一時支援事業補助 

       登録団体数    １６団体 
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利用登録人数   ２５人    実利用人数    ９人       利用延時間    ３，３５５時間３４分 

 補助金額     ２，８４６，３６３円 

（ニ）共同生活援助事業費補助       １件   補助金額   ２３１，５８３円 

（ヌ）福祉施設等支援金 

   新型コロナウイルス感染症対策を行いながら、福祉サービス等の提供を継続している町内の障害者施設等に対し、事業継続と感染症対

策を支援するための支援金を交付した。 

                 ３４件       ５，５８０，０００円 

（ネ）自立支援医療給付費 

ａ更生医療給付費 

        入 院     ５人      ２６件       ８，１８２，３７８円 

        入院外    １８人     ２０４件      ２０，２２１，３２８円 

        合 計    ２３人     ２３０件      ２８，４０３，７０６円 

ｂ育成医療給付費 

        入 院     ０人       ０件               ０円 

        入院外     １人       １件          ２７，７７４円 

        合 計     １人       １件          ２７，７７４円 

（ノ）補装具費 

       義肢                ３件       １，２５４，５１６円  

       装具                ４件         ２８４，０４１円 

       義眼                １件          ７８，７０５円 

       眼鏡                ２件          ６１，２４７円 
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       座位保持装置            ３件         ６１２，３２８円 

       盲人安全つえ            １件           ５，９７２円 

補聴器              １４件       １，１００，６４６円 

       車いす               ４件       １，２９９，１７５円 

       電動車いす             １件          ４１，６５８円 

        合 計             ３３件       ４，７３８，２８８円 

（ハ）日常生活用具の給付（地域生活支援事業費） 

       自立生活支援用具          ４件         １４９，２１２円 

       在宅療養等支援用具         ８件         ４１６，４８０円 

       情報・意思疎通支援用具       ５件         ７１０，２８０円 

排泄管理支援用具        ８８０件       ８，１５２，４３５円 

居宅生活動作補助用具        １件         ２００，０００円 

        合 計            ８９８件       ９，６２８，４０７円 

（ヒ）更生訓練費    利用者数   １人    補助金額   ５６，１４０円 

（フ）重度心身障害者医療費 

       受給者数   ７７７人     支給件数   １７，８８４件    支給金額   ７２，０７７，４８４円 

（ヘ）在宅重度心身障害者手当 

       受給者数   ３９０人     支給件数    ４，３２９件    支給金額   ２１，６４５，０００円 
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（ホ）介護給付費・訓練等給付費 

 件数 実日数 支給額（円） 

居 宅 介 護 362 2,753 16,003,434 

重 度 訪 問 介 護 0 0 0 

行 動 援 護 9 27 303,704 

重度障害者等包括支援 0 0 0 

同 行 援 護 102 483 3,140,860 

療 養 介 護 171 5,122 45,783,730 

生 活 介 護 920 18,110 186,227,193 

自立訓練（機能訓練） 7 118 753,306 

自立訓練（生活訓練） 80 1,392 11,118,779 

宿 泊 型 自 立 訓 練 63 1,877 9,049,988 

就 労 移 行 支 援 135 2,453 21,547,158 

就労継続支援（Ａ型） 23 323 2,430,328 

就労継続支援（Ｂ型） 858 15,303 103,455,098 

就 労 定 着 支 援 37 74 1,219,940 

短 期 入 所 6 21 185,297 

共 同 生 活 援 助 518 14,861 90,640,823 

施 設 入 所 支 援 491 15,692 47,763,205 

計 画 相 談 支 援 519  7,186,527 

特定障害者特別給付費 921 13,268 9,500,136 

高額障害福祉サービス費 0  0 

合 計 5,222  556,309,506 
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（マ）障害児通所給付費 

 件数 実日数 支給額（円） 

児 童 発 達 支 援 130 1,166 14,287,916 

放課後等デイサービス 892 8,100 70,813,320 

障 害 児 相 談 支 援 107  1,708,252 

高額障害児通所給付費 0  0 

合 計 1,129  86,809,488 

（ミ）療養介護医療給付費   

       国 保     １３人    １５６件    １０，４６０，５９７円 

       社 保      ３人     １４件     １，５２４，２６２円 

       後 期      １人      ２件        ５３，３４０円 

       合 計     １７人    １７２件    １２，０３８，１９９円 

 

ウ 老人福祉費 

在宅生活の継続を目的に、支援を必要とする高齢者に対し、緊急通報システム事業や給食サービス事業などの在宅福祉事業を実施した。 

身体、精神、または環境上の事情、あるいは、経済的理由により、在宅で生活することが困難な高齢者に対し、養護老人ホームへの入所

措置を継続して行った。 

認知症の早期発見・早期診断・早期治療につなげることを目的にスクリーニング検査として認知症検診事業を実施した。 

高齢者の就業機会を確保することを目的に、シルバー人材センターに補助金を交付した。 

令和２年度中に満88歳、満100歳を迎える方および最高齢者に対し、長寿を祝福し、敬老思想の向上を目的に、長寿祝品（現金）を贈呈

した。 
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（ア）生活支援事業 

ａ ねたきり老人等手当支給  720,000円    実利用者 19人  延べ支給件数 144件 

ｂ 介護手当支給        1,440,000円    実利用者 19人  延べ支給件数 144件 

ｃ 緊急通報システム事業 

・実利用者数  108人（うち自己負担10/10 5人、自己負担1/2 84人、自己負担1/4 19人） 

・設置台数   93台（うち自己負担10/10 4台、自己負担1/2 73台、自己負担1/4 16台） ※令和3年3月末現在 

ｄ 給食サービス事業（社協委託） 

 ・実利用者数  126人  延べ配食数 4,738食 

（イ）老人保護措置費委託料 

施 設 名 
入所者数(人) 

措置費(円) 
延人数 ３月末現在 

ひとみ園 12 1 2,703,858 

合   計 12 1 2,703,858 

（ウ）認知症検診事業 

  受診者数    109人（集団検診受診者数 88人、個別検診受診者数 21人） 

（エ）補助金 

シルバー人材センター補助金                 4,500,000円 

介護サービス施設等支援金      36事業所   総支給額      11,800,000円 

（オ）敬老事業 

ａ 長寿祝品                  総支給額      2,060,000円 

満88歳  （@ 10,000円）贈呈者  176人   支給額  1,760,000円 
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満100歳 （@ 30,000円）贈呈者   9人    支給額   270,000円 

最高齢者 （@ 30,000円）贈呈者   1人   支給額    30,000円 

（カ）後期高齢者医療療養給付費負担金            341,436,981円 

（キ）後期高齢者医療特別会計繰出金              16,022,029円 

（ク）後期高齢者医療保険基盤安定繰出金            83,965,677円 

 

エ 国民年金費 

被保険者（第３号被保険者を除く。）からの資格の取得・喪失、種別の変更、免除申請等に関する届出の受理や受給権者からの老齢基礎

年金、障害基礎年金等の裁定の請求その他給付に係る申請等を受理するとともに、広報等により年金制度に関する啓発を行った。 

平成３１年４月１日より次世代育成の観点から国民年金保険料の産前産後期間における免除制度が開始され、申請を受理した。 

   本年度における国民年金事務の概要（令和３年３月３１日現在） 

（ア）拠出制国民年金                                             

ａ 被保険者 

被保険者     ５，９９５人 
第１号被保険者  ４，３５８人 

強制加入者  ４，３１４人 

任意加入者     ４４人 

第３号被保険者  １，６３７人  

付加年金加入者    １６０人  

免 除 者    １，３４５人 

法 定 免 除 者    ７０２人 

申 請 免 除 者    ６４３人 

全 額 免 除    ５５０人 

３／４免除      ５０人 

半 額 免 除     ２７人 

１／４免除      １６人 

５０歳未満納付猶予者 ２０９人   

学生納付特例者    ４９９人 
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ｂ  被保険者の資格事項届事務処理状況 

            第1号被保険者 

資格取得 資格喪失 住所変更 種別変更 法定免除 申請免除 学生特例 付加年金 電子 その他 合  計 

92 16 1 22 76 484 178 27 506 37 1,439 

 取得（新規23・再取得69）  住所変更（住所訂正 1 ） 電子（取得424・喪失14・種別変更68）  

        ｃ  受給権裁定請求等事務処理状況 

  老齢基礎年金         7   寡 婦 年 金        0  特別障害給付金  0      

  障害基礎年金        15   死亡一時金        4    そ の 他 63 

  遺族基礎年金         0   特別一時金        0   合      計 89 

オ 老人福祉施設費 

老人福祉センター山根荘は、社会福祉法人埼玉医療福祉会を指定管理者として管理業務を行った。 

（ア）利用状況  

   

  
施設開館日 延団体数 団 体（人） 個 人（人） 計（人） 一日平均（人） 

有           料 

 人  数   金    額 （円） 

 ４月 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 ５月 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 ６月 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 ７月 ２１ ３０ ３５８ １２１ ４７９ ２３ ０ ０ 

 ８月 ２０ ２７ ２８０ ７３ ３５３ １８ ０ ０ 

 ９月 ２０ ２６ ２４６ ９３ ３３９ １７ ０ ０ 

１０月 ２２ ４１ ４１４ １０５ ５１９ ２４ ０ ０ 

１１月 １９ ４１ ３６１ １１０ ４７１ ２５ ０ ０ 

１２月 ２０ ４２ ４０２ １０６ ５０８ ２５ ０ ０ 
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 １月  ５ ４ ４２ ２３ ６５ １３ ０ ０ 

 ２月 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 ３月 ３ １１ １１６ ９ １２５ ４２ ０ ０ 

 計  １３０ ２２２ ２，２１９ ６４０ ２，８５９ ―  ０ ０ 

平均 １１ １９ １８５ ５３ ２３８ １６  

（イ）老人福祉センター委託料 

ａ 管理運営委託料              34,000,000円 

（ウ）老人クラブ補助金（25団体）           1,416,000円 

 

カ 社会福祉施設費 

・ 福祉会館は、町民の福祉の増進と文化向上を目的に貸館業務を実施した。 

（ア）福祉会館試験事業 

新型コロナウイルス感染拡大により、町内各種イベントが中止となり発表の場がなくなってしまった団体に対して、無観客で演奏等 

の場を提供し、文化芸術活動の推進を目的に、福祉会館試験事業「コロナに負けるな！文化リレー」を実施した。 

出演団体 Ｓクヮルテットオルゴール（サックスアンサンブル）  １団体 

実 施 日 令和２年１２月２６日（土）  

（イ）会館利用状況                     

利 用 区 分 利用回数（回） 利用人数（人） 使 用 料（円） 

ホール １０ ３５０ １４６，２５０ 

楽屋１ ２ ２６ ３，９００ 

楽屋２ ２  ２６ ８，１９０ 

第１会議室 ４７ ４７４ １１９，０００ 
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第２会議室 ５３ ２１５ ７９，８６０ 

第３会議室 １１３ １，３１１ ２８９，５９０ 

相談室 ０ ０ ０ 

第３会議室・相談室 ６ ３１８ ３０，５００ 

第５会議室 ３４ ２９８ ６７，８４０ 

第６会議室 １６９ １，８５３ ３６３，０６０ 

第７会議室 ０ ０ ０ 

第６・７会議室 ４ １６７ １９，２００ 

第８会議室 １６ ９２ ８３，５５０ 

第９会議室 ０ ０ ０ 

第８・第９会議室 ２２ １，２０９ ２１１，３００ 

展示室 ７４ １，４２２ １５，０００ 

附属設備 １５４  ２４２，９２０ 

計 ７０６ ７,７６１ １，６８０，１６０ 

キ 国民健康保険事業費 

  国民健康保険事業に係る人件費を支弁するとともに、国民健康保険特別会計に２２４，８２２，５７１円を繰り出した。 

ク 介護保険事業費 

介護保険事業に係る人件費を支弁するとともに、介護保険特別会計に３３６，５６６，９１７円を繰り出した。 

（２）児童福祉費 

  ア  児童福祉総務費 

・児童の権利保護の観点から、保護や支援を必要とする児童や家庭に対し、民生委員・児童委員、主任児童委員及び児童相談所等の関係

機関と協働し、相談・援助等を実施した。 

・児童虐待の防止、早期発見、早期対応を図るため、児童・教育関係機関、団体等により組織された毛呂山町要保護児童対策地域協議会

を開催し、要保護児童への対応体制の充実と連携の強化を図った。 
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・児童の健康保持と子育て家庭に対する経済的支援として、こども医療費、ひとり親家庭等医療費及び児童手当等の支給を行った。また、

第１子からの出生時及び小学校新入学時に対し、子育て支援金の支給を行った。 

・毛呂山町子ども・子育て会議を開催し、子ども・子育て支援事業計画に基づく施策の実施状況を報告するとともに、毛呂山町の子育て

支援施策について各委員から意見を求めた。 

・毛呂山町立子育て支援センターと子育て支援室において、子育て中の親子が交流する場を提供するとともに子育てに関する情報提供や

相談助言を実施するなど、子育て中の親子に対する支援を行った。また、同様の事業を実施した毛呂山みどり保育園に対して補助金を

交付した。毛呂山町立子育て支援センターでは、子育て中の親子が必要とする子育てサービスを円滑に利用できるよう利用者支援事業

を実施するとともに、保健センターと連携し子育て世代包括支援センターにおいて切れ目のない支援を行った。 

・乳児がいる全ての家庭を保健師や助産師が訪問し、家庭の養育環境や子どもの生育状況、保護者の心身状況等を確認するとともに、育

児不安や悩みに対する相談助言や子育て関連情報等を提供した。 

・一時的な預かりや保育園等への送迎など、子育ての援助を受けたい者と援助を行いたい者の相互援助活動の利用調整等を行うファミリ

ー・サポート・センター事業をＮＰО法人に委託し、地域における子育て環境の充実を図った。 

（ア）こども医療費支給 

区  分 登録者数（人） 支給件数（件） 支給金額（円） 

０歳 １０５ １，６５６ ４，３４５，０７４ 

１歳 １２４ ２，２６９ ３，２８６，７０８ 

２歳 １３４ ２，１０９ ２，５８７，２２６ 

３歳 １４５ １，９８４ ２，４３９，３０６ 

４歳 １６３ ２，５８１ ３，５５７，８５１ 

５歳 ２０４ ２，４９１ ３，５２９，０９７ 

就学前 １５２ １，２４７ １，７８４，９４１ 
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小１ ２１２ ２，５３９ ５，１３８，００４ 

小２ １９１ ２，３０６ ４，５４７，４８３ 

小３ ２０５ ２，４６５ ５，０２７，１９２ 

小４ ２２１ ２，４１２ ４，９６９，１２９ 

小５ ２４９ ２，５４９ ５，４８８，０２４ 

小６ ２１３ ２，１２８ ４，４００，３３１ 

中１ ２５４ ２，２６８ ５，００９，８３２ 

中２ ２６９ ２，２４７ ５，４１３，７０３ 

中３ ２５９ ２，１６１ ５，２００，２５７ 

計 ３，１００ ３５，４１２ ６６，７２４，１５８ 

（イ）ひとり親家庭等医療費支給 

区  分 登録者数（人） 受給者数（人） 支給件数（件） 支給金額（円） 

父母等 ２６８ ２１６ ２，０６４ ５，７１４，８３９ 

児 童 １２３ １０３ ３６２ ６９９，６４９ 

計 ３９１ ３１９ ２，４２６ ６，４１４，４８８ 

  （ウ）未熟児養育医療給付 

     支給対象者   ８人    支給額 １，３４４，３５７円 

 （エ）児童扶養手当 

     受給権者  ２６８人    新規、転入取扱件数 ３６件  諸届取扱件数 １１７件 

  （オ）特別児童扶養手当 

     受給権者   ６８人    新規、転入取扱件数 ６件  諸届取扱件数 １８件 
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（カ）短期入所生活援助事業 

     委託契約先 （福）児童養護施設 神愛ホーム    

委託料 ５１６，５００円（うち新型コロナウイルス感染症対策事業費 ５００，０００円） 

     利用者 １名    利用日数 延べ３日間 

（キ）第３子出産祝金支給事業 

 支給件数 １件 （第３子 １件）  支給額 １００，０００円 

（ク）もろっ子はぐくみ応援金支給事業 

支給件数 ２２７件 （出生児童 ５０件、小学校新入学児童 １７７件）  支給額 ４，７７０，０００円 

（ケ）子育て世帯への臨時特別給付金支給事業（新型コロナウイルス感染症対策補助事業） 

新型コロナウイルス感染症対策事業として、児童手当を受給する世帯のうち支給対象児童３，１９３人に、臨時特別給付金を支給した。

給付金支給総額３１，９３０，０００円 

（コ）ひとり親家庭等への臨時特別給付金支給事業（新型コロナウイルス感染症対策補助事業） 

新型コロナウイルス感染症対策事業として、ひとり親家庭等の医療費を受給する対象世帯２７６件に対し、臨時特別給付金を給付した。

給付金支給総額１３，８００，０００円 

  （サ）乳児家庭全戸訪問事業 

実 施 主 体 等 訪 問 件 数 事 業 費 

保健センター １０１件 415,333円 

（シ）地域子育て支援拠点事業 

   ａ 利用状況 

     新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、子育て支援センター（ゆずの里保育園）及び子育て支援室は４月８日から５月３１日まで 

の期間、臨時閉所とした。また子育て支援センター（毛呂山みどり保育園）は４月１日から６月１４日までの期間、臨時閉所とした。                                               
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名称 開所日数 
１日あたり平均利用者数 延べ利用者数 

親 子 合計 親 子 合計 

子育て支援センター（ゆずの里保育園） ２０９日 ８．１人 ９．７人 １７．９人 １，７０３人 ２，０３６人 ３，７３９人 

子育て支援センター（毛呂山みどり保育園） １８６日 ２．２人 ３．０人 ５．２人 ４１６人 ５５３人 ９６９人 

子育て支援室 １２６日 ３．０人 ３．５人 ６．５人 ３７６人 ４４３人 ８１９人 

   ｂ 子育て支援センター（ゆずの里保育園）整備事業 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止の為、壁掛扇風機を設置した。 

工事名 請負金額 請負業者 

壁掛け扇風機取付工事 ２２０，０００円 （株）光亜電気 

 ｃ 新型コロナウイルス感染症対策 

   国や県の補助金を活用して新型コロナウイルス感染症対策として、子育て支援センター（ゆずの里保育園）及び子育て支援室に、空気 

清浄機などを購入した。また子育て支援センター（毛呂山みどり保育園）に、新型コロナウイルス感染症予防対策のための補助金を交付 

した。 

（ス）ファミリー・サポート・センター事業                                               

委託事業所 利用会員数 サポート会員数 両方会員数 延べ利用回数 

ＮＰＯ法人 病児保育を作る会 

緊急サポートセンター 埼玉 
１３５人 ３５人 １人 ２２回 

イ 児童措置費 

次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支援するために、児童手当の支給を行った。 

区     分 月  額 支 給 件 数 支 給 金 額 

児 童 手 当 

１５，０００円 ８，０１６件 １２０，２４０，０００円 

１０，０００円 ２６，１９７件 ２６１，９７０，０００円 

５，０００円 １，４２２件 ７，１１０，０００円 
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合        計 ３５，６３５件 ３８９，３２０，０００円 

ウ 保育所費 

認可保育所、認定こども園（幼稚園部分を含む）及び小規模保育事業を実施する施設への入所を希望する教育・保育を必要とする子ども

に対し、町内９施設、町外１４施設に入所手続きを行った。民間保育所等に対しては子ども・子育て支援法の規定により施設型給付費等（運

営費）を支弁し、管外公立保育所等に対しては所在市町村へ支弁した。さらに民間保育所等育成費補助金交付要綱に基づき別途補助金を交

付した。また、幼児教育・保育無償化の対象となった幼稚園や認可外保育施設に対して施設等利用費を支弁した。 

（ア）町立保育園実施事業 

      ａ  障害児保育の実施 

          障害児と健常児とのふれあいにより、互いの理解と心の成長を図るため障害児保育を実施した。 

      ｂ  お年寄りとの交流会 

          例年は保育園の運動会に招待していたが、新型コロナウイルス感染症の予防のため、交流事業は中止とした。 

     ｃ  園庭開放・ふれあい保育の実施 

          未就園児の親子が気軽に立ち寄って遊べる場、雰囲気を味わえる場を提供するため、園庭開放を実施した。 

また、新型コロナウイルス感染症予防のため､ふれあい保育事業は中止とした。 

       ｄ  小学生との交流会 

          例年は年長児が小学校に行き、１年生との交流を図っていたが、新型コロナウイルス感染症の予防のため中止とした。 

     ｅ 一日保育士体験 

      例年は保護者を対象に一日保育士体験を実施していたが、新型コロナウイルス感染症の予防のため中止とした。 

     ｆ 病後児保育の実施 

病後等の回復期において家庭での保育が困難な場合に、看護師の付き添いのもと専用の保育室で保育を行う病後児保育を、ゆずの里

保育園で実施し、延べ２１人が利用した。 
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     ｇ 一時預かり保育の実施 

保護者の就労・疾病等の理由により一時的に家庭での保育が困難な場合や、育児に伴う心理的・身体的な負担を解消するため、一時

的に保育園で保育を行う一時預かり保育をゆずの里保育園で実施し、延べ６２６人が利用した。 

    ｈ 給食放射能検査 

      町立保育園で提供する給食の安全を確保するため、年間３回放射能検査を実施した。 

    ｉ 新型コロナウイルス感染症対策 

      国や県の補助金を活用して新型コロナウイルス感染症対策として、町立保育園に空気清浄機などを購入した。 

（イ）教育・保育を提供した児童数及び支弁額 

ａ 管内入所 

施 設 名 利用定員(人) 年間入所児童数(人)  支 弁 額（円） 備    考 

旭台保育園 ９０ ６６３   

ゆずの里保育園 ７５ ７９２   

養光保育園 ２４ １１８ １１，６９６，４５０  

あけぼの幼児園 １１０ １，３０９ １０４，７７９，７５０  

毛呂山みどり保育園 １００ １，２４１ １０８，２４６，２５０  

ながせ保育園 ４０ ４０５ ６６，６９４，３６０  

ときわぎこども園 １７１ １，６７７ １０８，４９６，５２７ 幼保連携型認定こども園（幼稚園部含む） 

毛呂山愛仕幼稚園 ５０ ４２８ ４２，４６５，５００ 幼保連携型認定こども園（幼稚園部含む） 

こひつじ愛児園 １５ ７０ １２，４４７，８６０ 小規模保育施設（平成２７年１１月～） 

合    計 ６７５ ６，７０３ ４５４，８２６，６９７  

ｂ  管外受託 

施 設 名 利用定員(人) 年間受託児童数(人)  管外受託収入（円） 備    考 

旭台保育園 ９０ ０ ０  
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ゆずの里保育園 ７５ ０ ０  

養光保育園 ２４ ２９   

あけぼの幼児園 １１０ １２   

毛呂山みどり保育園 １００ ２４   

ながせ保育園 ４０ ２１   

ときわぎこども園 １７１ ９１  幼保連携型認定こども園（幼稚園部含む） 

毛呂山愛仕幼稚園 ５０ ５６  幼保連携型認定こども園（幼稚園部含む） 

こひつじ愛児園 １５ ０  小規模保育施設（平成２７年１１月～） 

合    計 ６７５ ２３３ ０  

ｃ  管外委託 

施 設 名 年間委託児童数(人)  支 弁 額（円） 備    考 

神明町保育園（川越市） ３ １３９，５２０ 公立 

すぎのこ保育園（飯能市） １６ １，９５１，４２０  

つるがしま白百合幼稚園（鶴ヶ島市） １２ ５６０，８９０  

第二はちの巣保育園（鶴ヶ島市） ５ ４１９，８２０  

かもめ保育園（鶴ヶ島市） １ ７５，４９０  

メルヘン保育園（鶴ヶ島市） ９ １，７６０，２３０  

かぴら幼稚園（坂戸市） ３９７ ２８，１３７，８５８  

ひばり保育園（鳩山町） ７２ ４，２９４，９４０  

ひばりゆりかご保育園（鳩山町） ４ ５９６，０８０  

ひまわり保育ルーム（鳩山町） １２ ２，３０４，２４０  

越生みどり幼稚園（越生町） ６４ ５，６４６，９４２  

ひかりの村こども園（ときがわ町） ３４ ２，０６９，２８０  

はなぞの保育園（ときがわ町） ７ ３１１，８９０  

わかたけかなえ保育園（板橋区） ２ ２４７，８６０  

合   計 ６３８ ４８，５１６，４６０  
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（ウ）民間保育所等育成事業                                             （単位：円） 

      補助金名 

 

施設名 

1歳児担当保 

育士雇用費 

乳児途中入

所促進事業

費 

アレルギー対

応給食提供事

業費 

日本スポーツ

振興センター

費 
保育充実費 

延長保育 

事 業 費 

一時預かり 

事 業 費 

新型コロナ

対策事業費 

幼稚園教諭

免許状取得

促進事業 

合計 

養光保育園 

（毛呂山町） 
   1,485 236,000 300,000  189,000  726,485 

あけぼの幼児園 

（毛呂山町） 
2,300,000 240,000  15,525 2,618,000 300,000  676,000  6,149,525 

毛呂山みどり保育園 

（毛呂山町） 
3,680,000 240,000 600,000 14,230 2,482,000 600,000  779,000  8,395,230 

ながせ保育園 

（毛呂山町） 
3,040,000 720,000 300,000 5,130 810,000 300,000  974,000  6,149,130 

ときわぎこども園 

（毛呂山町） 
2,400,000   15,015 3,354,000  1,334,460 958,000  8,061,475 

毛呂山愛仕幼稚園 

（毛呂山町） 
   3,885 856,000  1,537,510  35,000 2,432,395 

こひつじ愛児園 

（毛呂山町） 
720,000   1,135 140,000 600,000 523,200 1,000,000  2,984,335 

保育園めぐみ(認可外) 

（毛呂山町） 
       1,000,000  1,000,000 

託児所ひまわり(認可外) 

（毛呂山町） 
       241,000  241,000 
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すぎのこ保育園 

（飯能市） 
    32,000     32,000 

つるがしま白百合幼稚園

（鶴ヶ島市） 
   85 24,000  128,850   152,935 

第二はちの巣保育園 

（鶴ヶ島市） 
    10,000     10,000 

メルヘン保育園 

（鶴ヶ島市） 
    18,000     18,000 

かぴら幼稚園 

（坂戸市） 
   4,260 794,000  636,200   1,434,460 

ひばり保育園 

（鳩山町） 
240,000   810 144,000     384,810 

ひばりゆりかご保育園

（鳩山町） 
80,000    8,000     88,000 

ひまわり保育ルーム 

（鳩山町） 
   135 24,000     24,135 

越生みどり幼稚園 

（越生町） 
   675 128,000  33,060   161,735 

ひかりの村こども園 

（ときがわ町） 
   315 68,000  216,000   284,315 

はなぞの保育園 

（ときがわ町） 
    14,000     14,000 
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合    計 12,460,000 1,200,000 900,000 62,685 11,760,000 2,100,000 4,409,280 5,817,000 35,000 38,743,965 

 

（エ）保育園整備事業 

ａ 保育園施設修繕事業 

主な施設修繕工事名 工事概要 請負金額（円） 工事請負業者 

浄化槽修繕工事 旭台保育園（合併浄化槽ろ材浮上修繕） ２５９，６００ (有)新東 

厨房用立形自在水栓交換修繕工事 旭台保育園（厨房用立形自在水栓交換） ８５，２５０ (有)厚目設備 

園児教室床補修塗装工事 旭台保育園（５歳児組床補修塗装） ７６，９４１ 新井塗装工業 

幼児トイレ修繕工事 ゆずの里保育園（洗浄管、スパッド交換工5カ所） ９２，４００ (有)厚目設備 

b 保育園施設整備事業 

主な施設整備工事名 工事概要 請負金額（円） 工事請負業者 

壁掛扇風機取付工事 ゆずの里保育園（一時病後児保育室扇風機設置） １３０，９００ (株)光亜電気 

 

（オ）施設等利用費を支弁した児童数及び支弁額 

施 設 名 年間利用児童数(人)  支 弁 額（円） 備    考 

ながせ幼稚園（毛呂山町） ９９９ ２８，６８６，９５０  

ときわぎこども園（毛呂山町） ６３ ２８８，９００ 認定こども園 

保育園めぐみ（毛呂山町） ６６ １，４４０，６００ 認可外保育園 

川越白ゆり幼稚園（川越市） １２ ３２３，２５０  

坂戸ひまわり幼稚園（坂戸市） ２４ ６７６，０００  

入西幼稚園（坂戸市） １２ ３０８，４００  

大家幼稚園（坂戸市） ６０ １，７１３，４００  
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坂戸カオル幼稚園（坂戸市） ８ １７７，５００  

子どもの夢保育園南口ネクスト（坂戸市） ６ ２４３，３００ 認可外保育園 

つくし幼稚園（鶴ヶ島市） １２ ３００，０００  

かみひろや幼稚園（鶴ヶ島市） １２ ３０８，４００  

つるがしま白百合幼稚園（鶴ヶ島市） １２ １０５，３００ 認定こども園 

飯能幼稚園（飯能市） １２ ２９９，４００  

さやまが丘幼稚園（日高市） １２ ３０８，６００  

とねがわ幼稚園（川島町） １２ ２４０，０００  

越生みどり幼稚園（越生町） ２ １，８００  

合   計 １，３２４ ３５，４２１，８００  

（カ）給食副食費補助金（新型コロナウイルス感染症対策補助事業） 

   新型コロナウイルス感染症対策事業として、保育施設等および幼稚園に通う３歳以上の給食副食費について、６月から１１月までの６

か月間、施設に町が補助することで、対象児童１，６０５名の副食費総額６，０１８，１９９円分の負担軽減を図った。 

 

エ  児童館費 

児童館は、児童福祉法に基づく施設で、児童に健全な遊びを与え、個別的または集団的に指導して、児童の健康を増進し、情操を豊かに

することを目的に事業運営を行った。 

（ア）児童館利用状況                                                                                （単位：人） 

   新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和２年４月１日から５月３１日及び令和３年１月９日から２月１５日までの期間、臨時 

休館とした。 
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  4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 

利 用 者 数   0 0 381 371 333 380 328 255 355 75 27 218 2,723 

  幼  児 0 0 19 28 30 81 90 63 51 10 27 66 465 

  川角小 0 0 91 124 108 110 64 44 63 12 0 46 662 

内 光山小 0 0 254 200 159 175 164 143 234 50 0 85 1,464 

  毛呂山小 0 0 1 7 3 5 4 0 1 0 0 5 26 

  泉野小 0 0 2 2 1 3 0 0 0 0 0 0 8 

訳 川角中 0 0 10 2 29 4 0 1 6 1 0 15 68 

  毛呂山中 0 0 3 2 0 1 0 0 0 0 0 0 6 

  その他 0 0 1 6 3 1 6 4 0 2 0 1 24 

（イ）幼児クラブの実施 

３歳、４歳児と保護者を対象に、体操・工作・体育あそび等を行った。年２回開催し、１回目は火曜コースで７回、２回目は金曜コー

スで５回実施し、延べ１５組７２人が参加した。 

（ウ）ぴょんぴょん広場の実施 

２歳前後の幼児と保護者を対象に、体操・工作・体育あそび、クリスマス会等を行った。年２１回実施し、延べ９９人が参加した。 

（エ）こどもの日開館事業 

         例年は小学生を対象に、こどもの日に開館しイベントを実施していたが、緊急事態宣言の発令に伴う休館の為実施せず。 

（オ）児童館まつり 

例年は幼児・小学生を対象に各種ゲームやイベントを実施していたが、新型コロナウイルス感染症の予防のため中止とした。 

（カ）小学生対象事業の実施 

小学生を対象に年７回実施し、スライム作り、プラ板キーホルダー作り、風船バレーボール、キャタピラ遊び等を行い、延べ１００人

が参加した。 
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（キ）児童館整備事業 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止の為、手洗い場を増設した。 

工事名 請負金額 請負業者 

毛呂山町児童館施設外手洗い所設置工事 ７９２，０００円 （有）吉倉設備工業 

（ク）新型コロナウイルス感染症対策 

   県の補助金を活用して新型コロナウイルス感染症対策として、空気清浄機などを購入した。 

オ 学童保育所費 

放課後、保護者が家庭にいない児童の健全な育成を図るため、特定非営利活動法人毛呂山町学童保育の会に委託し学童保育所の運営を行

った。 

（ア）年間利用状況                                              （単位  日・人） 

 岩井第一学童保育所 岩井第二学童保育所 光山学童保育所 泉野学童保育所 川角第一学童保育所 川角第二学童保育所 

開所日 
開 所 

日 数 

延利用 

人 数 

１日平

均利用

人数 

開 所 

日 数 

延利用 

人 数 

１日平

均利用

人数 

開 所 

日 数 

延利用 

人 数 

１日平

均利用

人数 

開 所 

日 数 

延利用 

人 数 

１日平

均利用

人数 

開 所 

日 数 

延利用 

人 数 

１日平

均利用

人数 

開 所 

日 数 

延利用 

人 数 

１日平

均利用

人数 

月～金 240 5,604 23 240 6,837 28 240 7,899 33 240 10,788 45 240 6,860 29 240 5,912 25 

土 41 37 1 41 91 2 41 316 8 41 279 7 41 44 1 41 101 2 

計 281 5,641 20 281 6,928 25 281 8,215 29 281 11,067 39 281 6,904 25 281 6013 21 

  （イ）放課後児童健全育成事業 

児童福祉法の趣旨に基づき放課後児童の健全な育成を図るため、特定非営利活動法人毛呂山町学童保育の会と委託契約を締結し、放課

後児童健全育成事業の実施等に必要な経費として委託費を交付した。        

委託料 ２９，４２７，０００円（うち新型コロナウイルス感染症対策事業費１１，７２７，０００円） 



- 106 - 
 

４ 衛生費における施策の成果 

（１）保健衛生費 

保健センターでは、健康診査・保健指導や各種がん検診、健康教育、健康相談、家庭訪問、予防接種、健康マイレージなど様々な事

業を通して、町民の疾病予防と健康増進についての働きかけを行った。特に、精神疾患で相談のあった方や健全な発育発達の支援を必

要とする妊産婦や乳幼児などに対しては、訪問指導や個別相談を行い、健康の維持増進、利用可能な保健福祉サービスの調整に努めた。

啓発活動については、広報紙や各種事業を通じて、日常生活での注意点などをお知らせした。 

さらに、少子化対策の一環として不妊治療費助成事業と不妊治療に係る検査費用等助成事業を実施した。子どもの健やかな成長と子

育てを支援していくため、子育て世代包括支援センターにおいて、妊娠期から子育て期に関する相談支援を実施した。 

 また、国の方針に基づく風しんの追加的対策を実施したほか、１０月からはロタウイルスワクチンの定期接種化に伴い予防接種費用

を全額公費負担とした。 

 休日や夜間の救急医療体制の整備については、地元医師会による在宅当番医制事業と広域による病院群輪番制病院運営事業を実施し

た。 

新型コロナウイルス感染対策として、コロナ禍における季節性インフルエンザの感染拡大を防止するため、６５歳以上の高齢者など

を対象に全額公費負担で接種を実施した。また、地方創生臨時交付金を活用し、病院等への支援金を交付したほか、手指消毒液等を購

入し、公共施設等へ配布することにより新型コロナウイルスの感染拡大防止に努めた。 

また、新型コロナウイルスワクチン接種については、ワクチン接種が開始されることに伴い、新型コロナウイルスワクチン接種係を

新設し、町民に対してワクチン接種を実施するための体制を整備した。 

ア 保健衛生総務費 

（ア）妊婦健康診査 

妊娠中の異常を早期に発見し、適切な保健指導を行うため、健康診査を実施し、妊産婦死亡、新生児・乳児死亡、異常児出生等

の防止と妊婦・乳児の疾病、障害等の早期発見に努めた。 
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妊婦健康診査名 実施人数（人） 妊婦健康診査名 実施人数（人） 

妊婦一般健康診査（１回目） １１８ 妊婦一般健康診査（２回目） １１３ 

妊婦一般健康診査（３回目） １１８ 妊婦一般健康診査（４回目） １１６ 

妊婦一般健康診査（５回目） １１５ 妊婦一般健康診査（６回目） １１１ 

妊婦一般健康診査（７回目） １１３ 妊婦一般健康診査（８回目） １０８ 

妊婦一般健康診査（９回目） １０６ 妊婦一般健康診査（10回目） １０８ 

妊婦一般健康診査（11回目）   ９１ 妊婦一般健康診査（12回目）   ８２ 

妊婦一般健康診査（13回目）  ７９ 妊婦一般健康診査（14回目）  ５２ 

子 宮 頸 が ん 検 診 １１８ 超 音 波 検 査 ４１９ 

Ｈ Ｉ Ｖ 抗 体 検 査 １１８ ＨＴＬＶ－１抗体検査 １１８ 

ク ラ ミ ジ ア 検 査 １１８   

（イ）乳幼児健康診査 

乳幼児の病気の予防と早期発見、および健康の保持・増進を目的として、各種乳幼児健康診査を実施した。 

乳幼児健康診査名 実施回数（回） 実施人数（人） 

４か月児健康診査 １１ １０９ 

１０か月児健康診査 １１ １２２ 

１歳６か月児健康診査 １０ １１６ 

３ 歳 児 健 康 診 査 １０ １４８ 

計 ４２ ４９５ 

（ウ）パパママ教室 

妊婦やパートナーなどに対し、妊娠・出産・育児に必要な情報や知識を提供し、安心して健康な子どもが出産できるよう、また、

仲間づくりを目的として開催した。 

      開催回数 １回   延 ２日間   受講者 １８人   延 ２３人 
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（エ）育児離乳食相談 

乳幼児健康相談や栄養指導（離乳食等）を行い、母親の育児不安の軽減や心配ごとの解消に努め、母親が自信と主体性をもって

育児ができるように育児離乳食相談を実施し、子育て支援の強化を図った。 

      開催回数 ３回   相談人数 １６人   離乳食受講者 １６人 

（オ）乳幼児教室 

乳幼児健康診査の結果、要経過観察と判定された乳幼児に対し、親子の遊びを中心とした集団指導を行い、心身の健全な発達の

助長を促すとともに、母親の乳幼児に対する対応の仕方等の相談に応じ、指導を行った。 

      開催回数 １５回   受講者 延８５組（１８０人） 

（カ）子どもの発育発達相談 

発育発達に何らかの問題が疑われる児に対し、医師や言語聴覚士、臨床心理士による個別の相談指導を実施した。 

      実施回数 ７回   相談人数 ５１人（診察 ５１人  言語 ２４人  心理 ５１人） 

（キ）２歳児歯科健診 

２歳児を対象に歯科健診を行い、その保護者に対して、正しい歯の磨き方や栄養及び健康に関する指導を行い虫歯予防を図った。 

      開催回数 ４回   受診者 １１４人   栄養個別相談者 １人   フッ化物塗布は実施せず 

  （ク）ブックスタート 

子どものすこやかな成長と子育て支援を目的として、１０か月児健康診査時にブックスタートを実施した。 

      実施人数 １２５組（２５０人） 

  （ケ）妊娠の届出 

妊娠の届出時に、母子健康手帳、妊婦健康診査助成券、子育てサポートプランを渡すとともに、アンケートを実施して妊婦の身

体的・精神的・社会的状況について把握し、必要に応じて面談を行った。 

 母子手帳交付  １２０人 
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 （コ）マタニティママコール 

妊娠後期の妊婦へ助産師等が電話し、母体の健康状態・健診受診状況、里帰りの有無や出産準備のこと、また心配や不安がない

か確認し、必要な相談支援を行った。 

     実施件数 ８１件 

（サ）健康相談（母子保健） 

母子保健事業の一環として、発育・栄養等に関する健康相談を実施した。 

      電話相談 延 １，６７９人   来所相談 延 ２５６人 

  （シ）献血 

町民及び町内事業所を対象に、町内７ヶ所において１４回実施した。 

     ２００ml 献血 ６５人   ４００ml 献血 ３６７人  

血液型別 Ａ型 Ｏ型 Ｂ型 ＡＢ型 計 

実施人数 １４８人 １３４人 ９８人 ５２人 ４３２人 

（ス）施設の維持管理 

   保健センター空調設備改善工事設計業務委託 

   履行期間 令和２年１０月１４日～令和３年３月１５日   委託料 １，６２８，０００円 

（セ）新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業に伴うシステム改修 

   新型コロナウイルスワクチン接種に係る接種券の発行のため、システム改修を行った。 

      健康管理システム改修委託料  １，１７１，５００円 

（ソ）不妊治療費助成事業・不妊検査費助成事業 

少子化対策の一環として、埼玉県不妊治療費助成事業に町独自の助成を上乗せする形で助成することにより、夫婦の経済的な負担

を軽減し、妊娠・出産に至る確率をより高めることを目的として実施した。 
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      実人数  女 ５人  男 ０人   延件数 ７件 

    不妊治療に係る検査費用の助成を実施した。 

      実施件数 ６件 

 

  イ 予防費 

（ア）保健事業と介護予防の一体的実施 

高齢者保健事業として個別的支援を実施した。   実人数 １３人  延べ人数１９人 

（イ）特定健康診査 

糖尿病等の生活習慣病、とりわけ内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）の該当者・予備群を減少させるため、保健指導

を必要とする人を的確に抽出することを目的として健診を実施した。 

      集団健診  実施回数 １７回   受診者 １，６６０人 

      個別健診             受診者   ５６３人 

（ウ）後期高齢者健康診査 

糖尿病等の生活習慣病を早期発見するとともに、健康管理についての認識と自覚の高揚を目的に健診を実施した。 

個別健診受診者 １，１４０人 

  （エ）特定保健指導 

健診結果に基づき自らの健康状態を認識した上で、代謝等の身体のメカニズムと生活習慣（食習慣や運動習慣等）との関係を     

理解し、生活習慣の改善を自らが選択し、行動変容に結びつけられることを目的として保健指導を実施した。 

      動機づけ支援  実施回数 ２３５回   参加者 延 ２３５人 

      積極的支援   実施回数  ４９回   参加者 延  ４９人 
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（オ）肝炎ウイルス検診 

満４０才以上（今年度４０才になる人を含む）で過去に肝炎ウイルス検査を受けたことがない人を対象に、肝炎（Ｂ型肝炎・Ｃ

型肝炎）による健康被害を回避し、症状を軽減して進行を遅延させることを目的に実施した。 

      実施回数 ６回   受診者 １６５人 

  （カ）予防接種 

定期予防接種 

予防接種名 実施人数（回） 予防接種名 実施人数（回） 

不 活 化 ポ リ オ  ０ Ｂ Ｃ Ｇ   １１２ 

四種混合（ＤＰＴ‐ＩＰＶ） ４６１ 二 種 混 合 （ Ｄ Ｔ ）   ２２０ 

麻しん・風しん混合（ＭＲ） ２８９ 日   本   脳   炎   ８７３ 

み ず ぼ う そ う ２３８ ヒ ブ ワ ク チ ン   ４６７ 

小児用肺炎球菌ワクチン ４６３ 子宮頸がん予防ワクチン     ３８ 

Ｂ 型 肝 炎 ３４２ 肺 炎 球 菌 （ 高 齢 者 ） ２０６ 

高齢者インフルエン ザ ７，０１０ ロ タ （ １ 価 ） １８ 

ロ タ （ ５ 価 ） ８９   

定期予防接種計（回 ） １０，８２６ 

任意予防接種 

予防接種名 実施人数（回） 予防接種名 実施人数（回） 

ロ タ （ １ 価 ） ３３ ロ タ （ ５ 価 ） １４５ 

お た ふ く １６６ Ｂ 型 肝 炎   ５ 

肺 炎 球 菌 （ 高 齢 者 ） １３９ 子どもインフルエンザ ２，３４６ 

風 し ん （ 成 人 ） ０ 麻しん・風しん混合（成人） ５ 

任意予防接種計（回 ） ２，８３９ 
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（キ） 風しんの追加的対策 

 実施人数（回） 

風しん抗体検査 ４３５ 

風しん予防接種（麻しん・風しん混合）  ４８ 

  （ク） がん検診 

検  診  名 実施日数（日） 受診人数（人） 要精検者（人） 

胃 が ん ９ ６４８ 
 
 

 ５０ 

乳 が ん  ７   ４８３  ４１ 

子 宮 頸 が ん  ７   ４５６   ５ 

肺 
が 
ん 

Ⅹ線撮影 １６ １，５０４  ３５ 

喀痰検査 １６    ２０   ０ 

大 腸 が ん 受付２０（回収３６） ２，０５３ １４４ 

計 ７５ ５，１６４ ２７５ 

（ケ）歯周病検診 

２０歳以上の町民を対象に歯周病検診を実施し、喪失歯の抑制を図るとともに、歯周病疾患の早期発見、早期治療に努めた。 

      開催回数 １回   受診者 １１人 

  （コ）健康相談（成人） 

心身の健康に関する個別相談に応じ、必要な指導及び助言を行った。 

事 業 名 開 催 回 数（回） 参 加 人 数（人） 

重 点 健 康 相 談  ０  ０ 

総 合 健 康 相 談   ９ ３２ 

計  ９ ３２ 

     随時の健康相談（電話や来所等）２８件、随時の栄養相談（電話や来所等）１１件 
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  （サ）健康教育・栄養教育 

生活習慣病の予防、健康増進等、健康に関する正しい知識の普及を図るため実施した。 

事    業    名 開 催 回 数（回） 参 加 人 数（人） 

が ん 予 防 教 室  １    １８ 

生 活 習 慣 病 予 防 教 室  ６    ６９ 

歯 周 病 予 防 教 室  ※ １ ２ ２４ 

健 康 運 動 教 室  ２    １７ 

 

そ の 他 ７   ６０８ 

ふれあいいきいきサロン  ０    ０ 

乳がん検診自己検診法指導

自 己 検 診 法

指導 

７   ６０８ 

計 １８ ７３６ 

※１ 生活習慣病予防教室と同日開催 

（シ）精神保健事業 

・精神障害者が地域で安定した生活を送り、社会復帰ができるように支援するとともに、家族や地域の人が疾病について正しく理

解するための事業を行った。 

      ソーシャルクラブ  開催回数 １０回   参加者  １８人 

      精神に関する相談（電話や来所等）         ７２７件 

    ・自殺対策及び町民のこころの健康づくりのための相談事業を実施した。 

      こころの健康相談  開催回数 ４回    相談件数 ６件 

（ス）訪問指導  

乳幼児から成人まで保健師による訪問指導を行い、住民に密着した保健活動を実施した。 
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家  庭  訪  問  (延人数) 

精神障害 心身障害 生活習慣病 その他の疾患 妊産婦 乳幼児 その他 計 

８２ ０ ０ ０ １５６※1 １７３ １６４※2 ５７５ 

※1 ･･･ 乳児家庭全戸訪問事業の家庭訪問数１０１件を含む。 

※2 ･･･ 小学生から２０歳未満の子ども、産後１年以上たった親、その他家族の数の合計である。 

  （セ）健康マイレージ事業 

２０歳以上を対象に、町民の健康増進に対する意識高揚と地元経済の活性化を目的として、健康づくりの努力に対してポイント

を付与して、２０ポイント毎に毛呂山町共通商品券を贈呈した。 

      申込者数 ９１人（累計２，５０７人）   特典引換者数 ８５人 

（ソ）骨密度検診 

４０歳から７０歳（今年度年齢到達）の女性うち、５歳刻みの年齢に該当する人を対象に、骨粗鬆症の早期発見・早期治療を促

すことを目的として実施した。 

      開催回数 １回   受診者 ８９人 

  （タ）新型コロナウイルスワクチン接種体制整備事業 

新型コロナウイルスワクチン接種に係る予約受付システムの運用、及び町民からの問い合わせに対応するためのコールセンター

業務運用を外部委託し、接種体制の整備を行った。 

新型コロナウイルスワクチン接種予約システム・コールセンター運用業務委託料 ４，４１８，３１５円 

（チ）医療機関支援事業 

感染症指定医療機関として、新型コロナウイルス感染症患者の医療等の機能を担う町内にある医療機関を支援することを目的に交付金 

を交付した。 
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区    分 病院数 基準額（円） 交付額（円） 

新型コロナウイルス感染症指定医療機関 １ ２０，０００，０００ ２０，０００，０００ 

（ツ）病院等支援事業 

   新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けている町内の病院等に対して、感染症対策の支援として支援金を交付した。 

区    分 病院数 基準額（円） 交付額（円） 

一般診療所 １４ ４００，０００ ５，６００，０００ 

歯科診療所 １４ ４００，０００ ５，６００，０００ 

入院施設のある病院 301～400床 １ ４，０００，０００ ４，０００，０００ 

入院施設のある病院 501床以上 ２ ６，０００，０００ １２，０００，０００ 

合    計 ３１  ２７，２００，０００ 

 

ウ 環境衛生費 

集団資源回収事業や家庭用生ごみ処理機器補助金制度により、ごみの減量化に積極的に取り組むとともに、電気自動車用急速充電器の設

置による地球温暖化防止を推進した。 

また、美化活動の一環として、各団体や組織が自主的に実施する清掃活動を支援した。 

さらに、不法投棄防止パトロールを実施して定期的な監視や不法投棄物の撤去を行い、環境保全に努めるとともに、浄化槽設置整備補助

事業の推進により生活排水による水質汚濁の防止に努めた。 

狂犬病予防法に基づく犬の予防注射について、獣医師と協定を締結し、その場で注射済票の交付を受けられるよう町民の利便性を図り、

公衆衛生の向上に努めた。  

  （ア）集団資源回収事業 

集団資源回収事業報償金交付要綱及び集団資源回収取扱報償金交付要綱に基づき、日常生活から排出される廃棄物の中で再利用できる

資源を回収した団体及び取扱業者に対し報償金を交付し、再生利用の普及に努めた。 
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    ａ 登録団体数 ５２団体（実施団体数 延べ７６団体）    報償金額 １，４６５，０３２円 

紙       類           ２０９，３７０kg 

布       類             ３，３６０kg 

カ レ ッ ト            １３，５７２kg 

ア   ル   ミ             ６，０９９kg 

金   属   類 １１，４６０kg 

合       計 ２４３，８６１kg 

生 き ビ ン               ３１１本 

    ｂ 報償金取扱業者  １業者  報償金額 １６５，８７６円 

金   属   類             １１，４６０kg 

カ  レ  ッ  ト             １３，５７２kg 

合      計 ２５，０３２kg 

（イ）清掃活動 

    例年、５月と１０月の年２回を「清掃の日」と定め、各行政区内の沿道及び道路側溝の清掃を実施していたが、新型コロナウイルス感

染拡大防止のため中止とした。 

（ウ）観光地等における美化活動 

     各地区及び団体等の有志による観光地の清掃美化活動を実施し、不法投棄されたごみの撤去を行い環境の保全に努めた。 

実施団体名 実施月日 実施場所 
参加人

員 
撤去物及び撤去量 

鎌北地区 ５月２４日(日) 
鎌北湖第２駐車場からハイキング 

コース（飯能市境まで） 
６名 不法投棄防止の為の草刈 

滝ノ入青年会 ８月９日(日) 滝ノ入地区 住吉橋～雨乞橋 １１名 可燃ごみ２ｔ車３台 
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大谷木中央上組 １０月２５日(日) 
鎌北湖下流の大谷木中央上組地内か

ら鎌北湖までの河川、遊歩道等 
１６名 可燃ごみ５袋 その他４袋 

滝ノ入自治会 ２月２１日(日) 
滝ノ入地内 桂木地区～住吉地区に

通ずる林道（ハイキング道） 
２８名 可燃ごみ６袋 

   （エ）不法投棄防止パトロール業務委託 

     民間業者による不法投棄防止パトロール及び不法投棄物の撤去業務委託を実施し、生活環境の保全に努めた。 

     ・不法投棄防止パトロールによる不法投棄収集量 

可 燃 物 １，８００kg 

不 燃 物 ６４０kg 

廃家電６品目               １６台 

廃 タ イ ヤ             ３２本 

（オ）町内不法投棄（処理困難物）処分委託 

・廃家電製品、陶磁器くず、金属くず、粗大ごみ      ９６０kg 

（カ）側溝汚泥収集                    ５，０６０kg 

（キ）家庭用生ごみ処理機器設置 

     家庭から排出される生ごみの再利用及び減量を目的に、家庭用生ごみ処理機器設置補助金交付要綱に基づき、生ごみ処理機器設置者に

対して補助金を交付した。 

    ａ 家庭用生ごみ処理機（電気式）     ８基 

    ｂ 家庭用生ごみ処理器（コンポスト式） １６基 

ｃ 家庭用生ごみ処理器（ＥＭ式）     ２基 
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（ク）浄化槽設置補助金 

    生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、浄化槽設置整備事業補助金交付要綱に基づき、浄化槽設置者に対して補助金を

交付した。 

・浄化槽  １０基  転 換 (内訳：５人槽６基、７人槽４基)  

（ケ）犬の登録及び狂犬病予防注射 

     狂犬病予防法並びに埼玉県動物の愛護及び管理に関する条例により、登録等や身元不明犬の捕獲、苦情処理及び咬傷事件の撲滅に努め

た。 

    ａ 犬の登録（新規）          ９５頭 

    ｂ 犬の登録（再登録）         ２５頭 

     ｃ 狂犬病予防注射済票交付    １，０８２頭 

    ｄ 抑留犬の公示件数            ３頭 

（コ）へい獣等処理件数 

     町道及び県道で轢死等した、犬・猫等を町が一般廃棄物として処理し、公衆衛生の保全及び生活道路の安全の確保に努めた。 

犬 猫 大型 その他（小動物等） 合    計 

０件 ９０件 １件 ７０件 １６１件 

（サ）電気自動車用急速充電器 

     急速充電器（２５ｋｗ） １基   利用件数  １３３件 

（シ）空き家対策 

   埼玉県司法書士会との協定により、５件の空き屋所有者の相続人調査と家系図の作成を行った。 

   また、３件の特定空家等に対して、改善措置指導を行った。 
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（ス）広域静苑組合  

    ａ 負担金  １９，２１７，０４５円 

ｂ 火葬件数（死亡者住所が毛呂山町）  ３６３件 

 

 

エ 公害対策費  

 公害発生源の把握、苦情相談の処理及び河川水質、河川生物、事業所排水、土壌、地下水などの各種検査及び調査を実施するとともに、

関係法令に基づく各種届出書の受理を行った。また、日々の生活の中で発生する町民からの環境苦情に対する対応及び処理を行った。 

（ア）公害等種類別苦情件数 (町民からの環境苦情状況) 

公 害 等 種 類 苦 情 件 数 

大 気 汚 染 ３３件 

水 質 汚 濁 ３件 

騒 音 振 動 ４件 

悪 臭 １件 

廃棄物投棄 ６件 

そ の 他 １６８件 

合 計 ２１５件 

  （イ）検査等実施状況 

ａ  事業所排水（７項目）          ４件（ ２ヶ所×年２回） 

ｂ  河川水質（７項目）          ５２件（１３ヶ所×年４回） 

ｃ  河川水質（２項目）          ２６件（１３ヶ所×年２回） 

ｄ  地 下 水（３項目）          １８件（ ９ヶ所×年２回） 
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 （ウ）大気汚染防止法、水質汚濁防止法、騒音規制法及び振動規制法に基づく届出書の受理件数 

ａ 大 気 汚 染 関 係   ０件 

    ｂ 水 質 汚 濁 関 係  １５件 

    ｃ 騒音・振動関係   １件 

 

 （エ）光化学スモッグ発令状況件数 

    ａ 予  報          ２件 

    ｂ 注 意 報          ０件 

ｃ  警  報         ０件 

  （オ）微小粒子状物質（ＰＭ２.５）注意喚起件数 

    ａ 注意喚起          ０件 

（２）清掃費 

   一般廃棄物処理として坂戸地区衛生組合及び埼玉西部環境保全組合との連絡調整に努めた。 

 ア 坂戸地区衛生組合 

   ａ 負担金   ５０，８４７，０００円 

ｂ し尿・浄化槽汚泥の搬入量（毛呂山町分） 

し   尿 ６１７．００ｔ 

浄化槽汚泥 ６，５５８．０５ｔ 

合   計 ７，１７５．０５ｔ 

  イ 埼玉西部環境保全組合 

   ａ 負担金  ３９１，５５６，０００円 
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   ｂ 可燃・不燃・資源ごみ等搬入量（毛呂山町分） 

可 燃 ご み ９，０５６．８５ｔ 

不 燃 ご み ５２４．７６ｔ 

びん・かん ２３７．０９ｔ 

ペットボトル ９６．２０ｔ 

その他プラ １８２．４３ｔ 

紙 ・ 布 ６４７．６６ｔ 

合 計 １０，７４４．９９ｔ 
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５  労働費における施策の成果 

（１）労 働 費 

勤労者の福祉の向上と町内事業所の労働力確保のため、町内に居住または居住希望の勤労者に対し、土地の購入、家屋の新築、増改築等の

資金として、中央労働金庫に町資金を預託し、勤労者に低利で資金の融資を図った。 

   勤労者住宅資金貸付状況（中央労働金庫飯能支店） 

貸付状況 倍  型 件  数 残  額 

令和２年度末 

７  １件 ２，５９６，６１０円 

９    ０件           ０円 

５    ０件           ０円 

合  計   １件 ２，５９６，６１０円 
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６  農林水産業費における施策の成果 

（１）農業費 

本町の農業を取り巻く状況は、就農者の高齢化や後継者不足等により遊休農地の増加をはじめ、労働力の他産業への流失、兼業化の進行等

様々な問題を抱えており、優良農地の確保、農地の有効活用の促進とともに、地域の特性に合った農業を推進し確立する必要がある。 

このため、生産の組織化、集団化及び省力化を促進し、農業経営の近代化を図るとともに、新規就農者への支援など後継者の育成に努めた。 

また、需用に応じた米づくりを目指すため、毛呂山町農業再生協議会を中心として、地域の発想による水田農業改革を推進した。 

  ア  農業委員会費 

都市化の進展とともに、農業従事者の減少や高齢化、遊休農地の増加や農地法等の改正に伴い、農地の取扱いが変更になるなど農地利用

をめぐる状況は大変厳しい中で、農業委員会としての処理状況は、次のとおりであった。 

（ア）農業委員会総会開催回数       １２回 

（イ）農地処理状況 

ａ 農地法第３条 

      所有権移転等許可          １２件  ２０，０７７．５３㎡     

    ｂ 農地法第４条・５条（農地転用） 

      許  可                ９件    ４，２８２．９１㎡    

      届  出               １８件   ９，７５９．００㎡    

ｃ 合意解約通知             ０件       ０．００㎡   

  イ  農業振興費 

   （ア）農業振興地域整備計画 

     社会情勢の変化に伴い、農用地等の他用途への転用などが行われる中で、本年も農用地指定の農地について下記のとおり除外等行った。 
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     ・除外件数    １件          ・編入件数    ０件 

・除外面積    ５６６㎡        ・編入面積    ０㎡ 

                                                     （単位：ｈａ） 

 
総 

面 

積 

農     用     地 
混
木
林
地 

施
設
用
地 

農 
業 
用 

林
・
原
野 

以
外
の
山 

混
木
林
地 

そ
の
他 

農      地 放
牧
地

採 

草 

計 
田 畑 樹園地 小計 

農 業 振 興 地 域 面 積 2,175 173 338 115 626 0 626 0 9 531 1,009 

令和元年度末農用地区域面積 505.23 155.27 228.40 115 498.67 0 498.67 0 6.56 0 0 

令和２年度農用地除外面積 0.06 0 0.06 0 0.06 0 0.06 0 0 0 0 

令和２年度末農用地区域面積 505.17 155.27 228.34 115 498.61 0 498.61 0 6.56 0 0 

                                                     ＊（  ）編入した面積 

    (イ) 水田農業構造改革対策 

     米の生産の目安の配分を行い、生産者、関係機関・団体と協力し事業を実施した。 

経営所得安定対策等の交付

金にかかわる営農計画書 

提 出 農 家 数 

生産数量 生産の目安 実 施 率 

６１４人 253.801ﾄﾝ 284ﾄﾝ 89.4％ 

（ウ）産業まつり農業部門 

 生産者の生産技術の改善と経営意欲の増進を図るため、消費者へのサービスの提供と交流を深めるふれあいの場として参加していた産

業まつりは、新型コロナウイルスの影響で開催が中止となった。 
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（エ）もろやまげんき市 

   多くの人々のふれあいの場として、地域の産物、加工品等を提供、ＰＲすることにより、産業及び観光の発展に寄与することを目的と 

したもろやまげんき市については、新型コロナウイルスの影響で開催が中止となった。また、事務事業の統廃合により、令和２年度を以 

てげんき市実行委員会を解散した。  

（オ）利子補給 

 農業の近代化を図るため、農業者が借入れを行った近代化資金に対し、金利負担軽減のため下記のとおり利子補給をし、農業経営の安

定を図った。 

      種             別 件 数（件） 期末融資平均残高（円） 利子補給金額（円） 

農業近代化資金貸付 
  上期    ７ ２７，１１３，５０９ １９７，３４８ 

  下期    ７ ２４，７７１，０６０ １７８，５１７ 

ウ 農地費 

  用排水路改修を実施し、農業基盤の整備を図った。 

  県営事業による鎌北湖耐震化対策工事の堤体上流側（湖側）が完了した。 

  主な事業は、次のとおりである。 

   （ア）農業用排水路の苦林樋管の点検を実施した。 

    期  間：令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

    点検回数：１６回／年 

   （イ）用排水路補修工事 

地 区 名 事 業 量 事業費（円） 事業費内訳（円） 請 負 業 者 

大谷木 

葛 貫 

大谷木、葛貫水路 

 土側溝工 L＝118.0ｍ  
319,000 町支出金            319,000 ㈱福田建設 
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滝ノ入 
滝ノ入水路 

 土砂撤去工 一式 
361,900 町支出金           361,900 毛呂山清掃㈱ 

権現堂 
権現堂水路 

 土砂撤去工 一式 
300,300 町支出金           300,300 ㈱福田建設 

西 戸 
西戸水路 

 堰石移設工 一式 
151,800 町支出金           151,800 浅見興業㈱ 

小田谷 
小田谷水路 

 コンクリート補修工 一式 
671,000 町支出金           671,000 ㈱市川工務店 

  （ウ）農業用ため池緊急耐震化対策事業負担金 

地 区 名 事 業 量 事業費（円） 事業費内訳（円） 請 負 業 者 

大谷木 
鎌北湖堤体 

耐震補強工事等 一式 
48,797,000 

町支出金          9,567,310

（県営事業への負担金） 

㈱関東建設 

㈱日新テクノ 

  エ オートキャンプ場費 

豊かな自然と美しい清流を活用したレクリエーションの場を提供し、観光及び農林業の振興と健康の増進を図った。また、新型コロナウ 

イルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用して、施設の運営に支障が生じている指定管理者に対し、休業中（令和2年4月1日から令和2 

年7月22日まで）の維持管理経費の補填を目的とした支援金を支給した。 

（ア）指定管理者支援金 

指定管理施設 支援金（円） 支援金の内容 指定管理者 

ゆずの里オートキャンプ場 2,700,000 
休業中にかかった人件費、光熱費等の維

持管理経費相当額 
㈲戸口工業 

オ 毛呂山町農産物加工センター費 

    毛呂山町の農産物を活用した加工品の製造等を行う場を提供することにより、特産品づくりによる農業の振興と地域の活性化、農家の収入

増加を図った。 
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（ア）令和２年度毛呂山町農産物加工センター利用実績 

    期  間：令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

     豆腐室 菓子室 漬物室 搾汁棟 冷凍庫 計 

使用時間 ０時間 ３９９時間 ５０時間 １９時間 ３６５日 ４６８時間、３６５日 

使 用 料 ０円 ２９９，２５０円 ３７，５００円 ４２，７５０円 １８２，５００円 ５６２，０００円 

（２）林業費 

   本町の森林は約１，４４１ｈａで、町の面積の約４２％を占めている。景観や生物多用生の保全など、森林の持つ公的機能を発揮するため、

権現堂地内において、3.73haの笹等刈り払い、枯死・不良木の除去といった里山・平地林整備事業を実施した。 

ア 林道開設事業費 

（ア）林道補修工事 

地 区 名 事 業 量 事業費（円） 事業費内訳（円） 請 負 業 者 

大谷木 

林道阿諏訪線 

舗装工 1,104.7㎡ 

アスカーブ工 L=299.0ｍ 

9,031,000 
県補助金          2,700,000 

町支出金          6,331,000 
㈲大山工務店 

滝ノ入 

林道桂木線 

 土砂撤去、運搬処分工 

 25.0㎥ 

627,000 町支出金          627,000 ㈱福田建設 

阿諏訪 

林道阿諏訪線 

 雑木撤去、運搬処分工 

 一式 

 側溝清掃工 一式 

660,000 町支出金          660,000 ㈲大山工務店 
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７ 商工費における施策の成果 

（１）商工費 

  ア 商工業振興費 

（ア）商工業振興のため、商工会へ７，５４０，０００円を補助し、町内小規模事業所の経営改善策として経営合理化及び専門家に意見を仰

ぎ、経営診断・相談や労務及び税務管理の強化推進を図った。 

また、産業まつり、サマーフェスティバルについては新型コロナウィルス感染症の影響を受けコロナ対策会議によりイベントが中止と

なった。 

新型コロナウィルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用して、各世帯に啓発冊子とエコバックの配布や飲食店等へ消毒液配布の他、

商工会へ支援金として１０，０００，０００円、７商店街へ応援金として１，５００，０００円、収入が減少した４９９の事業者へ応援

金として４９，９００，０００円の支出を行った。 

 

金融対策については、経営不振防止資金として国・県・町の制度資金の活用を積極的に指導するとともに、事業の円滑なる運営と企業

経営の合理化を促進するため、利子補給交付要綱に基づき２３件、１１３，９３７円の補助を行った。また、消費者保護の観点から専門

相談員を毎週火曜日に配置し消費生活相談業務を行い、年間３５件の相談を受けた。 
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商工会が行なった経営融資の成果 

 

金 

  

融 

 

の 

 

斡 

 

旋 

 

日金 

本融 

政公 

策庫 

 斡旋件数 貸付件数 斡旋総額（千円） 貸付総額（千円） 

一般・特例     

マル経資金 ６ ６ ３６，２００ ３６，２００ 

環 境 改 善 資 金 等     

新 創 業 融 資     

計 ６ ６ ３６，２００ ３６，２００ 

 

そ
の
他 

県   制  度  融   資 ５３ ３９ ９６８，８３０ ５９３，４５０ 

市  町  村  制  度  融  資     

商  工  貯  蓄  共  済     

そ の 他 金 融 機 関     

計 ５３ ３９ ９６８，８３０ ５９３，４５０ 

 合        計 ５９ ４５ １，００５，０３０ ６２９，６５０ 

（イ）消費者基本法に基づき毛呂山町くらしの会へ１００，０００円を補助し、複雑多様化する消費者問題に対応できる賢い消費者団体の育

成に努めた。 

（ウ）消費生活に係る被害や苦情を解決するため、消費生活相談を実施した。また、消費者が被害に遭わないよう指導を行った。 

   

イ 観光費 

  （ア）桂木ゆずクラスター協議会 

     桂木ゆずクラスター協議会では、「桂木ゆず」について生産者ならびに６次産業者等と連携し、「桂木ゆず」の名称及び産品の発展

を図り、育成、生産、製造、加工、販売までを連携して推進することや地域の財産及びブランド化する為、北海道芦別市内の温泉や、

東京都内の公衆浴場に桂木ゆずを冬至のお風呂用ゆずとして出荷した。また、大田市場を経由し生柚子を都内スーパーへ、埼玉県農業

ビジネス支援課協力のもと、生柚子と果汁をシンガポールへそれぞれ出荷した。 
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８ 土木費における施策の成果 

（１）土木管理費 

ア 土木総務費 

（ア）道水路境界 

道路、水路の境界について、申請に基づき境界明示４５件、境界証明５２件及び立会証明書押印５件を処理した。 

（イ）道路占用 

道路法３２条の規定による道路占用を許可し、道路占用料徴収条例に基づき料金を徴収した。 

道路占用料徴収件数 ９０件   徴収金額 １１，１３５，３９０円 

（ウ）道路現況 

町内の道路現況については、下記のとおりである。 

（令和３年３月３１日現在） 

町 道 路線数（本） 総延長（ｍ） 道路敷面積（㎡） 改良延長（ｍ） 改良率（％） 舗装延長（ｍ） 舗装率（％） 

一 級 １５ １５，９２５ １６０，９４６ １５，７７３ ９９．０ １５，７７３ ９９．０ 

０ 二 級 ２６ ２５，５３４ ２０４，４７８ １５，２６５ ５９．７ ２４，０３６ ９４．１ 

その他 ２，５５１ ３７３，６１０ １，４００，８７１ ８１，９９０ ２１．９ １６５，１２７ ４４．１ 

計 ２，５９２ ４１５，０６９ １，７６６，２９５ １１３，０２８ ２７．２ ２０４，９３６ ４９．３ 

（エ）道路台帳整備 

道路の適切な維持管理を図り、道路法第２８条の規定に基づく台帳の調整を行うため、道路改良等により変更のあった町道 

０．６２kmを更新した。 

（オ）土地台帳、公図の管理、修正、閲覧 

土地台帳及び公図の保管・管理を行い、地方税法第３８２条に基づき下記のとおり異動処理を行った。 
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a 土地台帳                                               （単位：筆） 

区 分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 

表 題 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

分 筆 11 17 10 5 2 3 3 2 5 6 1 2 67 

分 筆 抹 消 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合 筆 3 0 0 1 26 0 0 0 2 0 0 0 32 

地 目 変 更 9 14 8 10 3 4 10 5 5 11 11 4 94 

地 積 更 正 0 0 3 0 0 0 2 2 0 0 0 0 7 

売 買 24 38 58 60 64 73 44 39 57 24 49 20 550 

相 続 61 27 107 106 111 154 78 85 51 64 66 34 944 

贈 与 0 1 5 1 8 0 18 0 8 6 3 0 50 

寄 附 0 0 0 6 0 0 0 1 0 1 0 0 8 

競売による売却 0 0 0 4 0 0 0 0 0 4 0 0 8 

住 所 移 転 15 21 25 20 17 18 9 44 29 5 24 9 236 

本 店 移 転 0 0 0 0 0 3 1 0 0 3 7 0 14 

錯 誤 0 1 0 1 1 3 0 5 0 0 0 0 11 

町 名 地 番 変 更 2 3 7 10 1 4 23 7 23 3 1 5 89 

そ の 他 6 2 5 9 3 13 7 14 16 8 5 6 94 

合 計 131 124 228 233 236 275 195 204 196 135 167 80 2204 

※ その他に含まれる登記 … 交換、氏名変更、財産分与、主たる事務所移転等 
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ｂ 公図                    （単位：筆） 

区 分 表 題 分 筆 合 筆 

筆 数 0 67 32 

c 土地台帳、公図閲覧複写                     （単位：件） 

区 分 土地台帳 地籍図 道路台帳 集成図 

閲 覧 １１５ ２ ２９ － 

複 写 － ２９２ ６８６ ２１ 

d 土地台帳及び筆数 

区 分 毛呂本郷 小田谷 
若 山 

１丁目 

若 山 

２丁目 

若 山 

３丁目 

前久保南 

１丁目 

前久保南 

２丁目 

前久保南 

３丁目 

前久保南 

４丁目 

台帳綴 ９ ５ ４ ２ ２ ３ ２ ５ ５ 

筆 数 ２，６２６ １，４４１ １，１５７ ６２１ ５５１ ７２０ ４６４ １，２４６ １，３３７ 

 

区 分 
中 央 

１丁目 

中 央 

２丁目 

中 央 

３丁目 

中 央 

４丁目 

南 台 

１丁目 

南 台 

２丁目 

南 台 

３丁目 

南 台 

４丁目 

南 台 

５丁目 

台帳綴 ２ ２ ４ ２ ２ １ ２ ２ ３ 

筆 数 ２９５ ３２５ １，１８０ ６３４ ５３７ ３０５ ４０９ ３２１ ６１７ 

 

区 分 
岩井西 

１丁目 

岩井西 

２丁目 

岩井西 

３丁目 

岩井西 

４丁目 

岩井西 

５丁目 

岩井東 

１丁目 

岩井東 

２丁目 

平 山 

１丁目 

平 山 

２丁目 

台帳綴 ２ ２ ２ ２ １ ４ ３ ３ １ 

筆 数 ６４７ ５４４ ５６５ ４００ ３４０ ８５０ ５４２ ７１１ ２４９ 
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区 分 
平 山 

３丁目 
長 瀬 前久保 岩 井 滝ノ入 阿諏訪 大谷木 葛 貫 権現堂 

台帳綴 ２ １２ ６ ７ １２ １１ １１ １０ ５ 

筆 数 ４７７ ２，７１９ １，２１４ １，５１０ ３，６３５ ３，１５５ ３，１９５ ２，５６８ １，０１５ 

 

区 分 宿 谷 川 角 苦 林 大 類 西大久保 市 場 下川原 西 戸 箕和田 

台帳綴 ３ １４ ４ ６ ８ ９ １１ ８ ５ 

筆 数 ８６７ ４，３２９ ９９４ １，７７３ ２，６０９ ２．６０３ ２，７２３ １，９６０ １，１８１ 

 

区 分 旭 台 目白台 合 計 

台帳綴 ３ ６ ２３０ 

筆 数 ７７８ １，５４８ ６０，４８７ 

（２）道路橋りょう費 

ア 道路維持費 

（ア）修繕工事 

町内の道路を常時良好な状態に保つため、砕石１５９㎥、アスファルト合材８．６ｔ、側溝蓋６９枚等を購入し、町道の補修を行 

った。 

また、応急修繕工事及び舗装・側溝修繕工事等を実施して、町民の生活基盤の整備に努めた。 

主な事業は、次のとおりである｡ 
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番号 事 業 名 幅員（ｍ） 延長（ｍ） 工事費（円） 請  負  者 

１ 阿諏訪地内法面保護工事 － 68.9 14,177,900 浅見興業㈱ 

２ 町道第 3453号路線舗装修繕工事 5.2～10.8 210.4 9,527,100 浅見興業㈱ 

３ 角木団地内水路修繕工事 － 30.0 1,960,200 ㈱福田建設 

４ 町道第 119号路線舗装修繕工事 5.1～6.3 80.0 2,860,000 ㈱福田建設 

５ 町道第 109号路線側溝修繕工事 － 94.1 4,811,400 浅見興業㈱ 

６ 町内全般道路修繕工事 １８箇所 － － 29,531,810 ㈲厚目設備 外９社 

（イ）業務委託 

・町道の機能及び環境の保全のため、樹木の伐採、及び堆積土砂の多い側溝や調整池の清掃を行った。 

・道路施設の機能維持保全を図るため、道路修繕に係る境界測量、工事設計、及び道路橋の点検等の業務委託を実施した。 

委 託 場 所 委 託 内 容 契約額（円） 受 託 者 

第２調整池 

外５箇所 

町内全般ヘドロ清掃業務委託（その１） 2,497,000 ㈲新東 

町内全般ヘドロ清掃業務委託（その２） 99,000 毛呂山清掃㈱ 

町内全般ヘドロ清掃業務委託（その３） 176,000 毛呂山清掃㈱ 

ヘドロ処理業務委託（汚泥処分） 1,024,705 日興サービス㈱ 

南台４丁目地内 

外５箇所 

立木伐採業務委託（その１） 170,500 平野園 

立木伐採業務委託（その２） 95,700 ㈲吉倉設備工業 

立木伐採業務委託（その３） 88,000 平野園 
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立木伐採業務委託（その４） 75,000 市川造園 

立木伐採業務委託（その５） 69,960 小峰木材 

立木伐採業務委託（その６） 99,000 市川造園 

町内全域（３０橋） 橋梁点検業務委託 7,370,000 開発虎ノ門コンサルタント ㈱ 埼玉事務所 

平山三丁目地内 外１箇所 町内全般測量設計業務委託（その１） 1,474,000 ㈱セントラル測量 

大字西大久保地内 町内全般測量設計業務委託（その２） 495,000 

 

㈱ミカミ・アイエヌジー 

大字長瀬地内 町内全般測量設計業務委託（その３） 495,000 ㈱セントラル測量 

 

イ 道路新設改良費 

町民の生活基盤の整備を図るため、道路の改良工事を実施した。 

主な事業は、次のとおりである。 

番号 事 業 名 幅員（ｍ） 延長（ｍ） 工事費（円） 請  負  者 

１ 西大久保地内道路改良工事（その１） 9.0 140.0 17,177,600 ㈱上村建業 

２ 西大久保地内道路改良工事（その２） 9.0 120.0 22,069,300 浅見興業㈱ 

３ 西大久保地内道路改良工事（その３） 9.0 310.0 20,746,000 ㈱上村建業 

 

（３） 河川費 

ア 河川改良費 

河川水路の機能及び環境の保全のため、除草作業の業務委託を実施した。 
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委 託 場 所 委 託 内 容 契約額（円） 受 託 者 

宮前都市下水路 

外１個所 

除草業務委託（その１） 462,000 ㈱佐藤工務店 

除草業務委託（その２） 473,000 市川造園 

除草業務委託（その３） 64,900 市川造園 

(４) 都市計画費 

ア 都市計画総務費 

住み良いまちづくりを推進するため、次の事業を実施した。 

（ア）都市計画審議会 

都市計画行政全般について円滑な運営を図るため、次のとおり審議した。 

開 催 年 月 日 内         容 備  考 

令和２年１２月９日 １）都市計画法第３４条第１１号に基づく新規指定区域について 報告事項 

（イ）川角駅周辺地区整備 

   川角駅の周辺地区整備について、令和２年８月に地区説明会を開催した。その後、協議会の設立に向けて関係者、関係機関等と 

協議を行った。 

（ウ）総合公園官民連携事業検討業務 

   総合公園について、国土交通省総合政策局と連携して官民連携に関する事業手法検討を行った。 

（エ）開発許可等に係る事務 

都市計画法の規定に基づく開発許可等に係る事務処理については、適正な開発許可、適合証明、建築許可等に関する事前相談、 

申請書の受理・審査および検査等を行うことにより、総合的かつ計画的な土地利用や秩序ある整備を図った。 
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ａ 申請受理件数 

月 別 

事務名 
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 

開 発 行 為 許 可 １ ３ ２ ０ ４ １ ２ ０ ３ ０ ３ ４ ２３ 

開発許可事項変更許可 １ ０ ０ ２ １ ０ ０ ２ １ １ ３ １ １２ 

予定建築物等以外建築等許可 ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ 

建 築 行 為 許 可 ０ ０ ０ ２ １ ０ ０ ０ ０ ０ １ １ ５ 

開 発 登 録 簿 写 し ０ ８ ０ ６ ２ ６ ４ ４ ０ ２ ６ ７ ４５ 

適 合 証 明 ０ ４ ２ ２ １０ ４ ６ １ ４ １ ３ ８ ４５ 

計 ２ １５ ６ １２ １８ １１ １２ ７ ８ ４ １６ ２１ １３２ 

（オ）開発行為等協議要綱による行政指導 

無秩序な開発を防止し、良好な居住環境を整えたまちづくりを推進するため、開発行為等協議要綱に基づく事前協議において行政

指導を行った。 

ａ 開発行為等協議要綱による事前協議件数 

協議項目 分  譲 賃貸住宅 そ の 他 計 

件  数 １ ６ ７ １４ 

（カ）「国土利用計画法」による届出 

適正かつ合理的な土地利用の確保を図るため、一定面積以上の土地取引について、県に届出を行っている。今年度は３９件の届出 

があった。 
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（キ）建築確認申請等に関する調査事務等 

県から委託を受け、建築基準法に基づく申請書、届出に関する受付、送付及び調査等の事務を行った。 

また、景観法、埼玉県景観条例及び埼玉県景観規則並びに埼玉県景観計画に基づく行為の届出等について審査を行った。 

ａ 申請受理件数 

月 別 

事務名 
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 

建 築 確 認 等 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ２ １ ０ ０ ５ 

仮 使 用 承 認 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

計 画 通 知 申 請 書 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

私道の変更(廃止)申請書 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

名 義 変 更 届 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

工 事 取 止 届 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

申 請 取 下 願 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

建 築 事 業 報 告 書 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ １ 

そ の 他 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ２ ２ ０ ０ ６ 

民 間 指 定 機 関 

建 築 確 認 受 理 件 数 
８ ７ ６ ４ ５ １１ ８ １１ ６ ５ ５ ７ ８３ 

行 為 の 届 出 等 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 
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（ク）屋外広告物の許可等 

埼玉県屋外広告物条例に基づく設置許可申請等について、審査を行った。また、同条例に違反した広告物（はり紙０枚、 

はり札６０枚、立看板０個、広告旗０本）の除却を行った。 

ａ 申請受理件数 

 新 規 更 新 廃 止 その他 計 

件  数 ７ １３ １ ０ ２１ 

（ケ）後退道路用地等の整備 

後退道路用地等整備要綱に基づき、４件（合計４６．４７㎡）の後退用地を無償譲渡した建築主等に対して報償金 

（合計２０８，０００円）及び分筆登記補助金（合計６００，０００円）を交付した（１件は報償金のみ）。 

（コ）既存建築物の耐震診断及び耐震改修工事に係る補助金 

昭和５６年５月３１日以前の既存建築物を対象とした耐震診断及び耐震改修工事に係る補助金交付制度を設け、木造住宅の耐震化 

を促進している。町のホームページ及び広報紙等により周知を図り本制度の利用を促してきたが、今年度はどちらも交付実績がな 

かった。 

（サ）危険ブロック塀等撤去費に係る補助金 

地震時にブロック塀等の倒壊による被害を未然に防ぎ、通行人の安全確保を目的に補助制度を設け、安全・安心なまちづくりを推 

進している。今年度から制度を設け、対策をした４件の申請者に対して補助金（合計４００，０００円）を交付した。 

（シ）中心市街地不燃化促進事業 

密集市街地において老朽化した住宅の除却または隣地を取得しての建替えを対象に、補助金制度を設け、不燃化を促進している。 

建築物不燃化推進事業補助金交付要綱に基づき、４件の除却した所有者に対して補助金（合計１，９２０，０００円）を交付した。 

（ス）新川越越生線 

建設促進期成同盟会を通して整備促進の要望活動を展開した。 
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（セ）川越坂戸毛呂山線 

都市計画道路整備促進を図った。 

（ソ）スマートシティ事業 

     社会経済情勢の変化に対応したまちづくりの課題解決を促進するため、先端技術を用いてスマートシティ事業の推進に取り組んだ。 

 

イ 公共下水道費 

公共下水道事業の促進を図るため、毛呂山・越生・鳩山公共下水道組合に対して、４０１,５８１,０００円の負担を行った。 

構成団体負担金一覧表 

町 名 組合負担金（円） 負担割合（％） 計画決定面積（ｈａ） 

毛 呂 山 町 401,581,000 59.9 471 

越 生 町 134,710,000 20.1 175 

鳩 山 町 133,765,000 20.0 210 

計 670,056,000 100.0 856 

 

（５）住宅費 

町営住宅の状況は、７棟６９戸の居住施設となっている。 

  ア 町営住宅現況   

    杉ノ入団地（中層耐火構造）   ３３戸 

    中 町 住 宅（   〃   ）  １２戸 

    上 宿 団 地（     〃    ）  ２４戸 
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  イ 令和２年度家賃収入 

住宅使用料 調定額（円） 収入済額(円） 収入未済額（円） 

町営住宅使用料 9,616,881 9,616,881 0 

駐車場使用料 570,462 570,462 0 

合 計 10,187,343 10,187,343 0 
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９ 消防費における施策の成果 

 西入間広域消防組合に常備消防費及び非常備消防費の負担金を納付し、消防防災業務の充実を図り、住民生活の安心・安全に努めた。 

（１）消防費 

ア 常備消防費負担金    ５５６，２６９，０００円 

  イ 非常備消防費負担金    ３６，８０２，０３８円 

  ウ 防災費 

    住民の生命、財産を災害から守るため、町地域防災計画に基づき、防災施策の充実を図るため、知識の普及や各種訓練の実施に努めた。 

（ア）毛呂山町防災行政無線 

     災害時の情報伝達収集及び一般広報活動の充実等を図るため、防災行政無線を次のとおり利用した。 

    ａ 利用状況 

     ・定時放送（夕焼け放送 毎日１回） 

・火災等の緊急放送 

・一般行政広報の放送（子どもの安全対策として下校時放送、振り込め詐欺防止放送、熱中症及び新型コロナウイルス感染症の注意

喚起放送等を随時実施） 

ｂ 施設の整備 

・防災行政無線施設保守業務委託   １１，２０６，８００円 

 （拡声子局装置の蓄電池交換業務２９箇所及び西大久保地内道路改良工事に伴う拡声子局の移設業務含む） 

（イ）防災訓練 

       令和２年９月１３日（日）に予定していた総合防災訓練（第２０回）は新型コロナウイルス感染症の影響から中止とした。また、土

砂災害訓練を実施し、土砂災害に対する情報伝達訓練を行った。さらに、コロナ禍において、災害時に適切な避難所が開設できるよ

うに、町職員を対象とした避難所開設訓練（新型コロナウイルス感染症対策）を行った。 
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ａ 土砂災害・全国統一防災訓練 

     ・日  時   令和２年６月７日（日）午前８時３０分から午後０時３０分まで 

     ・場  所   毛呂山町役場 

     ・内  容   埼玉県及び要配慮者利用施設との情報伝達訓練及び災害オペレーション支援システムの操作訓練を実施した。 

     ・参加人数   町職員４名 

      ・参加団体   神愛ホーム、埼玉医科大学 

    ｂ 毛呂山総合公園体育館における避難所開設訓練（新型コロナウイルス感染症対策） 

     ・日  時   令和２年８月３日（月）午後２時２０分から午後４時５０分 

     ・場  所   毛呂山総合公園体育館 

     ・内  容   講座、避難者スペース整備訓練、避難者受入訓練 

     ・参加人数   町職員４５人 

c ウィズもろやま（福祉会館）における避難所開設訓練（新型コロナウイルス感染症対策） 

     ・日  時   令和２年８月２８日（金）午後２時１５分から午後４時５０分 

     ・場  所   ウィズもろやま（福祉会館） 

     ・内  容   避難者スペース整備訓練、避難者受入訓練 

     ・参加人数   町職員３４人 

d 中央公民館における避難所開設訓練（新型コロナウイルス感染症対策） 

     ・日  時   令和２年９月１７日（木）午後２時１５分から午後４時２０分 

     ・場  所   中央公民館 

     ・内  容   避難者スペース整備訓練、避難者受入訓練 

     ・参加人数   町職員１８人 
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（ウ）防災備蓄品の整備 

       新型コロナウイルス感染症対策として、感染症の予防と衛生環境を保持を図るため次のとおり防災備蓄の整備を行った。 

      a 避難所用消耗品   マスク、フェイスシールド、手指消毒液、除菌液、ガウン、手袋、タオル、ゴミ袋 

      b 避難所用資器材   防災マット、間仕切り、プライベートルーム、スポットクーラー、災害用流し台、蓄電池、簡易ベッド、 

災害用エアテント、テレビ、簡易止水板 

（エ）防災マップの作成 

    最新の災害情報の周知と適切な避難行動を促すため、防災情報を集約した防災マップを作成して全戸配布を行った。 

a 記載内容   水害ハザードマップ、ため池ハザードマップ、揺れやすさマップ、液状化マップ、建物倒壊危険度マップ、避難所、

避難行動判定フロー、マイタイムライン、災害時の情報伝達、各災害対策、非常時持出品・備蓄品 

b 作成部数   １７,０００部 

      c 請負金額   ４,９５０,０００円 

（オ）防災倉庫設置工事 

    災害時、早期の避難所の開設を図るため、指定避難所地内の防災倉庫設置工事を実施した。 

a 設置場所   毛呂山小学校、川角小学校、光山小学校、泉野小学校、総合公園体育館、ウィズもろやま、中央公民館、歴史民俗資

料館 

      b 請負金額   ３,５５３,０００円 

（カ）大類館エアコン設置工事 

    避難所としての環境向上を図るため、避難予定施設である大類館においてエアコン設置工事を実施した。 

a 請負金額   ２,３１０,０００円 
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（キ）自主防災組織の普及 

       地域住民が、自分たちの地域は自分たちで守るという自覚、連帯感に基づき自主的に結成する組織作りの普及を図った。新たに長瀬

二区、毛呂本郷、大谷木、権現堂、長瀬三区、第５団地、平山ニュータウン、いわい団地において自主防災組織が結成され、年度末

現在４２組織５５行政区となった。自主防災組織運営費として構成行政区数×２０，０００円、資機材等の購入費に対して２分の１

の補助金（上限５０，０００円）を交付した。 

     自主防災組織連絡協議会の連絡会議及び自主防災組織リーダー養成講座、防災講演会は新型コロナウイルス感染症の影響から中止と

した。 
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１０ 教育費における施策の成果 

   毛呂山町教育委員会は、教育基本法などの法律にのっとり、町民の理解と協力を得ながら、毛呂山町の教育文化の向上を図るため、総合振興

計画の基本的な考え方に基づき、次のとおり基本理念・基本方針を策定している。 

   基本理念 

・毛呂山町の教育振興を図るため、「みんなで育てよう毛呂山の未来！」を基本理念とする。 

   基本方針 

・元気のある学校づくり 

・地域を担う人づくり 

・学校・家庭・地域のきずなづくり 

（１）教育総務費 

  ア 教育委員会費 

  （ア）教育委員会の開催状況 

     定例会 １１回  議案 ３３件 

  イ 事務局費 

（ア）規則等の制定状況                   （単位：件） 

区   分 制   定 一部（全部）改正 廃   止 

規   則 ０ ３ ０ 

規   程 ０ ０ ０ 

要   綱 ４ ８ ０ 

細   則 ０ ０ ０ 
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（イ）会計年度任用職員の配置 

     町立小・中学校に用務員６名、事務員６名、給食補助員６名、図書館整理員６名の会計年度任用職員を配置し、学校教育の充実を図

った。 

  （ウ）教職員等の人事異動 

     退職８人  転出１６人  転入１８人  新採用１０人 

  （エ）外国人ＡＬＴ（外国語指導助手）を４人配置し、小・中学校の英語教育及び国際理解教育の充実に努めた。 

  （オ）小・中学校に計９人の学校支援員を配置し、授業をはじめ学校生活全般への支援および通常学級・特別支援学級での支援を行い、個 

別指導の充実を図った。 

  （カ）小学校に計７人の学力向上支援員を配置し、児童一人一人にきめ細かい指導を施し、学力の向上に努めた。 

  （キ）いじめ・不登校対策として、不登校対策相談員を各中学校に１人配置し、生徒及び保護者との相談に応じ問題の解決に努めた。 

  （ク）地域全体で学校教育を支援する体制づくりを推進するため、各学校に地域住民等の参加による学校応援団を組織し、学習活動、安全

確保、環境整備等の支援を行った。 

（ケ）小中一貫教育推進事業 

町が示した「未来を拓く人づくり（小中一貫教育）プロジェクト」の理念に基づき、各中学校区で小中一貫教育に向けた実践研究等

を行った。 

  （コ）学校運営協議会 

 町立小・中学校の運営に関して、保護者及び地域の住民の参画を促進し、連携の強化を図り、相互の信頼を深め、一体となって学校

運営の改善、児童生徒の健全育成に取り組むことを目的として、各中学校区に学校運営協議会を設置した。 

 年間各４回の会議を予定していたが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため会議は開催せず資料配布等により情報の共有に努め

た。 
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（サ）新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言の発出に係る臨時休校後の学校再開にあたり、必要となる衛生用品等を購入し各

小・中学校に配備した。 

ａ 消耗品費 エタノール除菌溶液 ３１６ℓ、薬用石鹸（稀釈タイプ原液）１３０kg、非接触型体温計８台、フェイスシールド一式等 

  （シ）新型コロナウイルスの感染リスクを低減し、学びを継続させるとともに、学校再開後、教職員の負担を軽減し児童生徒への「学びの

保障」に注力できるよう、町立小・中学校の校舎や体育館のトイレ清掃と消毒、手洗い流しや階段手摺りの消毒を業務委託により毎日

実施した。 

    ａ 委託料 実施期間 令和２年８月１８日（火）から令和３年３月２６日（金）まで（各小学校 １４４日・各中学校１４３日） 

実施場所 毛呂山町立 小・中学校（全６校） 

（ス）第３期毛呂山町教育振興基本計画の策定 

     今後５年間の教育に関する基本的な計画として、令和３年度を初年度とする第３期毛呂山町教育振興基本計画を策定した。 

  （セ）小中学校内ＬＡＮ構築工事・小中学校内ＬＡＮ構築業務委託 

     ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けて、小中学校内ＬＡＮ構築を工事及び業務委託により実施した。 

  ウ 教育センター費 

  （ア）教職員研修 

初任者研修会、２年経験者研修会、３年経験者研修会、若手・中堅教員研修会、臨時的任用教員研修会、学力向上支援員研修会、学

校支援員研修会を行った。また、例年開催している教育相談研修会、特別支援教育研修会、人権教育指導者研修会、人権教育講演会等

は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため開催を見合わせたが、資料配布等により情報の共有に努めた。郷土理解研修会については

該当者が学校ごとに少人数で実施した。 

  （イ）教育相談 

     電話・面接・訪問による教育相談 

子どもの教育上の問題や悩みについての問題解決に向け、専門的な立場から相談に応じるとともに、学校や関係機関と連携を図り、



 
 

- 149 - 
 

子どもや保護者へのアドバイスを適切に行い支援した。 

    （令和２年４月～令和３年３月相談件数）    ※主訴により相談件数を分類しています。 

 不登校 いじめ 性格・行動 交友関係 学業・就学 その他 合 計 

電話相談 ２６  ０   １７  ０   ３５  ２５  １０３ 

面接相談 ４９  ０   １５  １ ２９  ６   １００ 

訪問相談 １６   ０ ０   ０ ０  ０   １６  

（ウ）適応指導教室 

不登校児童生徒の自主性と自立心を育むことを目的とし、適応指導教室指導員が不登校児童生徒へ対し学習指導や体験学習を実施し、

学校復帰への支援を行った。同時に、保護者からの教育相談への対応を専任相談員を中心に統括指導員及び適応指導教室指導員が行っ

た。 

（エ）幼・保・小・中連絡協議会 

町内の幼稚園・保育園・認定こども園及び小・中学校が互いに連絡協議し、幼児教育、義務教育の充実をはかることを目的とし、小

学校の授業公開及び幼稚園・保育園・認定こども園の保育公開や、教職員による研修会及び相互の情報交換を計画していたが、新型コ

ロナウイルス感染症拡大防止のため中止とした。 

（オ）不登校対策事業  

町内小中学校の不登校児童生徒の減少を目的とし、不登校児童生徒の的確な状況把握と一人ひとりにあった効果的な方策等を協議するため、年３回の

不登校対策委員会開催を予定していたが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため会議は開催せず資料配布等により情報の共有に努めた。 

（２）小・中学校費 

  ア 学校管理費 

  （ア）種々の教育課題に取り組み、教職員の資質の向上に努めた。 

  （イ）小学校理科支援員を配置し、理科授業における観察や実験などの充実を図った。 
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  （ウ）中学３年生の生徒に学力検査を実施し、生徒の学力の把握と指導方法の改善に努めた。 

  （エ）「もろ丸くん学習ノート」を小学校の全児童に配布し、家庭学習意欲の喚起を図った。また、保護者に対して家庭教育の充実を呼び

かけた。 

  （オ）中学１年生の生徒を対象とした社会体験チャレンジ事業、中学生学力アップ教室（サマー・スクール）事業は、新型コロナウイルス

感染症拡大防止のため中止とした。 

 （カ）学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事業 

ａ 学校における感染症対策等支援 

  新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言の発出に係る臨時休校後の学校の教育活動再開等に際して、密閉・密集・密接 

 を回避し、児童生徒・教職員等の感染症対策に必要となる手指消毒液や手洗い用石けん液等の購入及び夏季休業期間短縮に伴う熱中 

 症対策に必要となるスポットクーラー等を各小・中学校において購入した。 

ｂ 子供たちの学習保障支援 

  児童生徒の学びの保障のため、感染症対策を徹底しながら、感染の状況や児童生徒の状況に応じた学校での教育活動を実施する際 

    に必要となる大型提示装置や実物投影機、ハードル等を各小・中学校において購入した。 

（キ）学校施設の充実を期するために行った各小・中学校の購入備品の主なものは次のとおりである。 

    ａ 毛呂山小学校 

備  品：学校備品(ホワイトボード他７品目・児童用図書３４３冊)、教科備品(学習用タブレット端末他８品目) 

ｂ 川角小学校 

      備  品：学校備品(スポットクーラー排熱ダクト付他６品目・児童用図書３２３冊)、教科備品(学習用タブレット端末他１品目) 

    ｃ 光山小学校 

 備  品：学校備品(ポスタープリンター他２品目・児童用図書２９６冊)、教科備品(学習用タブレット端末他１品目) 
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ｄ 泉野小学校 

備  品：学校備品(気化式冷風機他１品目・児童用図書２７２冊)、教科備品(学習用タブレット端末他５品目) 

ｅ 毛呂山中学校 

備  品：学校備品(テント他３品目・生徒用図書５００冊)、教科備品(学習用タブレット端末他６品目) 

ｆ 川角中学校 

備  品：学校備品(紙折機他１４品目・生徒用図書４３０冊)、教科備品（学習用タブレット端末他６品目） 

（ク）児童生徒の転入及び転出状況                                        （単位：人） 

学校名 

区分 
毛呂山小 川 角 小 光 山 小 泉 野 小 毛呂山中 川 角 中 合  計 

令 和 ２ 年 ４ 月 １ 日 ３５２ ３８４ ２１３ ３４１ ４３４ ３２１ ２，０４５ 

転 入 ４ ５ ２ ３ ３ １ １８ 

転 出 ３ ４ ０ ３ ２ １ １３ 

令和３年３月３１日 ３５３ ３８５ ２１５ ３４１ ４３５ ３２１ ２，０５０ 

（ケ）児童生徒の健康管理 

近年、心臓疾患及び肝臓疾患・貧血等の児童生徒が増加しているため、小・中学校の１年生全員を対象に心臓の検診（心電図）及び

中学校２年生を対象に血液（肝臓疾患・貧血）検査を実施した。 

   心臓（心電図）検診                                        （単位：人） 

学 校 名 毛呂山小 川 角 小 光 山 小 泉 野 小 毛呂山中 川 角 中 計 

受 検 者 数 ５９ ６８ ３０ ４９ １３２ １００ ４３８ 

   血液（肝臓疾患・貧血）検査        （単位：人） 

学 校 名 毛呂山中 川 角 中 計 

受 検 者 数 １４１ １１０ ２５１ 
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  イ 教育振興費 

  （ア）要保護及び準要保護の児童生徒に対し、就学援助を次のとおり実施した。 

   小学校分                                                 （単位：人、円） 

学校名 

区分 
毛呂山小 川 角 小 光 山 小 泉 野 小 計 

対 象 者 ７３ ６３ ４１ ３９ ２１６ 

学 用 品 費 等 ７５５，００２ ７００，７８２ ３６３，９３９ ３７０，４２２ ２，１９０，１４５ 

修 学 旅 行 費 １９，１５２ ５６，３１６ １３，２１５ ７，５００ ９６，１８３ 

校 外 活 動 費 ０ ０ ０ ０ ０ 

医 療 費 ２０，１７０ ７，７１０ ０ ２，３２０ ３０，２００ 

給 食 費 ９６０，６００ ８８０，９７０ ４１９，０８０ ４７８，４００ ２，７３９，０５０ 

入 学 準 備 金 ４０８，４８０ ５１，０６０ ２０４，２４０ ３５７，４２０ １，０２１，２００ 

新 入 学 用 品 費 ５，５２０ ４，１４０ １，３８０ １，８４０ １２，８８０ 

合 計 ２，１６８，９２４ １，７００，９７８ １，００１，８５４ １，２１７，９０２ ６，０８９，６５８ 

 中学校分                           （単位：人、円） 

学校名 

区分 
毛呂山中 川 角 中 計 

対 象 者 ９２ ７７ １６９ 

学 用 品 費 等 １，６３８，７１６ １，１４１，１４９ ２，７７９，８６５ 

修 学 旅 行 費 ６４１，４７５ ７６４，６５６ １，４０６，１３１ 

校 外 活 動 費 ０ ０ ０ 

医 療 費 ０ １，２７２ １，２７２ 

給 食 費 １，２５４，７２０ ９０４，６４０ ２，１５９，３６０ 

入 学 準 備 金 ８４０，０００ １，１４０，０００ １，９８０，０００ 

新 入 学 用 品 費 １３２，８００ ３６，４００ １６９，２００ 
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合 計 ４，５０７，７１１ ３，９８８，１１７ ８，４９５，８２８ 

  なお、町外の小中学校に区域外就学中の児童生徒分は０円である。 

  （イ）特別支援学級の児童生徒に対し、特別支援教育就学奨励費を次のとおり交付した。 

   小学校分                                                 （単位：人、円） 

学校名 

区分 
毛呂山小 川 角 小 光 山 小 泉 野 小 計 

対 象 者 ６ ５ ２ ５ １８ 

学用品等購入費 ２９，０１５ ２１，７４５ １１，６４０ ２１，９１６ ８４，３１６ 

修 学 旅 行 費 ２，７３６ ０ ０ ３，７５０ ６，４８６ 

校 外 活 動 費 ０ ０ ０ ０ ０ 

給 食 費 ４５，９４０ ３４，７０５ １６，６４０ ３５，３６０ １３２，６４５ 

新 入 学 用 品 費 ２０，６７５ ９，３６３ ０ ０ ３０，０３８ 

合 計 ９８，３６６ ６５，８１３ ２８，２８０ ６１，０２６ ２５３，４８５ 

   中学校分                            （単位：人、円） 

学校名 

区分 
毛呂山中 川 角 中 計 

対 象 者 ５ ４ ９ 

学用品等購入費 ５１，４６２ ３１，２０２ ８２，６６４ 

修 学 旅 行 費 ２１，３８２ ０ ２１，３８２ 

校 外 活 動 費 ０ ０ ０ 

給 食 費 ３８，７６０ ３６，２２０ ７４，９８０ 

新 入 学 用 品 費 ５７，９８０ １５，９３５ ７３，９１５ 

合 計 １６９，５８４ ８３，３５７ ２５２，９４１ 
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（３）幼稚園費 

  ア 教育振興費 

（ア）私立幼稚園預かり保育事業 

多様な保育需要の対応と子育て支援のため、町内の預かり保育事業を実施する私立幼稚園に対して補助を行った。 

（単位：人、円） 

幼 稚 園 名 
預 か り 保 育 実 施 園 児 数 

補 助 金 額 
満 ３ 歳 ３ 歳 ４ 歳 ５ 歳 計 

な が せ 幼 稚 園 ５ １１６ １１８ １４５ ３８４ ２，９０６，５００ 

合 計 ５ １１６ １１８ １４５ ３８４ ２，９０６，５００ 

 

（４）社会教育費 

  令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、多くの事業が中止・縮小となった。 

ア  社会教育総務費 

  令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、多くの事業が中止・縮小となった。 

    （ア）社会教育委員会議（委員  12人）     定 例 会  開催回数  3回（うち1回は書面会議）   会議審議件数  9件 

    （イ）主な実施事業等 

      ａ  第６５回毛呂山町成人のつどい（成人式） 

             式典を実施し、成人としての新しい門出を祝福した。ウィズもろやま（毛呂山町福祉会館）駐車場を会場に、新型コロナウイルス

感染症拡大防止対策を徹底した上で開催した。 

日    時  令和3年1月10日(日)  午後1時30分から 

会    場    ウィズもろやま（毛呂山町福祉会館）駐車場 
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該 当 者    337人（男   173人  女   164人） 

参加者数    231人 

出 席 率  68.55％ 

        ｂ 彩の国２１世紀郷土かるた 第３６回毛呂山町大会 （新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止） 

ｃ  寿大学 （新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止） 

ｄ  生涯学習人権教育講座「考えよう 住みよい社会と人権課題」 シリーズ８ 

         町民が人権について正しく理解し、お互いの人権を尊重する社会の実現を目指して、人権意識の高揚と資質の向上を図ることを目 

的に、人権教育講座を開催した。 

                会  場  東公民館    計 7回      参加者数  延べ144人 

回 期  日 内          容 講            師 参加者数(人) 

１ 6月25日(木) 
「開講式」 

「子どもの人権」 

児童養護施設神愛ホーム 

市川 広美 氏 
25 

２ 7月2日(木) 「犯罪被害者支援について」 
公益社団法人 埼玉県犯罪被害者支援センター 

犯罪被害者相談員 小松原 佑佳梨 氏 
22 

３ 9月5日(土) 「ビアトリクス・ポターの世界から人権を考える」 
大東文化大学文学部英米文学科教授 

河野 芳英 氏 
24 

４ 9月15日(火) 「男女共同参画・女性の人権を考える」 
城西大学語学教育センター教授 

大橋 稔 氏 
28 

５ 11月17日(火) 「障害者の人権」 
特別養護老人ホームななふく苑施設長 

速水 千穂 氏 
22 

６ 12月11日(金) 「平和教育（命の学習）」 
原爆被害を語る会 

中島 寿々江 氏 
23 

７ 1月15日(金) 講座のまとめ 
毛呂山町生涯学習課社会教育指導員 

永堀 崇 
資料配付 
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ｅ  人権教育指導者養成研修事業 

           人権教育の指導者養成の一環として、町職員や教職員、ＰＴＡ役員等、社会教育関係団体等を対象に、講演会を開催した。 

               会  場  毛呂山町役場等     開催回数  7回     参加者数  延べ170人   

回 期  日 内          容 講           師 対    象 参加者数(人) 

１ 7月15日(水) 

学校・教育委員会管理職員同和問題研修

会 

「毛呂山町の人権教育」 

～同和教育の視点について～ 

毛呂山町生涯学習課職員 
町内小・中学校管理職

員、教育委員会管理職員 
資料配付 

２ 8月6日(木) 

第１回人権問題講演会 

「がん患者さん、家族、遺族との対話からみ

えてきたもの」  

埼玉医科大学国際医療センター精神腫瘍

科教授 

大西 秀樹 氏 

人権擁護委員、社会教育

委員ほか 
41 

３ 9月17日(木) 「ネット社会と子供の育成について」 
埼玉県ネットアドバイザー 

原口 剛 氏 
ＰＴＡ連合会役員 33 

４ 9月24日(木) 

男女共同参画・人権教育指導者養成研修

会 

「なぜ今、女性リーダーが必要なのか」 

城西大学語学教育センター教授 

大橋 稔 氏 

男女共同参画推進協議会

委員ほか 
25 

５ 10月24日(土) 「スポーツと人権」 
旭化成陸上部コーチ 

川嶋 伸次 氏 
文化協会・体育協会役員 34 

６ 11月13日(金) 
第2回人権問題講演会 

「避難所運営と人権を考える」 

立教大学大学院２１世紀社会デザイン

研究科教授 

長坂 俊成 氏 

町職員、町内企業職員ほ

か 
37 

７ 11月26日(木) 
人権教育六校合同講演会 

「インターネット社会の人権問題」 
‐ 町内小中学校教職員 資料配付 

    ｆ  毛呂山町生涯学習ボランティア人材バンク 

町民のなかで優れた技能や知識、豊富な経験などを持った方を広く人材バンクに募り、町民や地域からの要請に対して、登録者を

紹介した。 
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登録者数   個人 35人   12団体（令和2年度末現在） 

活用件数  1件（個人1件） 

ｇ 放課後学習教室 （新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止） 

ｈ 親の学習講座・子育て講座 （新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止） 

ｉ 子ども大学にしいるま （新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止） 

ｊ 社会教育関係団体への補助金交付 

             社会教育関係団体に対し、指導育成、支援の一環として補助金を交付した。 

毛呂山町人権教育推進協議会               60,000円 

毛呂山町ＰＴＡ連合会                        50,000円 

毛呂山菊花会                          244,000円 

毛呂山町文化協会                                600,000円 

毛呂山町青少年相談員協議会                0円（未申請） 

毛呂山町青少年育成町民会議             270,000円 

青少年育成事業（各地区の青少年育成組織31団体）  338,200円 

毛呂山町子ども会育成会連絡協議会          170,000円 

毛呂山町民踊連盟                 100,000円 

 

イ 公民館費 

公民館では生涯学習の拠点施設として、サークル等の活動支援や、町民のニーズに即した様々な分野の教室、講座等を実施するとともに

町民の学習活動に対して学習情報の提供、支援機能の充実を図った。 
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（ア）主な実施事業 

       ａ 青少年  

夏休み子ども体験教室   新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

        ｂ 一 般 

番号 事      業      名 主会場 主･共催別 回数(回) 学級生(人) 延参加人数(人) 

１ まなびあい講座「初心者のための革細工教室」 中央公民館 主催（中） ２ － １８ 

２ まなびあい講座「陶芸体験教室」 東公民館 主催（東） ３ － １５ 

３ まなびあい講座「オンライン会議体験教室」 東公民館 主催（東） ２ － ２５ 

    ｃ  いきいき大学もろやま 

町民の自発的な学びの場を提供し、心身ともに健康で社会の変化に対応できる能力を身につけ、社会参加をすることによって生

きがいを高めることを目的に開催した。会場は東公民館で全５回開催、延べ２２８人が受講した。 

回 実 施 日 内        容 講            師 参加者数(人) 

１  ６月３０日（火） 
～開校式～ 
第１回 
「いきいきと心豊かな人生を目指して」 

 健康・生きがいづくりアドバイザー 

山神 克允 氏 
４８ 

２  ７月３０日（木） 
第２回 

「いきいきとしたお金の使い方」 

 埼玉県金融広報アドバイザー 

髙梨 文夫 氏 
４７ 

３  ８月２５日（火） 
第３回 
「渋沢栄一に学ぶ」 

 生きがい講師団「彩講会」 

韮沢 良一 氏 
４７ 
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４  ９月２９日（火） 
第４回 
「元大使の海外おもしろ話」 

 社）国際文化教育協会 

理事長 竹元 正美 氏 
４４ 

５ １０月２９日（木） 

第５回 

「観光立国日本、 

 日本の常識・世界の非常識」 

～閉校式～ 

 人材育成コーディネーター 

山 義則 氏 
４２ 

ｄ 芸能音楽祭２０２０（実施予定日：令和２年９月６日（日）） 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

ｅ 第３６回 中央公民館まつり （実施予定日：令和２年１２月５日（土）・６日（日）） 

       新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

 ｆ 第１８回 東公民館ふれあい文化祭 （実施予定日：令和２年１０月１０日（土）・１１日（日）） 

       新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

      ・登録団体（６サークル）による無観客発表会 （実施日：令和２年１１月２９日（日）） 

       ウクレレ（１サークル）、フラダンス（４サークル）、タヒチアンダンス（１サークル） 

      ※ゆずの里ケーブルテレビにて収録し、後日、放映を行った。 

    ｇ 第２２回 もろやまゆずの里ウォーク （実施予定日：令和２年１１月２３日（月・祝））   

          新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

 ｈ  第１７回 東公民館「めじろコンサート」  

          新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

   ｉ 第３回クリスマスコンサート （実施日：令和２年１２月２０日（日）） 

新型コロナウイルスの感染症拡大防止に努め、クリスマスコンサートを実施した。 
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       出演者     路上のバイオリン弾き・安藤善一 

       観客者数     ３４人 

   ｊ 文芸もろやま 第４６号の発行     （配布日：令和２年１２月１４日（月）） 

            文芸創作活動の振興を図るため、短歌・俳句・川柳・随筆・詩を一般から募集し「文芸もろやま 第４６号」を発行した。 

                発行部数        １００部 

区        分 応 募 者 数 ( 人 ) 応  募  点  数 

短    歌 １５            ４５首 

俳    句 ２５          １２３句 

川    柳 １７            ８３句 

随        筆       １１       １１点 

詩        ３      ６編 

計 ７１     ２６８ 

    ｋ ホタル観察会 （実施予定日：令和２年６月６日（土）・１３日（土）） 

         新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

ｌ ふれあい公民館 （実施予定日：令和３年３月６日（土）） 

         新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

ｍ 利用者懇談会  （実施予定日：令和３年３月１５日（月）） 

中央公民館  （新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止） 

東公民館  （新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止） 

   ｎ 団体・サークルガイドブックの発行 

        生涯学習の参考や団体同士の情報交換などに利用してもらうため、団体・サークルガイドブックを発行した。 
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          発行部数  中央公民館（７００部）  東公民館（５００部） 

（イ）公民館利用状況  (令和２年４月１日～令和３年３月３１日) 

利   用   区   分 
中央公民館 東公民館 

利用件数（ 件 ） 利用人数（ 人 ） 利用件数（ 件 ） 利用人数（ 人 ） 

公 民 館 主 催 事 業 ４ ３７ １２ ３６７ 

サークル（団体）等 ２，０８６ ２０，０９９ １,３８９ １０,６３５ 

公      用       等 ４２ ４０４ ８４ １,０６１ 

計 ２，１３２ ２０，５４０ １,４８５ １２,０６３ 

  （ウ）公民館事業参加者状況(令和２年４月１日～令和３年３月３１日) 

利    用    区    分 
中央公民館 東公民館 

利用件数（ 回 ) 利用人数( 人 ) 利用件数（ 回 ) 利用人数( 人 ) 

公     民     館 ４ ３７ １２ ３６７ 

福   祉  会   館 ― ― ― ― 

そ     の     他 ― ― ― ― 

計 ４ ３７ １２ ３６７ 

  （エ）公民館使用料状況（令和２年４月１日～令和３年３月３１日） 

  
中央公民館 東公民館 計 

申請件数（件） 使用料（円） 申請件数（件） 使用料（円） 申請件数（件） 使用料（円） 

４月 ４ ０ １１ ２,８００ １５ ２，８００ 

５月 ５ ０ １３ ０ １８ ０ 

６月 ４００ ２３２，５００ １７４ ９９,０５０ ５７４ ３３１，５５０ 
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７月 １８９ １０２，５００ １４２ ８３,０５０ ３３１ １８５，５５０ 

８月 ３１１ １７４，３００ １８４ １１３,３５０ ４９５ ２８７，６５０ 

９月 ２８０ １５１，８５０ ２０７ １３５,４５０ ４８７ ２８７，３００ 

１０月 ２６６ １５３，３００ １９０ １３０,８５０ ４５６ ２８４，１５０ 

１１月 ２６０ １４７，５００ ２１０ １２４,０００ ４７０ ２７１，５００ 

１２月 ２５７ １３１，０００ １８１ １１９,０５０ ４３８ ２５０，０５０ 

１月 ２２８ １２５，２００ １４９ ９２,７２５ ３７７ ２１７，９２５ 

２月 ３４２ １７３，４５０ ８ ３,０００ ３５０ １７６，４５０ 

３月 ３９３ １９２，３００ ０ ０ ３９３ １９２，３００ 

※ 還付金 △１３５ △７５，６５０ △１８０ △１０８,８２５ △３１５ △１８４，４７５ 

計 ２，８００ １，５０８，２５０ １,２８９ ７９４,５００ ４，０８９ ２，３０２，７５０ 

※新型コロナウイルス感染症拡大防止等のため、公民館を使用出来なくなった団体へ使用料を返還した。 

 

ウ 図書館費 

図書館は、特定非営利活動法人毛呂Ｂｏｏｋを指定管理者として指定し、次の業務を行った。 

住民の自主的・自発的な学習活動を支援する生涯学習施設として、また地域の情報センターとして様々な住民ニーズに的確に応えるた 

めに資料及び情報の収集、整理、保存及び提供に努めた。さらに、学校と連携し、移動図書館やおはなし会、ブックサンタ通信の発行を 

行い、子どもたちがあらゆる機会において本に親しみ、楽しむことができるような環境の充実に努めた。 

広報活動として、利用者の理解と関心をより高めるため、図書館だより等の定期的な刊行やインターネットでの図書館紹介などを積極 

的に実施した。 
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（ア）資料整備状況 

資 料 区 分 令和２年度 (冊･点) 令和元年度 (冊･点) 増減数 (冊･点) 

一  般  書 １５１，４０１ １５１，００９                 ３９２ 

児  童  書 ５７，８３０ ５７，７１４      １１６ 

参 考 図 書 ５，４２１ ５，３８２ ３９                   

郷 土 資 料 １０，３６９ １０，２３５                    １３４ 

雑     誌 ５，１８７ ４，９７１                 ２１６ 

コ ミ ッ ク １２，２５４ １２，１０８ １４６ 

カ セ ッ ト ６９１ ６９１ ０ 

Ｃ     Ｄ ４，２９０ ４，３３３ △４３                    

ビ  デ  オ ２２５ ３４０   △１１５ 

Ｄ Ｖ Ｄ １，８４３ １，７１３ １３０                       

合   計 ２４９，５１１ ２４８，４９６               １，０１５ 

（イ）利用状況 

区  分 
一   般 児   童 合    計 

利用人数 利用冊(点)数 利用人数 利用冊(点)数 利用人数 利用冊(点)数 

本    館 

（内 広域利用） 

３２，８８０      

(６，５２０) 

１３６，５２５ 

 (２８，１７５) 

７，５５０ 

(６５４) 

４０，９６５ 

  (５，７３５) 

４０，４３０ 

 (７，１７４) 

１７７，４９０ 

(３３，９１０) 

リサイクル図書 ― ― ― ― ― ５，４９９ 

 計 ３２，８８０ １３６，５２５ ７，５５０ ４０，９６５ ４０，４３０ １８２，９８９ 

（ウ）日平均利用状況（本館開館日数２３６日） 

   新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、6月15日までの間、臨時休館とした。 
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日平均利用人数             １７１．３人      （前年度   ２２７．１人） 

日平均貸出冊(点)数(本館)        ７５２．１冊・点    （前年度   ９４１．０冊・点） 

（エ）事業開催状況 

幼少時から本に親しみ、楽しむことができるような催しを行った。また、知識を深め、趣味を広げたいという利用者の要望を取り入れた事業を

実施した。 

事   業   名 実施回数 
参   加   人   数 

一  般 児  童 合   計 

おはなし会 ３ 

 
１９ ２６ ４５ 

移動図書館（毛呂山小学校） 

 
８ ０ ２０２ ２０２ 

移動図書館（泉野小学校） １４ ０ ４６１ ４６１ 

移動図書館（川角小学校） １３ ０ １，０８８ １，０８８ 

移動図書館（光山小学校） １２ ０ ４２０ ４２０ 

図書館探検 １ ４ ５５ ５９ 

第 10回もろやま「本の帯」コピーライター

賞 作品募集 
１ ０ ２９３ ２９３ 

第６回図書館を使った調べる学習コンクー

ルinもろやま 作品募集 
１ ０ １４ １４ 

郷土散歩 もろやま石仏めぐり １ ９ ０ ９ 

消防訓練（職員） １ ９ ０ ９ 

ボランティアによる読み聞かせ ７ ４８ ０ ４８ 

ボランティアによる布絵本づくり １１ ５３ ０ ５３ 

切り絵ボランティアによる児童郷土資料作り ６ ５０ ０ ５０ 

バラボランティアによる図書館中庭造り １０ ８３ ０ ８３ 

合       計 ２７５ ２，５５９ ２，８３４ 
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（オ）その他の活動 

 学童保育や児童養護施設の子どもたちを映画会に招待し、図書館の周知、利用の啓発に努めた。また、図書の寄贈を呼びかけリサイ 

クル運動を促進し、寄贈いただいた資料の中で図書館で利用できるものを登録し、利用者に提供した。 

（カ）ＰＲ紙の発行状況 

名                称 発行回数 発行部数 

図書館だより １１ ８，０００ 

中学生版図書館だより ２ １，７８６ 

ブックサンタ通信 １１ １４，８０４ 

図書館カレンダー ３ ５００ 

新刊リスト １４ ６４０ 

おはなし会関係チラシ ５ ２１０ 

おはなし会関係プログラム ３ ９０ 

おはなし会関係ポスター ３ ３ 

その他各講座等チラシ ３４ ６，９０７ 

計 ８６ ３２，９４０ 

  （キ）図書館委託料 

     管理運営委託料    年額 ５４，８２９，０００円  

（ク）新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため以下の機器を購入した。 

図書消毒器        ７９９，１５０円 

紫外線殺菌ランプ一式    ４６，２００円 
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エ 歴史民俗資料館費 

郷土の歴史・民俗に関する資料の保存事業及びその活用事業を行い、町民の教育や学術・文化の向上に寄与した。 

資料館関係事業は、主に資料の収集保存・調査研究及び展示等の事業並びに施設の維持管理に関する事務を行った。 

文化財保護関係事業は、埋蔵文化財の保護事業や指定文化財に関すること等、文化財保護行政上の事務事業を行った。 

なお、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により令和２年４月１日から６月１４日までと令和３年２月９日から３月２１日までの期

間、臨時休館とした。 

（ア）資料館関係 

ａ 展示事業 

  令和２年度の展示事業は、企画展２回、指定文化財の特別公開を２回行った。また、一つの資料を深く掘り下げて紹介する「１点

ギャラリー」展を３回行った。ボランティア活動報告展では、当館サークル及びサポーターの活動と成果を展示した。 

名  称 内  容 開 催 期 間 開催日数 
開催期間 

入館者数 

１日平均 

入館者数 

前期企画展 
「毛呂山の絹織物～江戸時代から昭和

までをふりかえる～」 
R 2. 6.16(火)～  9.27(日) 90日 929人 10人 

指定文化財特別公開 

桂木寺木造伝釈迦如来坐像を展示公開 R 2.10.17(土)～ 11.15(日) 25日 356人 14人 

享保雛を展示公開 R 3. 3.23(火)～  4.14(水) 
※3/23～3/31 

8日 

※3/23～3/31 

91人 
11人 

後期企画展 
「戦乱の世の文化財～指定文化財を中

心に毛呂山の中世をしのぶ～」 
R 2.10.17(土)～ R 3. 2. 7(日) 90日 925人 10人 

一点ギャラリー展 

「昔の電話機」 R 2. 6.27(土)～ 10. 8(木) 89日 890人 10人 

「菓子屋さんの道具」 R 2. 9.29(火)～ 10.16(金) 16日 124人 8人 

「昔のアイロン」 R 2.12. 1(火)～ R 3. 3.31(水) 61日 523人 9人 
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歴史民俗資料館 

ボランティア活動報告展 

歴史民俗資料館サークル及びサポータ

ーの活動と成果を展示 
R 3. 3.27(土)～ 5.16(日) 

※3/27～3/31 

4日 

※3/27～3/31 

49人 
12人 

ｂ 資料館サポーターによる事業支援 

 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、サポーターの活動は館敷地内美化活動と次年度の講座の研修１回のみとした。 

令和２年度より鎌倉街道ガイドボランティア研修をサークルを対象に実施した。令和２年度の登録者数４８人 

ｃ 講座・教室等教育普及事業 

講座・教室名 実施日 参加者 概要等 

古文書関連講座 R2. 9.20(日) 9人 

「寛政問答記を読もう」 

町指定文化財の江戸時代の資料を解読しながら学ぶ講座 

講師：毛呂山町歴史専門調査員 岡田昌晴氏 

後期企画展関連講座 R2.11.21(土) 20人 「毛呂山の板碑（パート1）」 講師：当館職員 

文化財散策歴史めぐり R2.11.28(土)  19人 

文化財散策「毛呂山東の文化紀行 鎌倉街道縦断の巻」 

町内を縦断する鎌倉街道と周辺の文化財を巡る 

鎌倉街道ボランティアガイドの実地研修も兼ねる 

毛呂山歴史講座 R3. 1.16(土) 15人 「毛呂山の板碑（パート2）」講師：当館職員 

ｄ 学校教育との連携事業 

（ａ）小・中学校の学習朝会、出前授業、団体見学及び体験学習 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、小・中学校への訪問や団体見学の受入は中止した。 

昔のくらし単元や総合的な学習の体験学習用として、小学校３校に千歯こき、石臼等の実物資料の貸出を行った。 

（ｂ）社会体験チャレンジ事業 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、中学生の社会体験チャレンジは中止となった。 

    （ｃ）第１０回毛呂山町小・中学校社会科研究展及び令和２年度社会科研究発表会 

       社会科研究展及び社会科研究発表会は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、開催しなかった。 
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    ｅ 歴史民俗資料館 令和２年度入館者状況 

入 館 者 数 開 館 日 数 １日の平均入館者数 

２，０６９人 ２０４日 １０人 

ｆ 寄贈・寄託資料受入件数  

分   類 件   数 分   類 件   数 

生産・生業関係資料 ９ 衣 食 住 関 係 資 料 ２ 

社 会 生 活 関 係 資 料 １ 信 仰 関 係 資 料 １ 

娯楽・遊戯具・玩具関係資料 １ 人 の 一 生 関 係 資 料 １ 

その他（教育資料） ２ その他（考古資料） １ 

その他（行政資料） １ その他（写真・映像資料） ４ 

その他（戦争資料） ４ その他（歴史資料） ９ 

  合   計 ３６ 

 

（イ）文化財保護関係 

ａ 文化財保護審議委員会（委員５人） 

町内の文化財保護・指定等に関する諸問題を審議した。第２回委員会は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止とした。 

第１回 令和２年６月２６日（金） 

ｂ 文化財調査（文化財保護審議委員会委員及び事務局） 

   指定文化財候補資料の調査、町内廃寺調査、指定文化財の管理状況の確認調査等を実施した。 

実 施 日 調査地区 調 査 対 象 

令和２年  ７月 ９日（木） 大類・葛貫 指定文化財候補資料調査、指定文化財状況確認 

     １０月２９日（木） 大類・川角・市場・権現堂 鎌倉街道確認調査現場視察、廃寺調査、指定文化財候補資料調査 

令和３年  ３月２６日（金） 坂戸市・市場・西戸 天然記念物保護状況視察、指定文化財等管理状況確認 
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ｃ 文化財保存団体等への補助金交付 

   無形民俗文化財の保存団体及び文化財愛護団体に対し、補助金を交付した。令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により

無形民俗文化財の保存団体はいずれも公開の機会がない中でも、少人数による練習や用具の修理費に充てる等伝統文化の保存と継

承に努めていた。また、令和２年度より新たに大類十社神社獅子舞保存会に補助金を交付した。 

出雲伊波比神社やぶさめ保存会 ３，５００，０００円 

川角獅子舞保存会    ７０，０００円   葛貫獅子舞保存会      ７０，０００円 

毛呂本郷囃子保存会   ７０，０００円   長瀬囃子保存会       ７０，０００円 

滝ノ入獅子舞保存会   ７０，０００円   大類十社神社獅子舞保存会  ７０，０００円 

毛呂山郷土史研究会   ５０，０００円 

ｄ 鎌倉街道上道の国指定に係る遺跡評価委員会の開催 

鎌倉街道上道及び周辺の文化財群の価値付けを行い、国指定史跡に向け、中世考古学・歴史学の専門家を遺跡評価委員会委員に委

嘱し、委員会を開催した。 

       第１回 令和２年 ８月 ３日（月）  

      第２回 令和２年１１月１６日（月）・１７日（火） 委員会及び現地視察 

      第３回 令和３年 ２月１７日（水） リモートによる会議 

e  埋蔵文化財保護事業 

（ａ）埋蔵文化財確認調査     開発に伴う確認調査 １０件  保存目的の確認調査 ３件 

 （ｂ）築地遺跡・仏坂遺跡発掘調査   西大久保地内町道新設工事に伴う発掘調査 １件 

（ｃ）出土品整理作業 

主に令和元年度・２年度に出土した出土品の洗浄、拓本、製図等、報告書刊行に必要な整理作業を行った。 
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（ｄ）発掘調査報告書刊行 

毛呂山町埋蔵文化財調査報告第３４集『町内遺跡発掘調査報告書（１２）』を刊行した。 

部数３００冊   金額 ５６１，０００円 

（ｅ）文化財景観保全事業 

鎌倉街道及び歴史民俗資料館周辺の古墳群等の除草、清掃作業は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、ボランティアに

よる事業は行わず、職員のみで実施した。 

f  無形民俗文化財の保存と支援 

   平成２９年度に刊行した毛呂山町史料集第１０集『埼玉県指定無形民俗文化財 出雲伊波比神社のやぶさめ－民俗流鏑馬の保存・

継承調査報告書－』を活用した出前講座を、やぶさめに携わる平山区を対象に１回開催した。参加者延べ２９人 

 

（５）保健体育費 

  ア 保健体育総務費 

（ア） 主な事業 

教 室 ・ 大 会 名 期   日 会   場 大会等参加人数 備  考 

もろやまスポーツ健康フェア２０２０ ５月１０日（日） 総 合 公 園 ― 中 止 

ラケットテニス教室 
７月１１日（土） 

総合公園体育館 
― 

中 止 
１月２３日（土） ― 

町民レクリエーション大会 １０月 ４日（日） 大類グラウンド ― 中 止 

名球会メモリアルカップ少年野球大会 １１月１日（日）・８日（日） 大類ソフトボールパーク等 ― 中 止 

町内バレーボール大会 １２月１３日（日） 総合公園体育館 ― 中 止 

東京２０２０オリンピック聖火リレートー

チ巡回展示 
１２月１７日（木） 毛呂山町役場 ５２５人  
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軽スポーツ出前講座 

（スカットボール） 

ｿｰｼｬﾙｸﾗﾌ  ゙ １１月１９日（木） 毛呂山町保健センター ９人  

第四団地自治会 ３月２５日（木） 第四団地集会所 ９人  

 

（イ） スポーツ推進委員（１５人） 

ａ  委員会開催回数   ３回 

ｂ  連絡会開催回数   ３回 

 ｃ  内     容   スポーツの振興を図るため、連絡会、委員会を開催し情報交換を行った。また、軽スポーツの普及促進のた

め、軽スポーツ講座等を実施した。 

（ウ）体 育 協 会 

ａ  構成（１５団体）   野球連盟・バレーボール連盟・ソフトボール協会・ソフトテニス連盟・卓球連盟・陸上部・サッカー協会・ 

山歩き同好会・剣道部・弓道連盟・テニス協会・ゴルフ連盟・ペタンク愛好会・バドミントン連盟・マレッ

トゴルフ愛好会 

ｂ  町 補 助 金     １，９００，０００円 

 ｃ  主 な 事 業     各種目において大会等に参加するとともに、各種大会の開催を行った。 

（エ） スポーツ少年団 

    ａ  構成（１２団体）   野球（軟式野球３団体、硬式野球１団体）・サッカー（男子１団体、女子１団体）・剣道・柔道・空手道・ 

                ミニバスケットボール・ソフトボール（女子）・バレーボール 

ｂ  町 補 助 金    ６３０，０００円 

ｃ  主 な 事 業    県・全国大会予選会、交流大会への参加及び各チームにおいて交流事業を実施した。 
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（オ）学校体育施設使用料状況 

ａ  小学校校庭 

 申請件数（件） 収入区分 税外収入（円） 計（円） 

毛 呂 山 小 学 校 ４６ 

小学校校庭使用料 

１，３５０ 

２，８５０ 
川 角 小 学 校 ４７ １，５００ 

光 山 小 学 校 ８７ ０ 

泉 野 小 学 校 ９９ ０ 

    ｂ  小学校体育館 

 申請件数（件） 収入区分 税外収入（円） 計（円） 

毛 呂 山 小 学 校 ３４ 

小学校体育館使用料 

４，０００ 

１４，６００ 
川 角 小 学 校 ４ ２，４００ 

光 山 小 学 校 １５ ５，５００ 

泉 野 小 学 校 ５４ ２，７００ 

    ｃ  中学校体育館等 

 申請件数（件） 収入区分 税外収入（円） 計（円） 

毛 呂 山 中 学 校 １００ 
中学校体育館使用料 

１６，５００ 
３８，７５０ 

川 角 中 学 校 ５４ ２２，２５０ 
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イ  体 育 施 設 費 

  本町における生涯スポーツの振興を図るため、総合公園運動施設及び町体育施設の管理業務を行った。 

（ア） 令和２年度 毛呂山総合公園運動施設の利用実績 

        開  館 ・ 開 設 期 間 利 用 者 数（人） 施 設 名 使用料（円） 

体 育 館 
令和2年4月１日から令和3年3月31日ま

で（定例休館日等を除き、234日開館） 

町  内 

圏  内 

圏  外 

16,596 

4,635  

925  
体育館 

コインロッカー 

1,799,400  

 8,900  

合  計 22,156  

テニスコート  
令和2年4月１日から令和3年3月31日ま

で（定例休場日等を除き、236日開場） 

町  内 

圏  内 

圏  外 

1,888  

689  

35  

テニスコート 

コインロッカー 

643,100  

          0  

合  計 2,612  

グ ラ ウ ン ド   
令和2年4月１日から令和3年3月31日ま

で（定例休場日等を除き、236日開場） 

町  内 

圏  内 

圏  外 

4,723  

  89 

14  
総合公園グラウンド   510,000  

合  計 4,826  

 

新型コロナウイルス感染拡大防止対策  

・R2.3.3から7.20、R3.1.12から3.21まで体育館トレーニング室臨時休場  R2.3.5から6.15、R3.2.1から2.7、3.1から3.7まで体育館臨時休館 

・R2.6.16から6.30まで体育館町内在住者のみ利用可、高校生以下利用不可  R2.12.25からR3.1.5まで体育館中学生以下利用不可 

・R2.4.3から6.15、R3.2.1から2.7、R3.3.1から3.7までグラウンド・テニスコート臨時休場 

・R2.2.29から4.2までグラウンド及びテニスコート高校生以下利用不可、R2.6.16から6.30までグラウンド及びテニスコート町内在住者のみ利

用可、高校生以下利用不可  R2.12.25からR3.1.5までグラウンド及びテニスコート中学生以下利用不可 

 



- 174 - 
 

（イ）令和２年度 町内体育施設利用実績締切中 

 開 設 期 間 利 用 者 数（人） 施 設 名 使用料（円） 

大類グラウンド 
令和2年4月１日から令和3年3月31日ま

で（定例休場日等を除き、242日開場） 

町  内 

圏  内 

圏  外 

3,457 

130 

527  グラウンド 583,000  

合  計 4,114  

 1,079  ペタンク広場 5,100  

 2,571 マレットゴルフ 無 料 

 1,472 自由広場 無 料 

大 類 ソ フ ト 

ボールパーク 

令和2年4月１日から令和3年3月31日ま

で（定例休場日及び冬季等の臨時休場

日等を除き、193日開場） 

町  内 

圏  内 

圏  外 

762  

  26  

975  ソフトボール場（2面）   257,600  

合  計 1,763 

川 角 公 園 

テニスコート 

令和2年4月１日から令和3年3月31日ま

で（定例休場日等を除き、242日開場） 

町  内 

町  外 

3,450 

 77 テニスコート（6面）   216,900  

合  計 3,527 

川角グラウンド 
令和2年4月１日から令和3年3月31日ま

で（定例休場日等を除き、242日開場） 

町  内 

町  外 

1,143  

410 グラウンド 47,250 

合  計 1,553 

西戸グラウンド 
令和2年4月１日から令和3年3月31日ま

で（定例休場日等を除き、197日開場） 

町  内 

町  外 

1,589  

59  グラウンド（2面） 52,350 

合  計 1,648 

目 白 台 

グ ラ ウ ン ド 

令和2年4月１日から令和3年3月31日ま

で（定例休場日等を除き、242日開場） 

町  内 

町  外 

951  

0  グラウンド 0 

合  計 951  
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岩井グラウンド 
令和2年4月１日から令和3年3月31日ま

で（定例休場日等を除き、242日開場） 

町  内 

町  外 

855 

0  グラウンド 10,350 

合  計 855 

 0 ゲートボール場 0 

弓 道 場 
令和2年4月１日から令和3年3月31日ま

で（定例休場日等を除き、242日開場） 

年間利用 

時間利用 

2,616  

0 弓道場 76,000 

合  計 2,616 

 

新型コロナウイルス感染拡大防止対策  

・R2.4.3から6.15、R3.3.1から3.7まで町内体育施設臨時休場 

・R2.2.29から4.2まで町内体育施設高校生以下利用不可  R2.6.16から6.30まで町内体育施設町内在住者のみ利用可、高校生以下利用不可  

R2.12.25からR3.1.5まで町内体育施設中学生以下利用不可 

・台風被害により、R1から閉鎖だった西戸グラウンドの災害復旧工事が完了し8月から使用再開 

 

（ウ）施設の維持管理事業 

ａ 西戸グラウンド災害復旧工事 

      令和元年の台風１９号による豪雨で越辺川が氾濫し、グラウンドが浸水し洗堀されたため、地盤の不陸整正工事を行い復旧した。 

工期 令和２年４月２８日から令和２年７月９日     工事費   ６，７１０，０００円 

ｂ 西戸グラウンド災害復旧工事（その２） 

令和元年の台風１９号による豪雨で越辺川が氾濫し、ネットフェンス等の構造物が大きく破損したため、構造物等を新設すること

でグラウンドの復旧を行った。 

工期 令和２年６月３日から令和２年７月３１日     工事費   ４，４００，０００円 
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ｃ 総合公園空調設備及び空気清浄機設置工事 

総合公園体育館トレーニング室に空調設備を設置し、室温を管理して寒暖の差を解消した。また、除菌機能のある空気清浄機を設

置し、新型コロナウイルスの感染防止対策を施した。 

工期 令和２年１１月１１日から令和３年３月１９日   工事費   ７，３７０，０００円 

ウ 学校給食費 

    学校給食法に基づき、町内小・中学校の児童・生徒及び教職員等に対し約２，２２０食の給食を調理・提供した。食中毒や事故を防止

するため、調理に使用する食材の適温保管管理や加熱調理での食品温度管理を十分行い、安全・安心でおいしい学校給食の調理・提供に

努めた。 

    栄養教諭（栄養士）による多面的な食育活動の推進を図った。また、食中毒の予防及び異物混入の防止、衛生意識の高揚及び衛生管理

の徹底を図るために、センター職員を対象に保健所職員による衛生講習会を行った。 

（ア）学校給食センター運営委員会の開催 

学校給食費の決算及び予算、その他当面する諸問題等について２回開催した。 

（イ）学校給食費の監査 

     学校給食費の監査を２回実施した。 

（ウ）給食回数 

     １８１回（米飯１１５回、パン５１回、めん１５回） 

（エ）給食費月額 

     小学校  ４，１６０円 

中学校  ５，０００円 

（オ）給食放射性物質検査の実施 

     学校給食を安全・安心に提供するため、調理済み給食の放射性物質検査を３回実施した。 
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（カ）地場産物を活用した特色ある献立の導入 

     豚肉、卵、たまねぎ、はくさいなどの地場産物を合計１２，１２５ｋｇ使用した。 

（キ）栄養士実習生受け入れ 

     女子栄養大学栄養学部実践栄養学科の臨地実習生６名をそれぞれ１０日間受け入れた。 

     城西大学薬学部医療栄養学科の臨地実習生２名をそれぞれ５日間受け入れた。 

（ク）施設・設備等の維持管理事業 

    ａ 調理・配送業務委託 

      将来に渡り安全・安心な学校給食を安定的・継続的に提供するために、学校給食センター調理・配送業務の民間委託を開始した。 

契約履行期間 平成３１年４月１日から令和４年３月３１日まで 

      令和２年度調理・配送業務委託料 ７１，８９５，１８９円 

    ｂ 温度監視システム更新工事 

      安全・安心な食材確保のため、場内の冷蔵庫及び冷凍庫の温度を昼夜を問わず監視できるシステムに更新した。 

      工期 令和３年２月１２日から令和３年３月３１日    工事費 １，６１７，０００円 

（ケ）その他 

   新型コロナウイルス感染症に関する支援として、令和２年７月から１２月まで小・中学校給食費無償化事業を実施した。 
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１１  災害復旧費における施策の成果 

（１）農林水産業施設災害復旧費 

令和元年１０月に発生した台風１９号により農地、農業用施設、林道へ土砂が流入し、併せて農業用施設、林道舗装が破損して甚大な被

害となったが、令和２年度中に久保堰を除く被災箇所の復旧工事（繰越事業）を完了することができた。また、財源については、国や県の

補助金を積極的に活用した。 

なお、久保堰災害復旧工事については、新型コロナウイルス感染症等の影響から令和３年度へ事故繰越となった。 

  ア  農業用施設災害復旧費（繰越事業） 

（ア）泉耕地災害復旧工事 

地 区 名 事  業  量 事業費（円） 事 業 費 内 訳（円） 請 負 業 者 

岩井 土砂撤去等 一式 755,700 
国庫補助金       714,771 

町支出金         40,929 
浅見興業㈱ 

（イ）西戸耕地災害復旧工事 

 地 区 名 事  業  量 事業費（円） 事 業 費 内 訳（円） 請 負 業 者 

西戸 土砂撤去等 一式 2,552,000 
国庫補助金      2,309,853  

町支出金        242,147 
浅見興業㈱ 

（ウ）久保堰災害復旧工事（仮設工）（久保堰災害復旧工事設計業務委託（実施設計）を含む） 

地 区 名 事  業  量 事業費（円） 事 業 費 内 訳（円） 請 負 業 者 

岩井 
実施設計 一式 

仮設工（田取水のための大型土のう設置）一式 

1,207,800 

2,064,700 

国庫補助金      3,099,057           

町支出金        173,443 

埼玉県土地改良事業団体連合

会（設計） 

㈱福田建設（工事） 

（エ）西戸堰災害復旧工事 

 地 区 名 事  業  量 事業費（円） 事 業 費 内 訳（円） 請 負 業 者 

西戸 土砂撤去等 一式 163,625 町支出金        163,625 浅見興業㈱ 
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（オ）苦林・大類堰災害復旧工事 

 地 区 名 事  業  量 事業費（円） 事 業 費 内 訳（円） 請 負 業 者 

川角 土砂撤去等 一式 556,600 
国庫補助金       526,570 

町支出金         30,030 
浅見興業㈱ 

（カ）事故繰越事業一覧 

件    名 地 区 名 事  業  量  契約額（円）  請負（委託）業者 

久保堰災害復旧工事 岩井 
止水壁工 L＝19.8ｍ（H＝3.0ｍ） 

コンクリート沈床工 一式  
 13,948,000 

㈲伊藤設備 

久保堰災害復旧工事（その２） 岩井 仮設工（敷鉄板等） 一式 8,129,000 ㈲伊藤設備 

   

イ  林業用施設災害復旧費（繰越事業） 

（ア）林道桂木線災害復旧工事 

地 区 名 事  業  量 事業費（円） 事 業 費 内 訳（円） 請 負 業 者 

滝ノ入 土砂撤去工 一 式 132,000 
県補助金         52,000 

町支出金         80,000 
㈱福田建設 

（イ）林道阿諏訪坂線災害復旧工事（設計業務委託を含む） 

地 区 名 事  業  量 事業費（円） 事 業 費 内 訳（円） 請 負 業 者 

阿諏訪 
設計業務 かご工 L＝8.0ｍ (H=3.0ｍ) 

復旧工事     〃 

264,000 

1,012,000 

県補助金        510,000 

町支出金        766,000 

一般社団法人埼玉県治山林

道協会（設計） 

㈱福田建設（工事） 

（ウ）林道阿諏訪線災害復旧工事 

地 区 名 事  業  量 事業費（円） 事 業 費 内 訳（円） 請 負 業 者 

阿諏訪 土砂、雑木撤去工 一 式 1,485,000 
県補助金        594,000 

町支出金        891,000 
㈱福田建設 
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（エ）林道阿諏訪支線災害復旧工事 

地 区 名 事  業  量 事業費（円） 事 業 費 内 訳（円） 請 負 業 者 

阿諏訪 
土砂、雑木撤去工 一 式 

上層路盤工 738.0㎡ 
2,695,000 

県補助金         1,078,000 

町支出金       1,617,000 
㈱福田建設 

（オ）林道鎌北線災害復旧工事 

地 区 名 事  業  量 事業費（円） 事 業 費 内 訳（円） 請 負 業 者 

大谷木 表層工 291.2㎡、路盤工 1,664.0㎡ 5,786,000 
県補助金         2,314,000 

町支出金       3,472,000 
㈲大山工務店 

（カ）林道権現堂線災害復旧工事 

地 区 名 事  業  量 事業費（円） 事 業 費 内 訳（円） 請 負 業 者 

権現堂 土砂撤去工 一 式 374,000 
県補助金          149,000 

町支出金        225,000 
㈱福田建設 
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１２ 国民健康保険特別会計における施策の成果 

国民健康保険は、医療保険制度の基盤的役割を果たしており、本町においては全世帯の３４．６％が加入している。 

広域化（都道府県単位化）となり埼玉県が財政運営の責任主体となっているが、町の役割は従来と変わることなく各業務を実施した。令和２年度

の決算は歳入においては、４，２５１，５４２，２１６円（対前年度２．２％減）、歳出においては、４，１１８，９６３，５４５円（対前年度２．

４％減）となり、実質収支額は、１３２，５７８，６７１円となった。繰越金、一般会計その他繰入金、基金繰入金を考慮した単年度の実質的な収

支では、２４，１４４，２３３円の赤字である。 

給付の対象とした医療費（費用額）は前年度に比べて、２．２％の減少となっている。 

（１）被保険者   

  ア 世帯数及び被保険者数                                                                              （単位：世帯、人） 

区       分 本年度末現在 

   

年 度 平 均 対全 住 民 比 (％) （再掲） 

未就学児 

（再掲） 

前期高齢者 

（再掲） 

70歳以上一般 

（再掲） 

一定所得以上 

世   帯   数 5,517     5,553 34.6 

一 般 被 保 険 者 数 8,397 146 4,166 2,406 137 8,506  

国 保 被 保険 者 のう ち 

介護保険第２号被保険者数 
2,508     2,599  

※対全住民比は、本年度末現在の数値である。 

   

イ 異動に関する届出状況                                                                                    （単位：件） 

資 格 取 得 届 資 格 喪 失 届 氏 名 変 更 届 世 帯 変 更 届 住 所 変 更 届 世 帯 主 変 更 届 合       計 

1,207 1,391 63 56 85 93 2,895 
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（２）国民健康保険被保険者証 

   ８月１日に国民健康保険被保険者証の更新を行った。また、一定の条件に該当する国民健康保険税滞納世帯に対して、短期被保険者証を 

交付するとともに、納付状況や納税相談等の状況により被保険者資格証明書を交付した。 

    令和２年度末の交付状況   短期被保険者証 １２６件   被保険者資格証明書 １４件 

（３）国民健康保険運営協議会の開催 

   国民健康保険の運営に関する事項を審議するため、国民健康保険運営協議会を開催した。 

    開催回数   ４  回    出席委員数延  ３６ 人    審議案件  １３ 件 

（４）医療費適正化特別対策事業 

  ア 医療費の適正化を図るため、レセプト点検専門員（医療事務経験者）を雇用し、レセプト内容の点検・調査を積極的に行った。 

  イ レセプト点検業務について、職員の資質の向上を図り医療費の適正化を推進するため、県主催の点検事務研修会に出席した。 

（５）保険給付 

  ア 医療給付 

  （ア）一般被保険者  （年間平均被保険者数  ８，５０６人）                                 （単位：件、円） 

区    分 件  数 費  用  額 国保負担分 一部負担金 他法負担分 受診率(％) 1人当り費用額 

療 養 の 給 付 130,138 3,505,059,106 2,573,231,564 815,700,592 116,126,950 1,530 412,069 

療 養 費 2,825 26,425,411 19,497,366 6,485,512 442,533 33 3,107 

計 132,963 3,531,484,517 2,592,728,930 822,186,104 116,569,483 1,563 415,176 

  （イ）退職被保険者等 （年間平均被保険者数  ０人）                                              （単位：件、円） 

区    分 件  数 費  用  額 国保負担分 一部負担金 他法負担分 受診率(％) 1人当り費用額 

療 養 の 給 付 2 △5,470 △3,829 △1,641 0 － － 

療 養 費 0 0 0 0 0 － － 
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計 2 △5,470 △3,829 △1,641 0 － － 

イ 高額療養費                                                                                        （単位：件、円） 

区              分 件              数 支      給      額 

一 般 被 保 険 者 7,369 437,425,498 

退 職 被 保 険 者 等 － － 

合              計 7,369 437,425,498 

ウ 高額介護合算療養費 

  区              分 件              数 支      給      額 

一 般 被 保 険 者 9 230,124 

退 職 被 保 険 者 等 － － 

合              計 9 230,124 

エ 移送費 

  区                    分 件                 数 支      給      額 

一 般 被 保 険 者 0 0 

退 職 被 保 険 者 等 － － 

合              計 0 0 

オ 出産育児諸費・葬祭諸費                                                                            （単位：件、円） 

区                    分 件                 数 支      給      額 

出 産 育 児 一 時 金 諸 費 16 6,707,357 

葬              祭             費 52 2,600,000 

合                  計 68 9,307,357 
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（６）国民健康保険事業費納付金 

   埼玉県への納付金として９２４，９２２，０６７円を拠出した。 

（７）共同事業拠出金 

   退職被保険者等の事務費拠出金等として４５０円を拠出した。 

（８）保健事業費 

   被保険者をはじめとした、町民の健康保持増進と医療費の抑制を図るため、次の事業を実施した。 

  ア 疾病予防費 

  （ア）予防検診補助 

     成人病その他の疾病の早期発見及び予防を目的として、予防検診を受検した被保険者１５６人に対して、３，６８３，２００円の補 

助金を支給した。 

（イ）糖尿病重症化予防対策事業 

   埼玉県国保団体連合会と県内市町（令和２年度は５２団体）との共同事業で糖尿病の人工透析移行を防止する目的で、受診勧奨を 

４７通、保健指導を１２人、継続支援を５人に実施し分担金として４，４０８，９４９円拠出した。 

イ 保健事業費 

  （ア）医療費通知の実施 

     医療費に対する認識を深めてもらい、被保険者意識の向上を図るため、受診世帯に対し年６回（１回２ヵ月分）に分けて医療費通知 

（２５，０１８通）を送付した。 

  （イ）ジェネリック医薬品差額通知の実施 

     被保険者の医療費の負担軽減に役立てていただくため、対象者に対して年２回（９月・３月）差額通知（２１５通）を送付した。 
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（ウ）保養所施設利用補助 

     町民の健康保持増進のため、旅館等と保養所契約を締結して町民の利用に供するとともに、利用者に対して大人１泊３,０００円、小 

人１泊１,５００円、入湯１回２００円の補助金を交付した。利用状況は次のとおりである。 

  指定保養所の利用状況                                                                                 （単位：件、円） 

所 在 地 保 養 所 名 
国保被保険者 国保被保険者以外 合           計 

補助金額 
大 人 小 人 計 大 人 小 人 計 大 人 小 人 計 

水 上 温 泉 水 上 館 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

大 湯 温 泉 和 泉 屋 旅 館 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

伊 豆 長 岡 い づ み 荘 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

芦 ノ 牧 温 泉 丸 峰 観 光 ホ テ ル 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

松 島 温 泉 ホ テ ル 絶 景 の 館 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

県国保団体連合会指定保養施設 64 1 65 67 11 78 131 12 143 411,000 

保養所（組合） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合     計 64 1 65 67 11 78 131 121 143 411,000 

構  成  比 45.5％ 54.5％ 100.0％ － 

海の家の利用状況                                                                                     （単位：件、円） 

所 在 地 保 養 所 名 
国保被保険者 国保被保険者以外 合           計 

補助金額 
大 人 小 人 計 大 人 小 人 計 大 人 小 人 計 

新潟県柏崎市 東 の 輪 民 宿 組 合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

茨城県大洗町 大 洗 民 宿 組 合 0  0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合               計 0  0 0 0 0 0 0 0 0 0 

構       成      比 － － － － 
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入湯施設の利用状況                                                                                     （単位：件、円） 

所 在 地 入 湯 施 設 名 
国保被保険者 国保被保険者以外 合           計 

補助金額 
大 人 小 人 計 大 人 小 人 計 大 人 小 人 計 

越 生 町 
オーパークおごせ 333 － 333 638 － 638 971 － 971 194,200 

ﾆｭｰｻﾝﾋﾟｱ埼玉おごせ 339 － 339 683 － 683 1,022 － 1,022 204,400 

と き が わ 町 
湯 郷 玉 川 130 － 130 301 － 301 431 － 431 86,200 

四 季 彩 館 42 － 42 95 － 95 137 － 137 27,400 

坂 戸 市 ふ る さ と の 湯 958 － 958 1,783 － 1,783 2,741 － 2,741 548,200 

日 高 市 花 鳥 風 月 11 － 11 62 － 62 73 － 73 14,600 

飯 能 市 喜 楽 里 別 邸 68 － 68 158 － 158 226 － 226 45,200 

小 川 町 花 和 楽 の 湯 0 － 0 0 － 0 0 － 0 0 

合               計 1,881 － 1,881 3,720 － 3,720 5,601 － 5,601 1,120,200 

構       成      比 33.6％ 66.4％ 100.0％ － 

（９）繰出金 

ア ４０歳から７４歳の加入者を対象とする内臓脂肪型肥満に着目した健康診査・保健指導のため、特定健診等分繰出金として１９，８４９，

００７円を拠出した。 

イ 埼玉県コバトン健康マイレージ事業に参加しウォーキングをとおして健康増進を推進し、埼玉県健康マイレージ事業分繰出金として２８

０，０００円拠出した。 

ウ ７０歳の加入者を対象とする認知症検診分繰出金として２９６，５３１円拠出した。 

（10）その他 

  ア 高額療養費貸付 

   高額貸付基金の委任払制度が平成２３年１１月より開始され、医療機関との直接支払が可能となったため、貸付該当者はなかった。 
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１３ 介護保険特別会計における施策の成果 

介護保険認定率自体は、微増であるものの要介護（要支援）認定者数及びサービス受給者数は、平成２９年度から増加傾向となっている。

これは後期高齢者人口の増加が要因と考えられ、今後も増加することが予想されている。 

町では、被保険者の資格管理、保険料の賦課徴収、要介護認定及び保険給付の事務を行った。また、毛呂山町、越生町及び鳩山町の３町

が共同設置する介護認定審査会の庶務を所掌した。 

地域支援事業では、被保険者が要介護状態又は要支援状態となることを予防するため、もしくは状態の悪化を防ぐ事を目的としてサービ

スの提供を行った。また、住民が主体的に通いの場を立ち上げ、介護予防に取り組めるよう「ゆずっこ元気体操」などの普及を行った。 

認知症総合支援事業では、認知症の疑いのある人やその家族が気軽に情報交換や相談が行える場として、認知症相談会やオレンジカフェ

を開催し、認知症の早期発見・早期治療に努めた。 

（１）被保険者 

  ア 世帯数及び被保険者数                                         （単位：世帯、人） 

区   分 前年度末現在 本年度中増 本年度中減 本年度末現在 

世 帯 数 7,692 374 270 7,796 

第 1 号 被 保 険 者 数 11,195 533 409 11,319 

  イ 異動に関する状況                                              （単位：人） 

区   分 転入 職権復活 65歳到達 適用除外非該当 その他 合  計 

本年度中増 85 1 446 1 0 533 

（単位：人） 

区   分 転出 職権喪失 死亡 適用除外該当 その他 合  計 

本年度中減 60 0 346 0 3 409 
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（２）要介護認定の状況 

毛呂山町・越生町・鳩山町介護認定審査会を１０８回開催した。毛呂山町分の審査判定件数は、県から委託を受けた６５歳未満の介護扶助

対象者に係るものを除き、１，２６２件であった。 

  ア 要介護（支援）認定者数（年度末）                                      （単位：人） 

区   分 要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合  計 

第1号被保険者 159 195 316 264 173 221 164 1,492 

第2号被保険者 1 5 11 3 6 9 7 42 

合  計 160 200 327 267 179 230 171 1,534 

 

（３）サービスの利用状況(令和２年４月～令和３年３月) 

  ア 居宅介護（支援）サービス受給者数                                      （単位：人） 

区   分 要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合  計 

第1号被保険者 775 1,203 2,856 2,348 1,248 1,069 536 10,035 

第2号被保険者 10 67 70 57 19 40 47 310 

合  計 785 1,270 2,926 2,405 1,267 1,109 583 10,345 

  イ 地域密着型サービス受給者数                                         （単位：人） 

区   分 要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合  計 

第1号被保険者 12 13 431 416 276 309 164 1,621 

第2号被保険者 1 0 33 2 0 0 6 42 

合  計 13 13 464 418 276 309 170 1,663 
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ウ 施設介護サービス受給者数                                          （単位：人） 

区   分 介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設 介 護 医 療 院 合  計 

第1号被保険者 2,216 745 118 77 3,156 

第2号被保険者 60 24 0 23 107 

合  計 2,276 769 118 100 3,263 

 

（４）保険給付の状況(令和２年４月～令和３年３月) 

区   分 件 数(件) 保険給付費(円) 

居宅（介護予防）サービス 30,064 889,802,289 

 訪問サービス 9,161 213,453,819 

  訪問介護 1,831 96,206,879 

  訪問入浴介護 248 15,563,902 

  訪問看護 1,352 54,514,510 

  訪問リハビリテーション 312 9,241,147 

  居宅療養管理指導 5,418 37,927,381 

 通所サービス 5,067 314,556,306 

  通所介護 3,473 247,255,896 

  通所リハビリテーション 1,594 67,300,410 

 短期入所サービス 430 37,256,985 

  短期入所生活介護 288 20,811,445 

  短期入所療養介護（老健） 142 16,445,540 

  短期入所療養介護（療養） 0 0 
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 福祉用具・住宅改修サービス 6,018 73,775,024 

  福祉用具貸与 5,775 62,264,177 

  福祉用具購入費 141 3,257,815 

  住宅改修費 102 8,253,032 

 特定施設入居者生活介護 838 143,436,671 

 居宅介護支援・介護予防支援 8,550 107,323,484 

地域密着型（介護予防）サービス 1,721 295,640,046 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 122 14,865,751 

 夜間対応型訪問介護 0 0 

 認知症対応型通所介護 249 30,750,948 

 地域密着型通所介護 460 43,920,269 

 小規模多機能型居宅介護 280 57,169,470 

 認知症対応型共同生活介護 610 148,933,608 

 地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 

 看護小規模多機能型居宅介護 0 0 

施設サービス 3,483 865,925,230 

 介護老人福祉施設 2,303 582,605,744 

 介護老人保健施設 773 207,513,150 

 介護療養型医療施設 244 42,083,396 

 介護医療院 163 33,722,940 

高額介護(介護予防)サービス費 3,931 47,644,063 
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高額医療合算介護(介護予防）サービス費 208 6,118,204 

特定入所者介護(介護予防)サービス費 1,512 58,846,940 

合  計 40,919 2,163,976,772 

（５）地域支援事業 

  ア 訪問型サービス事業 

   ゆずっこ助け合いサービス（毛呂山町社会福祉協議会委託）  実利用者 4名 延べ件数 24人 延べ回数 82回  

委託料 24,600円 

イ 介護予防・生活支援サービス事業 

区   分 件 数(件) 事業費(円) 

訪問型サービス 651 10,779,686 

通所型サービス 1,407 35,107,000 

高額介護予防サービス費相当事業 32 97,061 

高額医療合算介護予防サービス費相当事業費 3 23,255 

合  計 2,093 46,007,002 

ウ 一般介護予防事業費 

（ア）一般介護予防事業 

・いきいきシニア講座         開催回数 2教室   3日 延べ参加者数   51人 

・コバトンお達者倶楽部（ボランティアポイント）         延べ参加者数  102人 

・サポーター養成講座（ゆずフィット） 開催回数 1教室   8日 養成人数      9人 

・ゆずっこ元気体操クラブ       団体数 41地区 44クラブ 実参加者     862人  ※令和3年3月末現在 
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エ 包括的支援事業及び任意事業 

（ア）地域包括支援センター支所事業 

 

    地域包括支援センター悠久園支所 地域包括支援センター支所HAPPINESS館 地域包括支援センターななふく苑支所 合 計 

委 託 料 843,000円  2,018,000円  2,115,000円  4,976,000円  

相談実績 388件   1,868件  1,500件  3,756件  

     ・実態把握調査  延べ 2,516件（悠久園 23件 HAPPINESS館 1,198件 ななふく苑 1,295件） 

（イ）家族介護支援事業 

     ・家族介護教室事業（包括支援センター支所委託） 

 実施回数（回） 参加者（人） 委託料（円） 

地域包括支援センター 悠 久 園 支所 1 16 30,000 

地域包括支援センター 支所 HAPPINESS館 0  0 0 

地域包括支援センター ななふく苑支所 1 16  30,000 

     ・家族介護用品等給付事業（社協委託）   実利用者  86人  延べ件数 784件 

     ・徘徊高齢者等見守りシール交付事業 交付者数  8人  登録者数  11人   ※令和 3年 3月末現在 

（ウ）在宅医療・介護連携推進事業 

   ・毛呂山町・越生町在宅医療・介護連携推進事業業務委託（埼玉医療福祉会）  3,246,900円 

（エ）生活支援体制整備事業 

     ・生活支援体制整備事業業務委託（毛呂山町社会福祉協議会）  4,756,000円 
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（オ）認知症総合支援事業 

     ・認知症初期集中支援チーム員会議    開催回数   7回                  延べ件数      24件 

     ・認知症カフェ             開催回数   62回                  延べ参加者数    517人 

     ・認知症（もの忘れ）相談会       開催回数   10回  相談件数 23件   相談者数         32人 

 ・認知症サポーター養成講座        開催回数     3回    3日          延べ参加者数   136人 

・認知症サポーターフォローアップ講座  開催回数   0回    0日           延べ参加者数    0人 

   （カ）権利擁護事業 

     ・成年後見制度町長申立         6件 （後見類型 5件  保佐類型 1件） 

     ・成年後見制度利用支援事業（報酬助成） 2件  432,000円 
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１４ 後期高齢者医療特別会計における施策の成果 

    後期高齢者医療特別会計においては、保険料の徴収、保険証の引渡し、各種申請・届出の受付等の事務を行った。 

（１）被保険者の状況                                                （単位：人） 

 
本年度末現在 

 

（再掲）現役並み所得者 

被保険者数 

６５歳～７４歳 ７８ ２ 

７５歳以上 ５，４７９ ２２３ 

計 ５，５５７ ２２５ 

（２）被保険者証の引渡し状況        （単位：件） 

区   分 件   数 

年 齢 到 達 者 ３０９ 

障 害 認 定 者 １４ 

合   計 ３２３ 

（３）療養費の受付状況           （単位：件） 

区   分 件   数 

一 般 診 療 １ 

補  装  具 ６８ 

マッサージ ６００ 

鍼     灸 ２４５ 

移     送 ２ 

（４）葬祭費の受付状況 

   葬祭費受付件数   ２６１件 
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１５  農業集落排水事業特別会計における施策の成果 

農村地域における生活環境の整備と河川や用排水路などの水環境の保全を目的とした「毛呂山町農業集落排水施設整備基本構想」に基づ

き事業の推進を図った。 

葛貫上地区においては平成１０年度から、大谷木上地区においては平成１８年度から処理施設の供用を開始し、地元管理組合と町が連携

して維持管理が行われ順調に稼動しており、地区内の水環境の改善を図った。 

（１）農業集落排水事業費 

  ア  農業集落排水処理施設修繕 

地 区 名 事  業  量 事業費（円） 事 業 費 内 訳（円） 請 負 業 者 

葛 貫 上 

大谷木上 

エアリフトブロアー交換 １台 

し渣脱水機修理 一式 
1,760,000 町支出金       1,760,000 ｳﾞｪｵﾘｱ･ｼﾞｪﾈｯﾂ㈱ 

葛 貫 上 FAX付積算プリンター交換 １台 2,860,000 町支出金       2,860,000 ｳﾞｪｵﾘｱ･ｼﾞｪﾈｯﾂ㈱ 

葛 貫 上 
水中ポンプ用圧力式水位センサー交換 １台 

水中ポンプ用コントローラー修理 一式 
1,485,000 町支出金       1,485,000 ｳﾞｪｵﾘｱ･ｼﾞｪﾈｯﾂ㈱ 

  イ  農業集落排水処理施設維持管理業務 

地 区 名 事  業  量 事業費（円） 事 業 費 内 訳（円） 委 託 業 者 

葛 貫 上 

大谷木上 
農業集落排水処理施設維持管理業務委託 一 式 4,400,000 町支出金       4,400,000 ｳﾞｪｵﾘｱ･ｼﾞｪﾈｯﾂ㈱ 

   

 

 

 


